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巻　頭　言 ―産業経営研究所の更なる発展を目指して―

産業経営研究所は、1963年に創設された本学で最も古い研究施設です。以来、主に文科系教

員による九州地域を中心とする調査・研究の拠点として、着実に研究成果をあげてまいりまし

た。最近では、情報化・国際化の進展に対応した調査・研究を進めており、対象は九州を中心

としつつも、東アジア等の地域へと広がってきています。その成果は、機関誌『産業経営研究

所報』にまとめ、全国の大学・研究所に配布してまいりました。昨年度には、通算40号を出す

ことができました。研究報告の数は約200本にのぼります。

しかし、研究所の活動としては、もっぱら研究報告書の発行活動に終始し、着実ではあった

けれど、地味でもありました。この停滞状況を打破すべく、各方面の理解と協力を得て、平成

21年度からは、個別研究に加えて、文系三学部を中心として３年間継続して行う「共同研究」

を開始する運びとなりました。共通テーマは「九州を中心とする経済･社会の実証分析」とい

う、やや漠たるものですが、調査は机上でではなく、現場(地域)の人たちとの交流を意識し、

現場に出かけて行うことを念頭に置き、取り組んでまいります。その概要は、以下の通りです。

元来、産業経営研究所における研究の特色の一つは、「広い視野に立つ総合的あるいは長期

的な研究」や「学際的な新しい分野の研究」が可能な点にあります。この観点から、「九州に

おける過疎と過密による地域の変容と課題」(代表：芳賀博文、経済学部５名)、「福岡県の地

域経済と企業活動」(代表：山田秀、商・経済・経営学部の８名)、「九州マーケティングの探

究―九州マーケティング論の確立へ向けて―」(代表：山本久義、商学部７名)、という三つの

研究集団ができました。

他方、研究テーマが、とかく学生の教育からかけ離れたものになりがちであった点を反省し、

教育に関する二つの研究集団が作られました。すなわち、「〈学士力〉が身につく教育とは―学

士課程教育の再検討」(代表：岡村東洋光、経済・経営・国文・工・芸術の６名)、および「九

州の観光ホスピタリティ・マネジメント高度化のための観光教育・人材育成に関する研究」(代

表：千相哲、観光学科11名）です。

以上のように５グループの編成と調査・研究のテーマは多様であり、学部・学科を超えた学

際的なアプローチで取り組むことになっています。こうした事態は、文系三学部に支えられて

いる産業経営研究所にとって望ましい姿であり、また、本学の50周年の節目に相応しい企画で

もあります。

さらに、産業経営研究所の存立のもう一つの意義は、「企業・大学・各種研究機関・公共機

関・地域等と密接に結びついて、定期刊行物の発行等情報の発信基地として」活動することに

あります。このことを自覚して、今年度からは、産業経営研究所のホームページを充実し、過

去の調査・研究の成果のみならず、目下、進行中の調査・研究についても、地域社会へ向かっ

て、随時発信していく所存です。

文系三学部の共同研究の参加者と通常の個別研究の参加者には、真摯な取り組みと充実した

成果を、また、その他の多くの関係者には、産業経営研究所への一層の後押しを期待し、巻頭

言といたします。

2009年３月

産業経営研究所長　岡  村  東洋光





― 1 ―

１．はじめに

近年，米国を中心としたグローバル化社会

への経済構造の劇的な変化が進行している。

日本国内でも2001年に誕生した小泉内閣に

よる構造改革により，国内の経済構造も劇的

な変化を遂げている。グローバル化社会にお

ける競争力を身につけた大企業を中心とし

て，国内景気が回復したとの各種データが発

表されている。一方，国内の大部分を占める

中小企業において，多くは景気回復を実感で

きず，中小企業白書2007年版では，表１に

示すように倒産件数は一時のピークを過ぎそ

の数が減少しているものの，直近では12,000
～13,000件前後を推移し，厳しい状況が続い

ているとの報告がなされている１）。このよう

に，国内中小企業の多くにとって，グローバ

ル化社会への対応は容易ではないことが示さ

れている。

地元九州地域に目を向けてみると，ここ数

年，製造業，特に自動車産業や鉄鋼をはじめ

とする素材産業の活躍がめざましく，その成

長およびアジア方面を中心とした輸出の拠点

化が着実に進んでいる。ただ，2008年版九

州経済白書２）では，その成長の流れも，す

でに伸び悩みも見られつつあるとの報告もあ

る。また，2008年版九州経済白書では，製造

業以外の非製造業および個人消費への景気波

及効果は薄く，“実感なき景気回復” を裏付

ける報告がなされている。

このような国内および九州地域の景気状

況において，中小企業白書2007年版１）では，

中小企業の抱える課題への対応として，以下

の２つの策を提示している。

・取引先の「メッシュ化」の促進

・製品やサービスの差別化

取引先の「メッシュ化」とは，具体的には

仕入先や販売先である取引先企業の数を増や

すことを意味する。取引先企業数を増やすこ

とにより，特定の取引先企業の景況感に大き

く影響されることなく，企業経営を継続でき

るとされている。図１では，中小企業におけ

る「メッシュ化」の拡大傾向が示されている。

中小企業の情報発信戦略と情報発信・情報品質保証 

支援システムに関する研究

稲　永　健太郎 
廣　田　豊　彦

表１　国内の企業倒産件数と負債金額の推移１）

 （単位：件，億円）

年
区分 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006

件数
全体 14,834 16,464 18,988 15,352 18,769 19,164 19,087 16,255 13,679 12,998 13,245

資本金
１億円未満 14,731 16,293 18,749 15,135 18,497 18,819 18,687 15,877 13,392 12,755 13,011

負債金額
全体 81,229 140,447 137,484 136,214 238,850 165,196 137,824 115,818 78,177 67,035 55,006

資本金
１億円未満 49,693 57,494 68,329 80,640 65,691 73,151 77,540 57,651 53,656 47,209 37,598
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もう１つの策である製品やサービスの差別化

について，例えば，地域住民および消費者の

ニーズに応じた製品やサービスの開発，ある

いは地域資源の活用等が示されている。

これら２つの策に共通する点として，中小

企業は「メッシュ化」や差別化の取り組みに

おいて，取引先企業や地域住民および消費者

との間で情報のやりとりを活発化させる必要

があるという点が挙げられる。図２では，企

業取引における情報流通量の変化についての

実態が示されている。取引先の「メッシュ

化」により取引先の企業数が増加するに伴

い，情報流通量の増加傾向が見られる。この

ことは，企業，特に中小企業が，今後の企業

継続および成長のために，企業外部との情報

流通（コミュニケーション）を促進すること

により，その流通した情報から新たなビジネ

スチャンスを見出す可能性があることを示し

ている。

無論，取引先企業に限らず，地域社会や消

費者等さまざまなステークホルダとの情報流

通（コミュニケーション）が必要不可欠であ

ることは言うまでもない。

２．企業の情報流通における情報発信

前節で触れたように，今後企業，特に中小

企業の企業継続および成長のため，情報流通

を活発化させる必要がある。そこで，企業は，

まず積極的に情報を発信し，情報流通の起点

としての役割を果たすべきと考える。

これまでにも大企業をはじめとして多くの

企業が，さまざまな情報を発信（配信，提

供，開示，公開等）している。取引先とのコ

ミュニケーションや，製品やサービスについ

て取引先や消費者等に直接的に伝える手段と

しての広告，そしてマスコミ等第三者を通じ

て間接的に伝える手段としての広報等が，情

報発信活動の典型的な事例として認知されて

いる。

近年，企業に対して正確さと迅速さを伴う

積極的な情報発信を求める時代の流れがあ

り，ステークホルダに対して最適な情報発信

が重要であることが認知されつつある。情報

発信活動は，各種企業活動の中でも特に重要

視される活動の１つであり，競争相手との差

別化・独自性のアピールに有効である。その

一方で，情報発信活動への取り組み方次第で

は，その企業に対する信頼性やイメージに多

大な悪影響を与えるものとなる。

さらに，現在の情報発信活動には，企業の

情報化（情報通信技術の活用）が必要不可欠

である。適切な情報化を推進することによ

図１　企業取引における「メッシュ化」の実態１）

図２　企業取引における情報流通量の変化１）
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り，企業内（あるいは取引先企業との）情報

共有化や，各種活動の効率化，知識創造支援

を実現することが可能となる。

ここで，企業の情報発信における情報化

は，「直接的利用」と「間接的利用」に分類

できると考える。「直接的利用」とは，新聞，

雑誌，TV，ラジオ 等の既存の各種メディア

やインターネット（WWW，電子メール 等）

を情報の受信者ごとに適切な手段を選択し利

用することを意味する。一方，「間接的利用」

とは，企業外の必要な情報を入手したり，企

業内情報の整理収集，取捨選択，加工 等を

行ったり，発信すべき情報を選別（カスタマ

イズ）したりする等の，発信する情報を企業

内で管理する「企業内情報マネジメント」を

意味する。

平成16年度の九州産業大学産業経営研究

所研究プロジェクト報告書「情報通信技術を

活用した九州地域企業の情報発信に関する

研究」３）では，情報発信活動を積極的に進め

ることで，安定した成長・規模拡大を続けて

いる企業が，九州地域に存在することが示さ

れている。これらの企業は，九州を活動の拠

点としており，首都圏をはじめとする大消費

地域から地理的に離れている。この地理的に

不利な状況に置かれている中，情報通信技術

を活用しながら顧客をはじめ利害関係者（ス

テークホルダ）に対して最適な情報を発信す

ることで，企業に対する満足度を高め，安定

した成長・規模拡大を続けている。この報告

書の中では，具体的な事例として，株式会社

ジャパネットたかた（長崎県佐世保市）や

株式会社再春館製薬所（熊本県上益城郡益城

町）等が挙げられている。

このように，企業の情報発信を積極的に実

践する企業がある一方で，情報発信に問題・

課題を抱えている企業が多いことも事実で

ある。その主な問題の１つとして，発信情報

の “品質” の低さが挙げられる。具体的には，

「質」「量」「タイミング」の観点から次のよ

うな問題点が指摘できる。

・「質」：虚偽，不要，無関係，物足りなさ，

　　　　曖昧さ

・「量」：少なすぎ，多すぎ

・「タイミング」：遅すぎ，早すぎ

これらの問題点を抱えたまま，情報発信し

た場合，情報発信者である企業の知らせたい

情報と情報受信者であるステークホルダが欲

する情報との間でミスマッチングが生じてし

まう可能性がある。そのことが原因となり，

結果的に情報発信者である企業へのステーク

ホルダからの信頼（顧客，従業員満足度等）

が低下し，企業イメージの悪化や企業存続の

危険につながる恐れが懸念される。

特に，中小企業の場合，ヒト・モノ・カネ 
という三種の経営資源の慢性的な不足という

問題も合わせて抱えている事例が多く，上記

のような情報発信に関する諸問題を解決する

余力を持たない中小企業が多いのが現状であ

る。ただ，そのような中小企業においても，

経営資源として有用な情報を保有している

ケースが推測され，多くの中小企業では，こ

の貴重な経営資源である情報を活用できてい

ないと考える。

３．研究の目的

前節で述べたように，情報受信者であるス

テークホルダにとって満足の得られる情報量

と情報品質を確保できないという問題を解決

すべく，新たなアプローチが必要であると考

える。そこで，本研究では，九州地域をはじ

めとする国内の中小企業を対象とした情報発

信戦略およびその活動を支援するシステムを

提案する。

今回の提案における主な方針としては，情

報通信技術を活用した積極的な情報発信活動

の新しい概念である「コンシェルジュ型情報

発信」４）が企業の情報発信戦略に有効である

と考え，さらに情報品質保証を支援するシス

テム（枠組み）である「情報エスクロー」５）６）

を採用し，情報流通および情報発信に関する
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中小企業の抱える問題の解決策を提示するも

のである。

４．コンシェルジュ型情報発信

コンシェルジュ（コンシェルジェとも呼ば

れる）とは，一般的にホテルにおいて客の要

望に応じて観光の手配や案内などを行うス

タッフを指す用語として知られている。転じ

て，特定の分野や地域情報などを紹介・案内

する人をも指す用語として用いられる。コン

シェルジュは，ホテルにおける情報発信の専

門家としての役割を担っており，その考え方

およびその活動（取り組み）は企業の情報発

信に生かすべきと考える。

コンシェルジュ型情報発信とは，情報受信

者の要望に応えるために，情報発信者の利益

だけでなく，一時的には情報発信者に不利益

となる情報も提供することを含め，情報受信

者の利益・満足度を考慮（優先）し，情報発

信者としての責任のもと，積極的に情報受信

者に有用な情報を提供するという考え方に基

づいた情報発信活動を意味する。

競争相手の企業と同様のあるいは類似した

製品やサービスを提供する中で，激しい競争

にさらされている企業にとって，コンシェル

ジュ型情報発信を実践することが，情報受信

者であるステークホルダへ継続的に付加価値

を提供することに有効であると考える。ま

た，図３に示すように，この種の情報発信を

基盤として従来の企業活動に加えCSRをは

じめとする新たな企業活動を展開することに

より，広告をはじめとする情報発信の費用対

効果の向上や，企業に対する信頼性・ロイヤ

ルティ・ブランド力の向上による企業イメー

ジの好転，コンプライアンスをはじめとする

CSRの他の側面に対する好影響等，多様な

面における相乗効果も得られることが期待さ

れる。

ここで，企業におけるコンシェルジュ型情

報発信の基本要件７）を以下に示す。

・情報通信技術を中心とした複数の情報伝達

手段の強化・連携

－ステークホルダによる情報伝達手段の利

用状況を把握した上で，複数の情報伝達

手段を組み合わせ，相乗効果を狙った情

報発信を実践

－多種の情報伝達手段を使って迅速な情報

発信を実現するための情報発信支援シス

テムの整備

－経営資源を企業内の情報化，特に情報シ

ステムの整備に利用する場合に，明確な

目的を持たせて経営資源の効率的利用を

促進

・適切な発信情報の伝播を目的とした新たな

専門部署の設置（or 既存の専門部署の機

能強化）と他部署との連携強化

－専門部署による情報発信戦略の立案

－企業全体における情報発信機能の統合化

－経営陣および情報戦略統括担当（CIO）

との強力な連携

－情報コンテンツの充実，付加価値情報の

創造に注力

－情報発信に関するステークホルダとの新

たな協力関係の構築

－取引先とのコミュニケーションや商品・

サービスのPRそしてIR等，企業内で目

的別に設置された各種部署に存在する経

営資源を集中・統合し，効率的利用を促

図３　コンシェルジュ型情報発信と企業活動

従来からの
企業活動

コンシェルジュ型情報発信コンシェルジュ型情報発信

CSRをはじめとする
新たな企業活動

従来からの
企業活動

コンシェルジュ型情報発信
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進

・情報発信および情報通信技術に関する専門

知識を持つ人材の確保および育成

－外部委託でなく自社独自に人材を確保

－情報セキュリティ対策を含む企業内情報

の厳重な管理体制の整備および社内教育

の実施

－発信する情報だけでなく，企業で取り扱

うすべての情報を自社だけで適切に管理

するために，人的資源の効率的利用を促

進

・情報発信活動に関する外部評価組織の設置

－ステークホルダおよび第三者を含んだ人

員構成

－経営陣との独立性を保持

－定期的な評価，および緊急事態発生時の

迅速な助言・警告

－情報発信活動の自社だけでは “コンシェ

ルジュ型情報発信” のコンテンツ面での

適切な評価は容易でないため，外部・第

三者からのより客観的な評価を獲得 
これらの基本要件をより多く満たすことに

より，コンシェルジュ型情報発信を実践でき

ると考える。

５．情報品質と情報品質保証

前節で紹介したコンシェルジュ型情報発信

においてポイントとなるのは，発信する情報

の品質の向上と情報通信技術の活用である。

ここで，情報品質と情報品質保証について説

明する。

米MITのWang８）や北大の関口９）らの

研 究 に よ れ ば， 情 報 品 質（Information 

Quality; IQ）とは，情報の利用目的に対す

る適合性（fitness for use）の高さを意味す

るものと定義している。情報品質には，デー

タの客観的特性（データ品質，データ特性）

に加え主観的特性も含むため，情報受信者側

の情報利用の文脈（実際文脈）に依存すると

いう特徴を持つ。この情報品質を保証するた

めに，情報発信者は自らが想定した情報利用

の文脈（想定文脈）に沿って利用目的に対す

る適合性向上を図ることとなる。そこでは，

この想定文脈と利用（実際）文脈との差異（ミ

スマッチング）を如何に埋めるかが重要な鍵

を握ることとなる。

情報品質を保証する際の基本事項として，

“真性” の保証および内容の保証が挙げられ

る。ここで，“真性” の保証とは，２つの意

味を含む “真性” を保証することを意味する。

１つ目の意味は，真偽の意味における真性

（以下，“真実性” と記す）を保証することで

ある。情報利用者に対する心理的な好影響を

与えるため等のやむを得ない “偽り” の情報

は，一部の事例においてその有用性が認めら

れるところだが，これは稀な事例と考えてよ

いであろう。２つ目の意味は，情報管理およ

び情報伝達における情報の不変性（以下，“真

正性” と記す）を保証することである。情報

が１ビットたりとも変化してはならないとい

う，狭義としての表現の不変性ととらえるこ

とも，またその情報が持つ意味が変化しては

ならないという，広義としての意味の不変性

ととらえることもできるだろう。いずれの立

場を取ったとしても，情報品質を保証する前

提として，偽りの情報に価値を見出すことは

できない。

一方，内容の保証とは，その情報内容につ

いて，情報利用者の利用目的に対する利用適

合性（fitness for use）が，設定されるレベ

ル以上であることを保証することである。こ

の設定されるレベルが，想定文脈への適合

性，基準への適合性，潜在的利用への適合性，

実際文脈への適合性，ブランド戦略への適合

性，戦略的利用への適合性等の適合対象の違

いによって異なるため，一概に普遍的なレベ

ルを設定することは困難である。ただ，情報

提供者および情報利用者等の関係者が，相互

に調整し決定されるものとなる。以上述べた 
“真性” の保証を基盤とし，その上で内容の

保証を実現することが，情報品質保証の意味
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するところである。

６．情報の真実性と真正性の保証

真偽の意味における真性（真実性）を保証

するために，直接的に情報そのものに対して

この種の保証を行うことは，その保証をする

ために必要な情報・知識を用意し，それらを

活用しながらその根拠を明らかにする必要が

ある。この種の保証のためには，裁判や探偵

業での活動等でも明らかなように，多量の人

的，金銭的，時間的なコストを費やす必要が

一般的にある。また，これら各種コストを費

やしたとしても，決定的な証拠を獲得できる

かどうかは必ずしも保証はなく，より厳密さ

を追求した場合，この種の保証は事実上困難

な場合も多く見受けられる。

そこで，現実的には “真性” の保証におい

て “真正性” を保証することとなるが，その

保証の手段として，直接的に情報そのものに

対してこの種の保証を行うのではなく，情報

発信者に対する認証制度を整備することで，

間接的に情報の “真性” を保証することとな

る。以下，この情報発信者に対する認証制度

の具体的事例を紹介する。

まず，“真正性” の保証が最も重視される

情報の１つとして挙げられるのが個人情報で

ある。2003（平成15）年５月30日に民間の

事業者を対象として制定・公布（平成15年法

律第57号）され，2005（平成17）年４月に

全面施行されたのが，「個人情報の保護に関

する法律」（通称 個人情報保護法）である。

この個人情報保護法は，個人情報の有用性に

配慮しながら，個人の権利利益を保護するこ

とを目的として，民間事業者の皆様が，個人

情報を取り扱う上でのルールを定めている。

この法律の第２条１項において，個人情報

は，

「生存する個人の情報であって，特定の個

人を識別できる情報（氏名，生年月日等）

を指す。これには，他の情報と容易に照合

することができることによって特定の個人

を識別することができる情報（学生名簿等

と照合することで個人を特定できるような

学籍番号等）も含まれる。」

と定義されている。また，第19条においては，

「個人情報取扱事業者は，利用目的の達成

に必要な範囲内において，個人データを正

確かつ最新の内容に保つよう努めなければ

ならない。」

という，データ内容の正確性の確保について

の記述がある。

この法律の成立以前から，個人情報につい

てその “真性” の保証を確保するための取り

組みとして，情報発信者の認証制度の１つで

ある「プライバシーマーク制度」が存在して

いる。

この制度は，日本工業規格 JIS Q 15001個
人情報保護マネジメントシステム―要求事項 
に適合して，個人情報について適切な保護措

置を講ずる体制を整備している事業者等を認

定し，その旨を示すプライバシーマークを付

与して，事業活動に関してプライバシーマー

クの使用を認める制度である。個人情報保護

法が全面施行される以前から，個人情報の保

護に関して国の行政機関においては，「行政

機関が保有する電子計算機処理に係る個人情

報の保護に関する法律」（昭和63年12月法律

第95号）が制定され，民間部門においても，

早期に実施が可能であり実効性のある個人情

報の保護のための方策の実施が求められてき

図４　プライバシーマークの例
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ており，財団法人日本情報処理開発協会が，

通商産業省（現 経済産業省）の指導を受け，

プライバシーマーク制度を創設して平成10
年４月１日より運用を開始したものである。

プライバシーマーク制度は，情報発信者の

個人情報の “真正性” とその安全な取り扱い

において，第三者機関によって情報発信者が

認証され，消費者の目に見えるプライバシー

マークで示すことにより，個人情報の保護に

関する消費者の意識の向上を図っている。ま

た，適切な個人情報の取扱いを推進すること

によって，消費者の個人情報の保護意識の高

まりにこたえ，社会的な信用を得るためのイ

ンセンティブを事業者に与える目的がある。

プライバシーマークと同様に，個人情報の

保護を目的としオンライン上での保護を対象

とした情報発信者の認証制度の１つとして，

TRUSTeシールプログラムがある。

　このプログラムは，第三者審査機関が審

査・認証を行うことにより，個人情報を扱う

ウェブサイトが利用者に対する 信用度・信

頼度を向上するために，1997年アメリカに

て誕生した個人情報保護第三者認証シール

プログラムである。第三者審査機関である

TRUSTeは，インターネット上のウェブサ

イトユーザとの信頼関係を築くこと，またそ

れを実現することによってインターネット業

界の更なる発展を目的とする独立した非営利

団体である。米国本部と日本のTRUSTe認

証機構の２拠点で，世界26カ国，約2,300企
業，認証ブランド数約9,000ウェブサイトを

調査してプログラムを運営するウェブサイト

を監視している。

このプログラムの主な特徴として，認証取

得してからの維持管理に重点が置かれ，３ヶ

月ごとのサイトレビュー（認証期間中，継続

的にウェブサイトを調査）や，Watchdogプ

ログラム（第三者苦情対応プログラムであ

り，ライセンシー企業からの回答に納得い

かない場合に，TRUSTeが苦情を受け付け

る），迷惑メール検知プログラム（シーディ

ングと呼ばれる，ウェブサイトユーザとして

登録を行い調査）等がある。

個人情報を対象とした “真正性” 保証のた

めの制度や取り組み以外にも，情報の “真

性” の保証を重視した取り組みとして，食品

トレーサビリティシステム（流通経路情報把

握システム）が挙げられる。食品トレーサビ

リティ（traceability）とは，食品の移動を

把握できることを意味する。消費者の健康と

保護，食品の公正な貿易の確保等を目的とし

て，1962年にFAO（国連食糧農業機関）及

びWHO（世界保健機関）により設置された

国際的な政府間機関で，国際食品規格（コー

デックス）の作成等を行っているコーデック

ス委員会では，トレーサビリティを，

「生産，加工及び流通の特定の一つ又は複

数の段階を通じて，食品の移動を把握でき

ること」

と定義している。

この食品トレーサビリティシステムを利用

することで，食品の流通経路情報（食品の流

通した経路及び所在等を記録した情報）を活

用して食品の追跡と遡及を可能としており，

現在も牛肉を中心に多くの小売店やレストラ

ン等でこのシステムを利用した情報提供がな

されている。牛肉以外のその他の食品につい

ても，対象食品の安全性や品質に対する消費

者の要求に対して情報提供され，事故発生時

の原因究明や食品回収，品質管理の向上や効

率化，消費者に伝える各種情報の充実等に資

することが期待されている。

この他の事例としては，日本郵政グループ

（郵便局会社，郵便事業会社）による内容証

明（いつ（日付）誰から誰あてに，どのよう

な内容の文書が差し出されたかを差出人が作

図５　TRUSTeシール
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成した謄本によって証明），書留（引き受け

から配達までの郵便物等の送達過程を記録），

配達証明（一般書留とした郵便物や荷物を配

達した事実を証明）等の各種サービスの組み

合わせが挙げられる。これらのサービス事例

は，郵便物という情報について，内容証明に

よる情報発信者の認証や，書留および配達証

明による情報伝達における情報の不変性を保

証するものと捉えることができる。また，日

本国内では公証人法に基づき，ある事実の存

在，もしくは契約等の法律行為の適法性等に

ついて，公権力を根拠に証明・認証する公証

制度のように，一部の特定の情報を対象とし

情報発信者を認証することでその情報の “真

正” を保証する制度や取り組みが実現されて

いる。

また，情報の “真正性” を確保する目的を

含んだ法律の例として，e-文書法や電子帳簿

保存法が挙げられる。

e-文書法とは，「民間事業者等が行う書面

の保存等における情報通信の技術の利用に関

する法律」（通則法）と「民間事業者等が行

う書面の保存等における情報通信の技術の利

用に関する法律の施行に伴う関係法律の整備

等に関する法律」（整備法）の通称である。

2005年４月に施行され，電子帳簿保護法では

認められなかった紙文書の電子保存を可能と

している。企業が電子文書を活用するために

最後に残っていた法的規制を緩め，さらなる

IT化を実現するものとして注目されている。

電子帳簿保存法は，1998年７月より施行

され，2005年４月にe-文書法の施工に伴い

改正されている。正式名称は「電子計算機を

使用して作成する国税関係帳簿書類の保存方

法等の特例に関する法律（平成10年法律第

25号）」である。国税関係の帳簿書類につい

て，税務署長等から承認を受けた場合に，磁

気テープや光ディスクなどへ電子データとし

て保存することを認めている。ただし，真実

性の確保や可視性の確保など一定の保存要件

を満たす必要がある。スキャナ保存におい

ては，真実性を確保するための主な要件とし

て，以下のようなことが定められている。

・速やかに又は業務サイクル後速やかに（業

務サイクルを定めた事務処理規程及び電子

帳簿保存法の承認を受けた帳簿が必要）入

力すること

・電子署名，タイムスタンプ，バージョン管

理が必要

・紙に記載されている小さな文字及び色を再

現することができる200dpi以上の解像度及

びカラー画像によるスキャニング

デジタル情報の “真正性” の保証について

は，財団法人デジタルコンテンツ協会が報告

書「デジタルコンテンツの真正性認証に関す

る調査研究」において，著作権登録制度・電

子公証制度，フリー流通コンテンツ認証と

いう，３つの具体的な真正性認証アプリケー

ションを提案し，さらにコンテンツの登録シ

ステムとして，原本保証モデル・証書発行モ

デル・自己登録モデルという，３つのモデル

を提案している。

“真正性” の保証に関連して，前述のよう

な制度や取り組みとともに，情報管理に使用

される情報システム（データベース管理シス

テム）およびデータ回線の品質を確保する情

報技術がある。ただ，これらの技術も完全な

保証をしているものではなく，その保証のレ

ベルを高める技術であり，複数のこの種の技

術を組み合わせて使用することで，その保証

レベルを高めようとしている。以下，情報管

理および情報伝達における情報の不変性を確

保するための基盤技術の具体的事例を紹介す

る。

RAID（Redundant Arrays of Inexpensive 

Disks）は，複数台の安価なハードディスク

を組み合わせて，冗長化された１台のハード

ディスクとして管理する技術である。RAID
技術を使用することにより，データを分散し

て記録しディスク故障によるデータ損失を防

ぎ，処理性能を向上する高速化や安全性の向

上を図ることができる。実現方法として，専
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用のハードウェアを使う方法とソフトウェア

で実現する方法がある。高速性や安全性のレ

ベルにより，RAID0からRAID6までの複数

レベルが存在する。それらの特徴を以下にま

とめる。

・RAID0：データをブロック単位に分割し，

複数のディスクにわたって分散してデータ

を記録する。「ストライピング」とも呼ば

れる。

・RAID1：データを２台のディスクに同時

に書き込む。「ミラーリング」とも呼ばれ

る。

・RAID1+0：RAID 0とRAID 1の 組 み 合

わせ。RAID１によるデータ二重化と，

RAID 0の高速化を合わせて実現する。

・RAID3：データはブロック単位やビット

またはバイト単位に分割され，データ専用

の複数のディスクへ同時に書き込まれる。

誤り検出用のデータであるパリティは分割

されたデータから生成され，パリティ専用

のディスクに書き込まれる。

・RAID4：RAID 0 のストライピングに，パ

リティ専用ディスクを追加してデータを再

生成する機能を持たせたもの。

・RAID5：データの分割方法やパリティの

作成方法はRAID4と同じですが，パリティ

データをすべてのディスクに分散して配置

する所が異なるため，RAID4におけるパ

リティディスクへのI/O集中を回避できる。

・RAID6：２種のパリティを異なるディス

クに配置すること（ダブルパリティ）によ

り，同一RAIDグループ内の２台のディス

ク故障までを救済できるようにしたもの。

SSLサーバ証明書（シール）は，ウェブ

サイトを対象として発行されるものであり，

証明書が掲載されているサイトが実際に存

在しており，SSLにより暗号化されている

ことを検証できる。代表例として，ベリサ

インセキュアドシールが挙げられる。ここ

で，SSL（Secure Socket Layer）とは，

Netscape Communications社が開発したイ

ンターネット上で情報を暗号化して送受信す

るためのプロトコルである。このSSLを用

いてWWWやFTPなどのデータを暗号化し，

プライバシーに関わる情報やクレジットカー

ド番号，企業秘密などを安全に送受信するこ

とができる。また，公開鍵暗号や秘密鍵暗号，

デジタル証明書，ハッシュ関数などのセキュ

リティ技術を組み合わせ，データの盗聴や改

ざん，なりすましを防ぐこともできる。

QoS（Quality of Service）は，ネットワー

ク上で，ある特定の通信のための帯域を予約

し，一定の通信速度を保証する技術である。

QoSは，通信の品質を保証することにより，

情報伝達の不変性を確保するための技術と捉

えることができ，音声や動画のリアルタイム

配信（ラジオ・テレビ型のサービス)やテレ

ビ電話など，通信の遅延や停止が許されない

サービスにとって重要な技術である。次世

代ネットワーク（NGN；Next Generation 

Network）において，インターネットサー

ビス用IPネットワークと電話サービス用の

電話網を，IP技術を用いてQoSやセキュリ

ティを向上させたIP通信網として統合する

ことが計画されている。

SLA（Service Level Agreement）は，通

信サービスの事業者が，利用者にサービスの

品質を保証する制度の１つである。回線の最

低通信速度やネットワーク内の平均遅延時

間，利用不能時間の上限など，サービス品質

の保証項目や，それらを実現できなかった場

合の利用料金の減額に関する規定などをサー

ビス契約に含めることが特徴である。もとも

とは通信事業者がネットワークサービスの通

図６　SSLサーバ証明書（シール）
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信品質（QoS）を保証するために行った契

約形態として広まったものである。

データセンター（Data Center）／インター

ネットデータセンター(Internet DC)は，顧

客のサーバを預かり，インターネットへの接

続回線や保守・運用サービスなどを提供する

施設を意味する。耐震性に優れたビルに高速

な通信回線を引き込み，自家発電設備や高

度な空調設備を用意し，IDカードによる入

退室管理やカメラによる24時間監視などで

セキュリティを確保しつつ情報を管理する。

DCおよびIDCでは，前述の技術をはじめ各

種情報管理および情報伝達における情報の

“真正性” を保証するための基盤技術を組み

合わせた包括的な取り組みとも捉えることが

できる。

上記のような各種情報通信技術を用いるこ

とで，情報の種類に関わらず情報管理および

情報伝達における情報の “真正性” を保証す

る取り組みがなされている。

その一方で，前述のように特定の情報の

“真正性” を保証するための制度や取り組み

は存在するものの，流通している情報全般を

対象とした制度や取り組みはほぼ皆無の状況

であり，インターネットをはじめとする情報

流通のための各種メディアの普及・進展に伴

い情報爆発の時代を迎えているにも関わら

ず，真偽の不明な玉石混交の情報が混在した

ままで，情報の “真正性” を的確に判断する

ことは困難な現状である。

また，情報発信者を認証することで情報の

“真正性” の保証が実現されている現状にお

いて，この種の保証の方法に限界があると考

える。例えば，プライバシーマーク制度のよ

うに，情報発信者がいったん認証を受けたと

しても，認証後の情報発信者による情報管理

や情報セキュリティ等への取り組みが不十分

であれば，認証された情報発信者の発信する

情報の “真正性” が確保されない可能性を秘

めている。

さらに，風評流布が示すように，いわゆ

る “伝え広まる” の情報は，途中でその情報

が歪曲されその情報の品質が低下したとして

も，発信者によってその品質を元に戻すこと

は困難である。ただ，この品質の低下した情

報は，あたかも発信者が設定した品質を維持

しているかのごとく誤解されることが多く，

発信者の信頼性やイメージを低下させる要因

となっている。

これらの発信情報の品質低下の問題につい

ては，発信者側だけの問題にとどまらず，情

報受信者の活動に影響を与える問題でもあ

る。この情報品質の低下の問題に対しては，

当事者である情報発信者や情報受信者の情報

倫理や情報リテラシーの能力についての長期

的かつ継続的な教育的取り組みが必要である

一方で，インターネットの爆発的な普及によ

る当事者数の増大やモラルハザードの顕著化

などにより，即効性のある解決策を見出すこ

とは容易ではない。

７．情報の内容の保証

情報品質の保証は，前節で紹介した “真性”

の保証を基盤とし，その上で内容の保証を実

現することを意味する。現状では，この “内

容の保証” を具現化した取り組みについて，

企業内の情報の品質を高める取り組みを継続

的に行われている。例えば，CRM（Customer 

Relationship Management）システムや，

在庫管理・人事・会計システム等を含む企業

の ERP（Enterprise Resource Planning）

のための基幹システムに格納されているすべ

ての情報は，主たる経営資源としていまや欠

くことのできないものであり，かつこの情報

の品質が保証されていなければ，その企業の

存在価値を失い存続すら危うくなるであろ

う。

企業内情報の品質保証においては，多くの

場合その企業自体での保証が前提となってい

る。企業内情報というある一定の機密が保た

れるべきものであると同時に，企業活動を左
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右するものであるため高い品質が必要であ

り，経営者や従業員等が追加・更新・削除を

繰り返しながら，その企業内情報の品質を高

めている。この品質を保証するための活動に

は，関係者の情報倫理や企業に対する忠誠心

（ロイヤリティ）や活動意欲等に依存する場

合が多く，常に万全なものとは言いきれない

側面がある。

また，企業内情報にはパートナー企業と共

有しているものも現在では数多く存在する。

例えば，SCM（Supply Chain Management）

のように，取引先との間の受発注，資材の調

達から在庫管理，製品の配送までを総合的に

管理するような事例では，その共有する情報

の品質について，一企業内にとどまらずパー

トナー企業を含めて共同で維持管理すること

となる。この複数企業が共同で情報品質を保

証する活動は，一企業でのそれに比べてさら

なる困難さと潜在的な不安定さを抱えるもの

である。

企業内情報の品質を保証するための新た

な取り組みとの１つとして，企業内SNS
（Social Networking Service）を利用した

情報共有による情報の品質保証の取り組み

も挙げられる。例えば，大塚製薬（株）が

ナレッジマネジメント・ソリューション

REALCOM Knowledge Market Enterprise 

Suiteを導入し，従来グループウェアでは困

難であった組織を越えた従業員間の情報共有

を実現している。この情報共有により，従来

暗黙知として個人あるいは部門内で伝承され

てきた知識を幅広く社内で共有し，情報の品

質向上に役立っていると考えられる。

このように企業内の情報についてその内容

の確保・維持を継続的に行っている一方で，

企業外へ情報を提供する際のその発信情報の

品質保証の取り組みは，企業内情報と比べれ

ばまだ十分なものとは言えない。

企業からの情報発信活動として代表的なも

のに，広告（Advertising）や広報（Public 

Relations）がある。広告は，一定の料金を

払って新聞や雑誌の紙面，テレビやラジオの

時間を買い取ってスポンサーが自ら主張した

いことを自由に表現し，読者や視聴者に訴求

する活動である。そのため，情報の内容が主

観的であったりイメージ中心ものであったり

することが一般的である。一方，広報では，

ニュース性のある企業情報や，広く消費者や

一般大衆に知らせる価値のある情報を，マス

コミに提供し，マスコミの判断において報道

してもらうこととなる。よって，広報により

発信される情報は，広告に比べて，より客観

的で信憑性も高いとされている。ただ，広

告・広報ともに，その情報の品質は発信者で

ある企業に大きく依存するものであり，民間

の広告自主規制機関である社団法人日本広告

審査機構（通称JARO；Japan Advertising 

Review Organization，Inc.）による審査活

動は，発信情報の品質を高める１つの取り組

み事例であるととらえることができる。

８．情報エスクローサービス

ここで，コンシェルジュ型情報発信を基盤

とし，企業外へ発信される情報の品質保証を

試みる研究レベルでの取り組みとして，第

三者保証制度の導入を試みた「情報エスク

ロー」と呼ばれる，第三者を通じて実現す

る情報品質保証の研究がある５）。次節におい

て，この研究の概要を含め，第三者による情

報品質の保証についての取り組みについて紹

介する。

経済産業省による定義によれば，エスク

ロー（escrow）と呼ばれるサービスとは，

商取引の際に，売り手と買い手の間に信頼の

置ける中立な第三者を仲介させ，金銭または

物品の取引をすること，またはそのサービ

スを意味する（図７参照）。このエスクロー

サービスでは，当事者間の取引が正常に完結

するように，一定の条件が整うまで取り決め

事（商品の納入や代金の支払い）の効力の発

効を “預かる” こととなる。このような取引
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によって，一般的に取引が安全であることの

証明として利用され，代引き等の他の決済方

法と比べてその取引に関するリスクが低いと

される。主な事例として，ネットオークショ

ンでの金銭・商品の授受や不動産取引仲介契

約の支援等で利用されている。

このエスクローサービスを利用すれば取引

がより安全になることを活用し，さらに取引

の対象である情報の品質を保証する仕組みを

取り入れた，新たな形の情報取引として，「情

報エスクローサービス」が提案されている。

これは取引対象が情報である場合に，情報流

通の「場」を創造し，かつその品質保証を可

能にするものである。図８に情報エスクロー

サービスの仕組みを示す。

情報エスクローサービスでは，情報発信

者，情報受信者および情報仲介者が存在

（ネットオークション等における通常のエス

クローサービスでは，それぞれ出品者，落札

者，エスクローサービス事業者に相当）し，

情報発信者と情報受信者との間で情報仲介者

が仲介する形をとりつつ情報の取引を行う。 
まず，取引の対象となる情報を欲する情報

受信者は，情報仲介者に対し，その情報の具

体的内容を含む情報の品質レベルを指定し要

求を投げる。要求を受けた情報仲介者は，そ

の情報受信者からの要求に対して一定水準を

満たす情報を提供できる情報発信者を見つけ

出す作業に取り掛かる。この際，情報受信者

からの要求である情報の品質レベルが一定水

準に満たす情報を提供できるかどうか，情報

仲介者と情報発信者との間での調整が必要と

なる。情報受信者からの要求である情報の品

質レベルが一定水準に満たす情報を提供でき

る情報発信者を選定した情報仲介者は，その

取引対象である情報について自らの責任（瑕

疵担保責任）の下に情報受信者に提供する。

一般に，情報取引では物品以上にその品質

の見極めが困難であるため，情報受信者の知

識や経験等に加え，取引対象である情報の品

質評価が適切にできる第三者的立場の情報仲

介者あるいは別の第三者機関のサポートが必

要である。情報エスクローサービスにおいて

は，情報仲介者は取引の安全性および情報品

質が一定水準を満たしていることを保証す

る。情報仲介者により情報受信者が欲する情

報であるかを判断しその情報の品質を保証す

ることで，より情報受信者の要求にマッチし

た情報を提供することができ，情報発信者に

対しても情報提供への対価を提供することが

図７　売手，買手のリスクを回避するエスクロー決済

（出所：情報通信研究機構 情報通信ベンチャー支援センター）
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できる。そのため，情報エスクローサービス

においては，取引対象である情報の品質確保

の確実性を担保することの難しさから，必然

的に情報製造工程を含む。したがって，個別

受注型の製造業に類似した取引形態となる。 
情報エスクローサービスが，通常のエスク

ローサービスと異なる点は，取引対象である

情報の品質について，情報発信者が設定する

想定文脈と情報受信者が設定する利用（実

際）文脈との差異を埋めるための調整を行

い，情報品質の向上を狙うという点である。

通常のエスクローにおいて，仲介者であるエ

スクローサービス事業者は，物品と金銭の受

け渡しの確実な受け渡しの役割のみを担い，

取引対象の物品の真贋や品質を判断すること

はないため，落札者自身がその判断を行わざ

るを得ず，その判断には落札者の知識や経験

等が大きく依存する。そのため，落札者の満

足度を高めることは容易ではない。

企業外への情報発信には，前節で触れた広

報と広告がその代表例として挙げられるが，

前述のJAROのような自主的な業界の取り

組みを除けば，発信情報の品質は，発信者自

体に委ねられているのが現状である。ただ，

いったん発信された情報の品質を発信者が維

持し続けることは現実的に困難である。一

方，一部の動きとして，対象となる情報の発

信者および受信者同士の相互協力，特に個人

レベルでの情報品質に対する取り組みが進ん

でいる事例が存在する。そこで，その主な事

例である口コミ，知恵袋サービスと呼ばれる

知識共有コミュニティサービスをはじめとす

る，情報エスクローサービスの関連事例につ

いて次節にて紹介する。

９．情報エスクローサービスの関連事
例

前節で示した情報エスクローサービスに関

連した事例として，以下の３種類の情報取引

のサービスを取り上げる。

・情報・知識共有コミュニティサービス

・情報リサーチ（アンケート／モニター）

サービス

・特許・技術移転サービス

情報・知識共有コミュニティサービスは，

個人間の情報・知識を共有のための場を提供

するサービスを指す。一般に，口コミによる

評判はマスコミでのそれよりも信憑性が高い

と認識されている。これは一般人にはマスコ

ミのような利害関係が生じにくいことに起因

するためと考えられる。一方で，逆にマスコ

ミのように情報の正確性が問われないため，

図８　情報エスクローサービスの枠組み
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偏見などによって情報が大きく歪められるこ

ともある。この口コミの概念を拡張しSNS
の概念を表現するものとして，消費者形成

型 メ デ ィ アCGM（Consumer Generated 

Media）がある。CGMは，インターネット

などを活用して消費者が内容を生成していく

メディアであり，個人の発信情報をデータ

ベース化するWebサイトを指すものである。

また，CGMは，消費者自身が生み出す情報

について，その情報の発信者の主体性がより

強調されるという特徴を持つ。

口コミの情報・知識を不特定多数の人々が

共有することを狙いとする知識共有コミュ

ニティサービスの多くでは，通常，情報発

信・仲介業務への金銭的対価なしでの情報の

取引が行われている。代表的事例として，価

格.comやYahoo!知恵袋，OKwaveのよう

なネット上での各種サービスが挙げられる。

価格.com　http://kakaku.com/（図 ９ 参

照）は，株式会社カカクコムにより運営され

ており，「商品購入にいたるあらゆる情報を

― “ユーザーの視点に立ち，ユーザーの声に

耳を傾ける”」をキーワードに，「価格比較」

「商品情報」「クチコミ情報」を中心に，消費

者本位・ユーザー本位の視点から，様々な

サービスを提供している。特に「クチコミ情

報」では，各商品・型番ごとに設けられた「ク

チコミ掲示板」において，商品利用者の感想

やレビュー，購入を予定している人からの質

問，それに対する回答など，ユーザー同士が

様々な情報を交換している。

Yahoo!知恵袋　http://chiebukuro.yaho 

o.co.jp/ （図10参照）は，ヤフー株式会社に

より運営されるサービスの１つで，疑問に

思っていることを質問したり，知っている

事柄についての質問に回答したりすること

で，参加者お互いに知恵や知識を教えあい分

かち合えるサービスとされている。ガイドラ

インにより公序良俗に反する，著作権を侵害

する，個人情報漏えいといった内容を含む質

問・回答等の書き込みは禁止されている。

OKwave　http://okwave.jp/は，株式会

社オウケイウェイヴにより運営されている，

「質問」と「回答」のやり取りに特化した知

識共有を目的とする助け合いの場を提供する

サービスである。抱えている問題や疑問を

「質問」として投稿すると，その問題につい

て知識や経験のある人物が「回答」をして助

けてくれる。このようにして，善意の心のや

り取りを積み重ねていくことによって，利用

者の役に立つ知識資産を作ろうとする場所で

ある，と運営会社は説明している。ただ，投

稿された回答の真偽の判断については，閲覧

者の判断に任されているおり，サイト上でや

り取りされた質疑は，規約やルールに違反し

ていない限り削除しないという立場を取って

いる。

図９　価格.comトップページ

図10　YAHOO!知恵袋トップページ
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これら情報・知識共有コミュニティサービ

スの特徴として，情報発信・仲介活動に対す

る金銭的対価は一般的になく，無報酬でも利

他的な理由で質問に対して回答（情報発信）

する利用者が多数存在する事例が多い。この

種のサービスに関して，ヤフー株式会社によ

る調査10）では，無報酬でも利他的な理由で

質問に対して回答（情報発信）する利用者が

多数存在するとの結果が出ている。既知の情

報・知識をやり取りする（知らない質問者に

対してその情報・知識を伝える）ケースが多

く，利用への適合性（fitness for use）の面

での高い品質の情報が交換される一方で，発

信（回答）情報の真性や内容について，運営

企業をはじめ何によっても保証されないとい

う問題点が残されている。つまり，情報を“信

じる” かどうかについてはすべて受信者の考

え方に依存する。また，既知の情報・知識を

やり取りする（知らない質問者に対してその

情報・知識を伝える）ケースが多いことから，

この種のサービスの中で，新たに情報・知識

を創出することには不向きであると考えられ

る。

情報リサーチ（アンケート／モニター）

サービスは，企業が個人からの情報提供を呼

びかけ個人（情報発信者）回答情報を発信企

業（情報受信者）情報に対する金銭的対価を

支払うサービスを指す。リサーチ業者（情報

仲介者）は，企業と個人との間の情報を仲介

したり，リサーチ内容を企画設計・集計・分

析，あるいはカスタマイズしたりすること

で，回答の情報品質を高めている。一般的に，

情報エスクローサービスの概念との類似性高

いと判断される。

高い品質の情報提供を業とする情報リサー

チ企業では，情報発信者側と情報受信者側と

の間に第三者的立場の情報仲介者として存在

する，という第三者保証の役割を結果的に果

たしていると考えられる。この種の事例で

は，多くの場合，受信者（企業）から依頼さ

れた内容に基づき，調査対象である情報発信

者（企業・団体や個人）に関する情報を収集

し，その調査結果をもとに受信者にとって有

用な情報を創造，提供する。

前述の知識共有コミュニティサービスと大

きく異なる点として，情報受信者への提供情

報の対価として金銭の授受があり，情報リ

サーチ企業は，情報受信者が欲する情報であ

るかを判断しその情報の品質を保証すること

で，より情報受信者の要求にマッチした情報

を提供することができ，場合によっては，情

報発信者に対しても情報の対価として適切な

対価を提供することができる。つまり，取引

対象である情報の品質について，情報発信者

が設定する想定文脈と情報受信者が設定する

利用（実際）文脈との差異を埋めるための調

整を行い，情報品質の向上を狙っている。こ

のような第三者による情報品質の保証には，

新たなビジネスとしての潜在的可能性を秘め

ており，情報リサーチ企業をはじめ，情報シ

ンクタンク等の企業や研究所において，情報

品質を高める新たな取り組みが行われると推

測される。

現状で見受けられるこの種の事例として，

企業が個人からの情報提供を呼びかけ，リ

サーチサービス事業者が個人から収集した回

答情報を情報受信者である企業に対して情報

を提供し，企業がその情報に対する金銭的対

価をリサーチサービス事業者に支払うケース

がある。具体的な事例としては，株式会社マ

クロミルhttp://monitor.macromill.com/（図

11参照）のように，リサーチの内容を企画

設計・集計・分析，あるいはカスタマイズす

ることで，情報受信者である調査依頼企業へ

の調査結果の情報品質を高めるところまでを

業務としている事業者も存在する。この種の

事業者は，情報の取引の単なる仲介役ではな

く，情報の “製造業者” としての役割を果た

していると言える。

特許・技術移転サービスは，企業間での特

許・技術移転サービスについても，対象とな

る情報（知的財産）の取引において，当該
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サービス事業者がマッチングやコンサルティ

ングの業務の中でその情報の品質を高めてい

る。この種の事例では，特許・技術移転サー

ビスの事業者は，情報の取引の相手を選び出

し取引を取り持つ “仲介者” としての役割を

果たしているという意味で，前述の情報リ

サーチサービスの事業者とは一線を画すもの

である。ただし，例えば情報提供のみからコ

ンサルティングまでといったように，情報仲

介者による関与の程度差が事例により大きく

異なることがあるが，より関与の程度が強い

事例では，コンサルティング業務の重要性が

高く，情報エスクローサービスとの類似度が

高いとも言える。

10．情報エスクローサービスの運用に
おける課題

情報エスクローサービスの運用に際して

は，以下の５点について，サービス利用にお

ける契約等により個別事例ごとに定められる

ことになると考える。

・情報品質保証の主体

・情報品質保証の対象範囲

・情報品質保証の程度

・情報品質保証コストの負担主体

・対象情報の「真性」保証

情報品質保証の主体：情報品質において，い

わゆる客観的特性としてデータ品質や真性に

ついては，情報発信者が主体となり，さらに

情報仲介者が補完的立場で介入することでそ

の保証をすべきと考える。また，利用への適

合性（fitness for use）については，情報発

信者による想定文脈の設定だけでは自己満足

の危険性をはらんでいることから，情報仲介

者が主体となり，利用文脈と想定文脈との

マッチング（コーディネーション）を行うべ

きと考える。これらに加え，情報受信者によ

る利用文脈の設定が明確にされていれば，よ

り高い品質の保証が可能である。

情報品質保証の対象範囲：世の中のあらゆる

情報を対象とすることは現実的に困難であ

り，また，秘匿性・機密性の高い情報や品質

保証とのトレードオフを考慮した結果必要と

判断されない情報は，品質保証の対象から除

外して考えるべきである。具体的にどの情報

を対象とするかについて，その対象範囲の設

定は，想定文脈を設定する情報発信者あるい

は情報仲介者 によって設定されるものと考

える。

情報品質保証の程度：情報品質保証の程度に

は，その度合いによっていくつかのレベルが

想定される。

・情報発信者を認定することによる保証

・発信情報の正確性を備えた保証

・利用文脈に完全適合した保証

情報発信者自体を認定し間接的に情報品質を

保証するという，相対的に程度の低いものか

ら，情報受信者の利用文脈に完全適合すると

いう，相対的に程度の高いものが考えられ

る。具体的にこれらのレベルを設定するため

には，第三者的立場の情報仲介者あるいは想

定文脈を設定する情報受信者の判断にゆだね

るべきと考える。

情報品質保証コストの負担主体：コスト負担

については，一般論としてかそれぞれの立場

にとっての応分の負担が考えられる。その負

担の程度については，利用への適合性，品質

保証の程度にも影響されるものの，情報受信

者が品質保証の恩恵を享受することから，一

番高い負担割合となり，続いて，各種マッチ

図11　macromill.comトップページ
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ングによる利益を享受する情報仲介者，そし

て情報発信者と続くこととなるであろう。た

だし，情報エスクローサービスを新たなビジ

ネスとしてとらえた場合，必ずしもこの順序

になるとか限らないと考える。

対象情報の「真性」保証：前述のとおり，情

報の「真性」についての保証は，情報エスク

ローサービスにおいて重要な項目の１つであ

る。一般的に人々が「真性」であると判断す

る根拠として，以下のような事項が挙げられ

る。

・発信情報についての印象

－予測（期待）との類似性，確信度（“やっ

ぱり”，“わかる”）

－最新性（発信日時）

－表現の正確性（誤字脱字がない，意味不

明瞭ではない 等）

・発信源

－知名度（“聞いたことがある”）

－信頼性，専門性，好感度（受信者／第三

者評価，実績，資格の有無，“好み”）

・伝達手段の信頼性

－実績，受信者／第三者の評価

以上のような一般的な判断根拠に基づく情

報品質保証が適用可能なケースには，以下の

ようなものが想定される。

・真性確認のコストとのトレードオフを踏ま

え，真性でない場合のリスクが軽微なケー

ス

・自己責任の下での「真性」判断のもと，真

性よりも使用適合性（fitness for use）を

重視するケース

これらのケースでは，真性でない場合のリ

スク提示や責任ある情報発信が前提であるコ

ンシェルジュ型情報発信の方針遵守，受信者

に対する品質保証範囲の明示，情報仲介者あ

るいは第三者に対する対象情報の漏示を防ぐ

秘密保持の遵守義務が前提となるべきと考え

る。さらに，情報受信者に対する正当な対価

支払や情報発信者をはじめとする取引関係者

すべてを対象とする情報品質保証を義務づけ

る法的な支援制度の整備も不可欠であると考

える。

11．結論

本研究では，九州地域をはじめとする国内

の中小企業を対象とした情報発信戦略および

その活動を支援するシステムを提案した。主

な方針として，情報通信技術を活用した積極

的な情報発信活動の新しい概念であるコン

シェルジュ型情報発信が企業の情報発信戦略

に有効であると考え，さらに情報品質保証を

支援するシステム（枠組み）である情報エス

クローを採用し問題の解決策として提示し

た。

特に，情報発信・情報品質保証支援システ

ムとしての情報エスクローサービスは，経営

資源の有効活用による費用対効果の向上を目

指し，高い品質の情報を顧客と共有すること

で中小企業を支援するものと考える。また，

経営資源の相互補完（同業他社との連携ある

いは異業種交流）という展開を考えることが

できる。

実際の運用を考えるにあたり，中小企業１

社での運用はコストの面から用意ではないと

考える。そこで，地域ベースのシステム共同

運用／アウトソーシング，ウェブデータベー

ス技術を基盤とすること等，運用方法の工夫

が必要であると考える。
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小野瀬　　　拡

１　はじめに

　米国サブプライムローンを契機とした金融

不安は，世界経済に大きな影響を与えた。日

本もその例外ではなかった。特に，この国家

の一地方である九州地域においては，景況感

の悪化，倒産件数の増加といったように，東

京のような中心都市よりも状況が悪化してい

るように思われる。このように一度状況が悪

化すれば真っ先に打撃を受ける地域が九州地

域なのである。そのため停滞する状況を打開

しイノベーションを打ち出す新興企業の設

立，生存・成長，経済活動活性化の旗手とな

ることが期待されている。このことから，本

稿の目的は，九州地域のベンチャー企業を中

心にその存立の要因を明らかにすることであ

る。その具体的な内容は，ベンチャー企業の

存立を「新生」と「存続」との二つの観点か

ら説明することによって，創造性の意義を明

らかにすることである。

ベンチャー企業の新生として，企業家育成

を中心に展開する。政府，関連部署，地方自

治体，その他による創業支援が数多く行われ

ているが，イノベーションを引き起こすとい

う本来の政策の主旨からすれば，それらの支

援がただ単なる「会社組織数の増加」を意図

しているものではないことは明らかである。

イノベーションを引き起こす原動力を，「企

業の量産」ではなく「イノベーションを引き

起こす企業家の登場」に求めることが問題の

本質である。

次に，ベンチャー企業の存続として事業承

継をとりあつかう。廃業率が開業率を上回っ

ている現状から廃業率の高さがなにによるも

のなのかを見た場合，2006年の『中小企業白

書』によって明らかになったように，「後継

者不在」を理由とした廃業が多く存在するこ

とが指摘できる。存続を妨げる要因が後継者

不足ということからこれを解決する事業承継

に注目する必要がある。

　本稿は，先述の目的の達成のため，まず企

業の存立についての説明を行い，企業家育成

と事業承継の問題意識を明らかにする。次に

本稿は，その企業家育成と事業承継とをいく

つかの事例から考察し，九州のベンチャー企

業の存立の要因として創造性を提示する。さ

らに，その創造性が，九州のような「地域」

にこそ重要となる，ということについて論及

した上で，結びとする。

２　企業の存立

2.1　理論的基礎
本稿は，ベンチャー企業という事業体が独

立性を維持し，経営し続けることによってイ

ノベーションがなされる，という点に注目

する。そのため本研究は，事業が評価され

て，IPOして，その上場益をいかに確保する

か，上場できなければどのようにM&Aさせ

るか，といった投資家のベンチャー企業に対

する見地ではなく，経営者を主体としたゴー

イングコンサーンとしてのベンチャー企業に

重点を置いた見地である。

　低業績企業が退場せず産業活性化の阻

害要因になるという指摘も存在する（De 
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Tienne et al., 2008）が，現実問題として，

ベンチャー企業の望んでいない廃業は，失業

率上昇，ステークホルダーに対する被害，技

術の散逸など多くの点で産業の停滞につなが

る（小野瀬，2007）。経営者を主体とする経

営学的な見地からみれば企業が生き残ること

こそが重要なのである。この見地から，衰退

産業に属する企業を見る際に，撤退よりもま

ずはどう新規事業展開を探求し，どう組織化

するかが問題となる。そもそも企業が生き残

り続ければ，会社の売却や整理はいつどのよ

うな場合でも選択肢として存在するが，逆に

望まれない廃業で会社が消滅すれば生存とい

う選択肢は一切存在しないのである。

2.2　企業の存立とはなにか
中小企業論における存立の用語の意味と

は，たとえば中小企業というカテゴリーが大

企業のカテゴリーに侵害されること無く存在

し続けること，というニュアンスで使用され

てきた。たとえば，中内（1977）は新生条件

と存続条件といった二つの条件を存立の条件

として提示している。すなわち，ただ中小企

業が生き残ることに注目していただけでは自

然消滅によって中小企業の層が薄くなるため

に新生も同様に重要である，とするものが存

立の意味である。

この点からいえば，本稿に先立つ小野瀬

（2007）の問題意識とは，「ベンチャー企業

はどのようにして生き残るのか」という存続

に重点を置いたものであった。現在携帯電話

の小型化を可能にした理由の一つとしてリチ

ウムイオン電池のケースの小型化をあげるこ

とができる。唐津（1999）によれば，この

ケースの生産には特殊な技術が必要であった

が，東京の岡野工業という小さな会社がこれ

を可能にした。同社はオイルライター製造の

技術を持っており，需要がなくなった後も何

かにつかえるかもしれないとその金型を保管

しておいた。携帯電話時代の到来に際し，一

時は不要と思われたこの金型が役に立ち，リ

チウムイオン電池ケースの小型化を可能に

し，携帯電話の小型化，機能充実に貢献した。

M&A社会をいち早く確立した米国では，不

要と思われる技術は会社が売却されれば合理

化の名目のもと整理されてしまうケースが一

般的である。もし本事例におけるオイルライ

ター需要がなくなった条件がアメリカ社会で

起こったものだとすれば，M&A後に金型は

処分されたはずである。

このようなことから，筆者はベンチャー企

業は「とにかく生き残ればよい」という見

地１）から企業家の革新的事業への志向性を

示す「企業家の意思」という独自の尺度を用

いて，質問紙法に基づく調査および聞き取り

による調査との両面から調査した。この調査

では企業家の革新的事業への志向性を示す

「企業家の意思」という独自の尺度を用いて，

質問紙法に基づく調査および聞き取りによる

調査との両面から調査した２）。これは一度成

功した企業家が二度目の事業展開期に失敗す

る事例が数多く見られたために，「企業家が

革新的事業に傾倒しすぎると失敗する」とい

う想定のもと展開された調査であった。この

ように，成長意欲は存続の次に重要であると

考えたのであるが，調査の結果，革新的事業

への取り組みが企業の生き残り続けるのに重

要な要因であったことが判明した３）。

本稿では，ベンチャー企業の存立として，

新生と存続というふたつの局面から説明をく

わえていくこととする。それは，より具体的

には，ベンチャー企業の新生として企業家育

成，存続として事業承継について論及するも

のである。この企業家育成と事業承継につい

て取り上げる必要性を説明していく。

2.3　企業家育成
どのようにして新たにベンチャー企業に起

こすのかを検討する際，注目されなければい

けないことは，ベンチャー企業の新生の本

質が企業家にあること，またその登場のた

めに育成が必要となることである。もとも
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とSchumpeterによって整理された企業家概

念には，それまでの均衡を打ち破り，古い慣

例に従わないといった性質が伴っている。現

代において，主にインターネットをはじめと

した情報技術を利用することにより飛躍的に

成長した企業が数多く存在する。それらの企

業の経営者は，それまでには存在しなかった

情報技術を利用することによって，インター

ネット上の市場を新たに創造した。彼らは，

均衡を破壊し，古い慣例にとらわれないとい

うSchumpeterの唱える企業家概念に合致し

たものである４）。このような企業の登場が望

まれるのに対して，イノベーションの起こる

可能性の少ない会社の設立数だけが増加する

ことは，問題の本質とは異なる。このことか

ら，「会社を設立し独立すること」よりも，

イノベーションの本質的問題である「革新的

事業を展開する企業家を育成すること」のほ

うが重要なのである。

　会社設立数よりもその本質が企業家，およ

び企業家活動が重視されることを説明した。

次に，九州の現状がどのようになっているの

かを説明する。九州経済産業局が発表した

データから，九州地域における創業意欲は全

国並みにあるものの，一方で株式公開にたど

り着くまでの比率が低いということが示唆さ

れる。表１は全国と九州地域における創業希

望者，創業準備中，創業，新規投資件数，上

場企業数をあらわしたものである。創業希望

するものの中から実際に創業した比率が全国

では12％であるのに対し，九州では13％であ

りほぼ同じである。一方で創業したうち上場

にたどり着くものが全国で８％であるのに対

し，九州では５％に留まる。

　九州地域のベンチャー企業は株式公開を至

上命題としていないか，あるいは急成長する

企業が少ないということがこの表から示唆さ

れる。IPOする企業が少ないということは，

成長する企業が少ないということにつながる

可能性を有する。たしかに，事業を拡大して

いくばかりが至上命題ではないし，無理な拡

大によって破綻することは，本稿の主旨であ

る企業存立に反するものである。しかし，十

分に革新的で急成長する企業とは，創造的

で活発な企業家活動のもと成立し，IPOして

いく企業が一定の割合で存在するものであ

ろう５）。このデータが示すような会社設立数

は多いが，企業家活動が不十分な状況はイノ

ベーションの観点からは望ましい状況とは言

えない。

2.4　事業承継
　長寿企業になるための要因とは何かを焦点

に置いた場合，企業組織が人間によって動か

されていることから，経営組織論的アプロー

チをとることができる（小野瀬，2007）。企

表１　九州の創業とIPO状況

全国 九州

①創業希望者（万人） 140.6 13.8

②創業準備中（万人） 60.8 5.5

③創業（万社／年） 16.8 1.8

④VC新規投資件数（社／2005年度） 1,781 96

⑤上場企業数（社／2006年） 141 5

③/① 0.12 0.13 

⑤/③ 0.08 0.05 

出所）経済産業省九州経済産業局地域経済部新規事業課編『九州ベンチャー読本2007』経済産

業省九州経済産業局地域経済部新規事業課、2007年、44ページを基にして筆者作成。
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業組織とそれを動かす人間とを比較すると，

継続性の面において決定的な相違点が存在す

る。それは，企業組織の寿命は存在しないが，

人間には確実に寿命があるという点である。

可能性の問題はさておき，会社組織は何百年

と存在し続けることは可能であるが，対する

人間は個人差はあるものの約80年で死が訪

れる。

一般に経営者である人物は，体力低下や病

気等により60歳代後半で経営者としての能

力を失うことになり，引退しなければならな

い。その際，企業を残すということになるな

らば後継者にその会社を託さないといけな

い。このことが，事業承継が企業存立のため

に重要な位置づけをなしている理由であり，

注目される理由となっている。

　事業承継問題のことの深刻さは2006年版

の『中小企業白書』をみれば明らかである。

白書によれば，依然として開業率より廃業率

が高いわが国では，年間約30万社が廃業して

いる。この約30万社の廃業の内訳のなかで多

くの部分を占めていたものが，後継者不在を

理由とした廃業であった。この後継者不在を

理由とした廃業は約７万社であり，廃業社全

体の1/4にほぼ相当するものであるが，これ

によって20～30万人が失業するものと推計

されている。したがって企業が生き残り続け

るためには，どういった組織構造が望ましい

か，という問題も重要であるが，近年の高齢

化社会を背景とした現状から，事業承継に注

目する必要があり，この問題に関係する要因

を明らかにする必要がある。

事業承継の種類には，主に親族内承継，親

族外承継，M&Aの三種類がある。このなか

で，最もスピーディで合理的な承継形態は

M&Aである。しかし，わが国における事業

承継の基本的形態は親族内承継である。経営

者が55歳以上である中小企業が事業承継に

関する検討内容は，96.4%の経営者が「事業

をなんらかのかたちで他者６）に引き継ぎた

い」と考えており，廃業を考えている経営者

が3.6%であった。この，他者に引き継ぎた

いと考えていると答えた経営者のうち47.0%
をしめたのが「後継者を既に決めている」で

あった。後継者をすでに決めていると答えた

経営者がどのような他者に引き継ぎたいと考

えているのかを示したのが図１「承継先の候

補」である７）。

このグラフが示すとおり，息子・娘への承

継が71.3%と極端に多い。第２位の候補であ

る「企業内の人物」すなわち親族外承継が

15.3%であるため，息子・娘への承継が圧倒

的であることが理解できる。単純に親族内承

継と親族外承継とにわけたとしても，親族

内承継が83.9%に親族外承継が16.1%であり，

親族内承継が最優先に考えられているのであ

る。このため，本稿では親族内承継を中心と

して企業存立を明らかにする。

３　ベンチャー企業の新生 
　―企業家育成―

3.1　好循環
古い慣例にとらわれないことがイノベー

ションの発端になるのならば，古い慣例と

はイノベーションを阻害する要因となり

うることが示される。この問題について，

Venkataraman （2004）は，地域における「好

循環」（virtuous circle）が企業家活動を抑

制すると指摘する。好循環とは，その地域が

長期にわたって何らかの変革もおこりそうも

ない良好で安定した状況のことをさす。

好循環は次のようなプロセスを経て形成さ

れる。ある地域で歴史的，地域的，経済的，

社会的，および政治的な競争が一定の活動パ

ターンを形成するようになる。このような状

況になると，あらゆる競争の中で，権力を持

つ人々は権力を持たない人々を排除し，それ

ら権力を持つ人々とのコネクションをもつ

人々はそのようなコネクションを持たない

人々を排除する。このように，成功者が非成

功者である大多数を排除していく慣例が，あ

る一地域で成立する。この慣例が，競争の生
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存競争の勝者である地域における行政や社会

を堅固なものにし，それら生き残った者が支

配的地位を築く。文化的・経済的活動の局面

でも同様の繰り返しがなされることによっ

て，支配的立場にある人物たちがその地域社

会にとっての規範と価値観を形成する。こう

いった規範の継続的な維持によって，好循環

が確立する。

好循環が確立すると，地域住民にとって，

官僚，政治家，もしくは賞賛される会社経営

者・リーダーといった支配的立場にある人が

ロール・モデルとなる。学生はこれらロー

ル・モデルを見習うように勧められ，このこ

とが定着する。地域のもっとも有能な人物

は，そのロール・モデルの地位につくための

パスポートと考えられている一流大学への入

学を希望するようになる。

一流大学に入学した有能な人物は，安定し

た地位に魅力を感じて，官僚や政治家になろ

うとするか，有名大企業のもとで働くことを

希望する。有能な人物は，革新的なイノベー

ションの発生を避けがちな大企業で働き続

け，どれほどよいビジネスモデルを発案して

も，ベンチャー企業を起こそうとしなくな

り，従来の慣例や価値観と対立しうるような

イノベーションに携わることを避けるように

なる。

企業家活動は従来の活動の中からは発生し

がたいものであるという点から考えれば，将

来の予測が立ち，秩序が完成することのほう

が企業家活動にとっては不利である。そのよ

うな体制の中では，革新的なイノベーショ

ン，とくに支配的立場にいる人物たちの築い

た慣例や価値観に挑戦するような独創的イノ

ベーションはあらゆる手段によって阻害され

る。

公的機関によるベンチャー企業への投資は

好循環を後押しする。「成功する確率は低い

が成功すれば破壊的イノベーションにつなが

る事業」と「成功する確率が極めて高いが独

図１　承継先の候補

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0
(%)

配
偶
者

企
業
外
の
人
材

兄
弟
姉
妹

娘
婿

そ
の
他
の
親
族

企
業
内
の
人
物

息
子
・
娘

注）データは三菱UFJリサーチ&コンサルティング

出所）中小企業庁編『中小企業白書2006年度版』ぎょうせい、2006年、171ページ。
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創性に欠ける事業」とが存在した場合，政府

の融資や補助金といった資金の行き先として

圧倒的に後者が選択される。シリコンバレー

のようなベンチャー企業への投資が盛んな地

域は別にして，結果的に投資家の行動はリス

クを避けがちになる。

　このような状態が長く続けば新事業はすべ

て陳腐なものばかりになり，地域経済の停滞

をまねくおそれがあるが，この好循環は容易

に取り除くことのできるものではない。シ

リコンバレーでさえ，ある時点で突然ベン

チャー企業の集積ができたのではなく，極め

て長い期間をかけて多くのアクターが一方で

は出現し，一方では消滅し，現在のようなベ

ンチャー発展地域となった。したがって，企

業家育成を考える際には，好循環を撤廃する

のではなく，好循環という枠組みの中で，そ

の枠組みにはまらないような創造性をどのよ

うに育成するかという点が重要になる。

3.2　福岡の事例

3.2.1　やずや
　ここでは，地域における変化を好まない好

循環の中で，企業家たちはどのように事業

を展開したのかを明らかにする。このため，

ケーススタディとして新市場をつくった福岡

を代表するベンチャー企業として，やずや，

ストーンマーケットおよび新興のヒューマン

セントリックスの事例を取り扱う８）。

やずやは「熟成やずやの香醋」の通信販売

で連結売上高385億円にまで急成長した企業

である。ダイレクトメール，テレビコマー

シャル，インターネット広告バナー等の複合

的な広告戦略で急激に売上高を急速に伸ばし

てきた。当時，消費者にとって受容しがたい

存在であった健康食品業界において，マイナ

スイメージを払拭しことについて同社の果た

した役割はきわめて大きい。この事例では，

そもそも好循環が存在していない業界に新市

場を作り出したということができる。

表２　やずや概要

社　名 株式会社やずや

設　立 1977年1月

創　業 1975年10月

資本金 2,000万円

代　表 代表取締役社長　矢頭 美世子

注）2009年４月をもって代表は矢頭徹に交代する。

出所：やずやウェブサイト

（http://www.yazuya.com/company/outline.html）
［2008年８月28日］他より作成。

やずやは中国の「香醋」とよばれる中国の

江蘇省鎮江の調味料を使用しているが，その

理由は，その地域がこの食酢の製造に適して

いたためである。やずやはこの調味料をカプ

セルにつめて大量生産する技術によって，低

コストで大量生産した。この製造戦略の一方

で，販売戦略の充実を図った。通信販売とい

う形式で売るために，広告戦略をつかい，消

費者との距離を近くすることによって急成長

を遂げることができた。やずやの成長には，

その他オペレーションシステムなど多くの要

因が組み合わさっているが，福岡というアジ

アに近いという地の利も大きく関連してい

る。

3.2.2　ストーンマーケット
ストーンマーケットは，日本では珍しかっ

た石のアクセサリーを販売し，アクセサリー

業界に革命を生んだ会社である。創業経営者

である中村氏は，渡米したときに石をアクセ

サリーとして利用する原住民の生活に触れ，

この経験から日本における石のアクセサリー

製造・販売事業を思いつく。その結果，中村

氏は1994年10月に熊本に第１号店をオープ

ンさせ，深夜営業によって顧客を獲得して

いった。

その後，あらゆるタイプの店舗による出

店，特に郊外型店舗の出店により，一気に

ストーンマーケットの企業規模は拡大した。

東京進出の際にはメインコンセプトである

ファッションとしての石のアクセサリーにこ
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だわり，郊外型店舗ではなく，青山の一等地

に出店した。これにより同社はブランドを高

め，創業から13年の2007年には売上高110億
円にいたるまで急成長した。

表３　ストーンマーケット概要

社　名 株式会社ストーンマーケット

設　立 1998年４月

創　業 1994年10月

資本金 5,000万円

代　表 代表取締役　中村　泰二郎

出所：ストーンマーケットウェブサイト

（ http://www.stone-m.com/comp/company.
html）［2008年８月28日］より作成。

中村氏はもともと福岡の経済界の人間では

なく，熊本に出店し，その後福岡に本社を移

した。その意味では純粋な地域の企業という

わけではないが，福岡に存在していた既存

の「好循環」を有した業界ではなく，独自の

ポジションを持っていたために市場と業界を

作ることができた。トップクラスの企業家と

は，その地域のみならず真の意味でイノベー

ターでなければならない。

3.2.3　ヒューマンセントリックス
　先述の二例と比較すればベンチャー企業の

部類では小規模な位置づけになるが，福岡市

の百道に株式会社ヒューマンセントリック

スというWEBコンテンツを製作する会社が

ある。主要事業であるSVP（Super Visual 

Presentation）とは，SWFファイルによっ

て，軽量でストリーミングサーバを必要とし

ない映像コンテンツである。この映像コンテ

ンツは代表取締役中村寛治氏が営業マンで

あった経験を活かし，プレゼンテーションを

いつでもどこでも見ることができるようにす

るというコンセプトのもと開発された。

SVPの開発時には，このコンテンツは映

像として不完全であるといった批判をうけ

た。この理由は，SVPが広告会社の提供す

る映像のルールを一切無視した映像の編集で

あったためであった。しかし中村氏は自らの

映像コンテンツに自信をもち続け事業展開

し，現在創業以来４年連続増収をつづけ大手

企業からの注文が殺到するようになった。

表４　ヒューマンセントリックス概要

社　名 株式会社ヒューマンセントリックス

設　立 2004年６月

創　業 2004年６月

資本金 2,500万円

代　表 代表取締役　中村寛治

出所：ヒューマンセントリックスウェブサイト

（ http://www.humancentrix.com/about/index.
html）［2008年８月28日］より作成。

　同社のビジネスモデルの本質は，制作を在

宅ワークとして行う主婦と本社と東京とを連

携させ，低価格でコンテンツを製作できる点

であり，模倣することが困難なものなのであ

る。IT企業によくみられるように，より製

作コストの低い発展途上国の開発成功によっ

て需要が流れていくことが懸念されるかもし

れない。しかし，主たる製品であるSVPと

いう映像コンテンツは，日本人の感性が重視

され，その意味で発展途上国に開発できるも

のではない，ということが最も重要な点であ

る９）。

　このような模倣されないものを手がけるこ

と，あるいは模倣されない企業努力も地域の

新興企業にとっては重要である。資源もなく

需要も低下していくであろうわが国において

模倣可能性の排除とは，自社が優位な地位を

保ち続けることのみに意味があるのではな

く，知識的資源を確保する重要な手段であ

る。

3.3　地域に求められる企業家育成
やずや，ストーンマーケット，ヒューマン

セントリックスもそれまでに無かった市場を

つくりあげた企業である。やずやは広告戦略
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によって食品業界のイメージを変え，独自の

市場を築くことに成功した。ストーンマー

ケットは日本においてそれまで存在しなかっ

た石のアクセサリーの市場をつくり，業界地

図を変えた。ヒューマンセントリックスはプ

レゼンテーション・コンテンツという市場を

つくり模倣することが極めて困難な運営体制

を作り上げた。創業経営者である矢頭宣男氏

も，中村泰二郎氏も行政が作り上げたイン

キュベート施設ではじまった地域によってつ

くられた企業家ではない。また，インキュ

ベーション施設に入居している中村寛治氏に

ついても，映像業界から猛烈な反発を受けな

がら市場を作り出した映像業界の異端児で

あった。彼らは，それまでには存在しなかっ

た事業領域を創造し，均衡を切り崩したシュ

ンペーター的な企業家である。これらの企業

は業界団体もないまったく新しい業界を築い

た企業であるため，既存の好循環に組み込ま

れなかったのである。

４　ベンチャー企業の存続―事業承継―

4.1　価値観の問題
本稿は，企業存立の存続の局面としての事

業承継の中でも親族内承継に注目していくも

のである。親族内承継に注目した際，最も重

要となる経営課題は後継者教育である（小野

瀬，2008a）。この教育には価値観の統一と

いう問題がある。価値観を後継者にしっかり

と受けつがせることが事業承継に貢献すると

する研究（Horton, 1982; Davis and Klein, 

2005）は，事業承継の前後に方針の変更，ス

テークホルダーへの影響等のマイナス面を考

慮したものであった。たしかに価値観の不統

一による混乱は避けるべきものであるが，一

方で時代に即したニーズへの対応や自社のも

つシーズを基にした新事業の展開に関する価

値観の転換も同様に重要ではないだろうかと

考えられた。

4.2　まるは油脂化学の事例
これまで説明されたことから，まるは油脂

化学に対し聞き取りによる調査を行った。ま

るは油脂化学は福岡県久留米市に工場をかま

える石鹸会社である。同社は「健康と地球環

境を考えたライフサイクルの創造」を経営理

念として，健康に対する影響を重視した石鹸

の製造と販売主力事業としている10）。

1932年に眞一氏の祖父にあたる林重右衛

門氏によって創業され，その子の九洲男氏に

受け継がれ，現在三代目の経営者として眞一

氏が代表取締役に着任している。二代目経営

者であった九洲男氏は現在会長として会社経

営に携わっている。この会社の概要と経緯と

は次の表に示すとおりである。

表５　まるは油脂化学の概要

社　名 まるは油脂化学株式会社

創　業 1932年８月

設　立 1945年８月

資本金 1,050万円

代表者 代表取締役　林　眞一

出所）各種資料より筆者作成。

まるは油脂化学でおこった1996年の承継

の背景にはおおまかに次のような背景があ

る。今回の承継はそもそも眞一氏が願ったこ

とであり，当時の経営者であった九洲男氏に

とっては，親族内承継をメインに考えてはい

たものの，眞一氏への承継は数多くある承継

方法の候補のひとつ，といった程度であっ

た。

両者の価値観の違いについて，眞一氏から

の聞き取った内容によれば，「価値観はほぼ

同一のものであるが，経営の意思決定は異な

る」ということであった。「意思決定が異な

る」ということは，ほとんどの部分が同じで

あっても，意思決定局面において異なる結果

を生じさせる異なる価値観が存在していたと

いうことになる。なお，この「意思決定が異

なる」という説明の主旨は，現代社会に傾向
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や流行といった社会変化が存在し，それにあ

わせて消費者の嗜好性が変化するため，商品

開発のポイントは時代によって異なるという

ことである。このようなお互いが異なる点が

あったために，両者が対立した局面・時期も

存在したが，現地の中小企業家同友会の仲間

が調整して事業承継が完了した。

　Horton（1982）やDavis and Klein（2005） 
議論から，事業承継における価値観が統一し

ていくことが重要なのかどうかの検証を行っ

た。そのためここでは，まるは油脂化学の事

業承継において，価値観は統一されていった

のかどうかということが議論の中心となる。

先述したように，同社において，二代目経営

者と三代目経営者との間の価値観は大部分同

じであったが，意思決定局面において異なっ

ていた。

4.3　価値観の相違
　本事例においては，たしかに九洲男氏，眞

一氏それぞれに共通の価値観は存在した。そ

れは石鹸に対する心構え，姿勢といった精神

的なものであり，この価値観があったからこ

そまるは油脂化学における事業承継が円滑に

すすんだものと推測できる。しかし，一方で

価値観が異なった点があるからこそできたこ

とも多い。

消費者の嗜好はいつの時代でも同じわけで

はなく変化し続けるものであり，企業は同じ

姿勢で商品開発をすることは新商品の陳腐化

を招くからである。新商品の開発による成功

は眞一氏の価値観がまったくもって同じでは

なく創造性を発揮したからこそドーナツ型石

鹸やWENNEXの開発が可能であった。この

ことは九洲男氏が劣っているということを意

味しない。適切な時期に適切な人材が経営し

たからこそ，まるは油脂化学は競争に勝ち続

けることが可能であったといえる。

　ここで明らかになったことは，現経営者と

次期経営者との価値観が必ずしも一致するこ

とが望ましいというわけではない点であり，

このことが重要な発見事実であった。一方

で，従業員が離反することなく，まるは油脂

化学の承継が行われたのは全社的に共通の価

値観があったからである。また，まるは油脂

化学が生き残り続けることができたのも価値

観が受け継がれたためである。

結果として，価値観の統一の重要性が明ら

かになった一方で，異なった価値観が存在し

てそれが新事業展開に貢献していたことが明

らかになった。この調査結果は事業承継に

「統一した価値観」と「異なった価値観」と

の両方が経営に貢献することを示唆する（小

野瀬，2008b）。

５　企業存立における創造性の意義

5.1　ベンチャー企業の条件としての創造性
　本稿では，企業存立についてその新生と存

続との両面からいくつかの事例をもとに考察

を加えてきた。具体的には，ベンチャー企業

の新生としては創造的な企業家育成，その存

続としては事業承継に焦点をあてることに

よってベンチャー企業の存立に重要な要因と

はなにかを明らかにしようと説明を加えてき

た。この両面から創造性の重要性が浮かび上

がる。

　創造性が存立に与える影響については小野

瀬（2007）において，企業家および従業員

の革新的事業への取り組みこそが企業の存立

（存続）に貢献することとして示されていた。

Porter（1980）でいうところのコストリー

ダーシップとは大企業向けの戦略であり，そ

の対極をなす差別化とは中小・ベンチャー向

けの戦略である。この二つの戦略をみると大

規模投資によってコストを削減するというこ

とは極めて単純なマウントの問題であるのに

対し，差別化とは「どうやって他と異なる価

値ある製品・サービスを提供するのか」とい

う極めて複雑なクオリティの問題であること

がわかる。

このことから，中小・ベンチャー企業のと
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るべき戦略は基本的に差別化戦略なのであ

る。そして差別化とは，クオリティに由来す

るものであり，そのクオリティに他の製品・

サービスとは異なる価値をつけることであ

る。価値をつける作業とはルーティンなもの

ではなく，なんらかのアイディアにもとづく

ものであり，それゆえに創造性が必要とされ

る。

　そもそもベンチャー企業の原動力とは創造

性である。1990年代のベンチャー支援制度

整備時期の最大の出来事として1999年の中

小企業基本法の改正があげられる。この改正

によって，中小企業は「保護の対象」から，

「イノベーションの源泉」と見なされるよう

になったのである。さらに遡れば，1963年の

「中堅企業論」より，このように見なす傾向

は存在していた。以上の政策や学説が示すよ

うに，ベンチャー企業の原動力とは創造性な

のである。

5.2　企業家育成における創造性
この観点から，創造性を盛り込んだ企業家

育成が今後重要視されることが予想される。

企業家育成とは，ただ単に経営に関する知識

を身につけることではない。企業家には経営

能力の面および創造性の面の両方が同様に育

成されていかなければならない。単に経営能

力だけが優秀であったとしてもイノベーショ

ン活動がおろそかになってはならないし，創

造性だけ優れていたとしても，経営活動が頓

挫し失敗してはいけない。

好循環のなかでは，事業の独自性が排除さ

れやすいため，経済を活性化させる事業がな

かなか出現しにくい。またこの好循環は消滅

しがたいものである。このように考えると，

企業家育成のあらゆる場で，従来のものにこ

だわらない創造性を盛り込む必要がある。こ

れまでの好循環を覆すというよりも，むしろ

好循環を避け，圧倒的な創造性によって新市

場を開拓できるような事業が展開され，それ

がイノベーションにつながる。ここでいう創

造性が具体的にどのようなものかについては

明らかにできないが，創造性をどのように育

むかという問題についてはゲーム産業拠点と

しての福岡という地域の取り組みがヒントと

なるだろう。

福岡市にはゲーム開発企業が集積してお

り，GFF11）という連携組織が存在する。福

岡市が東京と比較してゲーム開発に適してい

る理由は人件費，テナントの安さだけではな

く，都心部からすぐに自然や施設と接するこ

とができるという点にある。ゲーム開発の仕

事は，モニターに長時間向かい続け作業する

ものが多い。そのため，ゲーム開発者は極め

てストレスを蓄積しやすく，そのことが生産

性，創造性を妨げることにつながる。そのス

トレスを発散する場所は，山や海，レジャー

施設などである。東京では都心部の作業場か

らそれらのストレス発散の場に移動するまで

には数時間を要するが，福岡ならば都市部か

ら１時間もあれば山や海といった自然環境に

触れることができ，さまざまなレジャー施設

に行くことができる。

創造性を妨げるストレスを発散できる場所

が都心部に近く多く存在するということが福

岡の特徴であるが，このような地域の特性を

活かした事業展開が各地域で行われることが

求められる。福岡はあらゆる点で東京のミニ

チュアのようでいて，一方でそれゆえにまっ

たく異なる性質を持っている。ここでは作業

場とストレス発散場との距離がそれを特徴付

けるものであったが，各地域にも同様の要因

があるはずで，また福岡にも他の特性要因が

存在するはずである12）。地域経済活性化の観

点からみれば，これら地域の特性が活用され

ることで，企業の都市部への移転を食い止め

ることにもつながりうる。

以上のように，創造性と地域の特性との二

つが地域で飛躍的に成長するベンチャー企業

のポイントとしてみることができる。企業家

育成の観点からいえば，創業希望者に対する

教育として，一般管理，会計，創業方法と
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いった一般的な経営に関する知識だけではな

く，創造性の育成と地域の特性に関する事柄

を盛り込むことが今後重要性を増す。

5.3　事業承継における創造性
　事業承継に関する問題には，多くの要因が

複雑に関連している。多くの要因の中で，事

業承継の面でも創造性が重要な役割を果たし

ていることがまるは油脂化学の事例から説明

できる。調査結果として，事業承継に「統一

した価値観」と「異なった価値観」との両方

が経営に貢献することを示唆することは先述

されたとおりである。事業承継をめぐる価値

観の問題があった同社では，新事業の展開が

その中心問題であった。このことは，それま

での価値観とは対立する創造性があったため

に，価値観の相違の問題が生じたのである。

したがって，価値観の相違が経営に貢献する

状況とは，創造性が生じ，そのために対立が

生じている状況なのである。この場合，創造

性優先の事業承継がなされることが望まし

い。

　単一のケーススタディであり，この結論に

普遍性を持たせることはできない。しかし本

事例において，この異なった価値観が生じる

もととなった理由は，同社の新製品開発で

あった。市場のニーズに即しているがそれま

で同社が手をつけなかった事業内容だったた

め，価値観の相違が生じたのである。

　このことから，事業承継，それをめぐる価

値観の問題に関してより重要な要素とは創造

性であるといえる。逆に言えば，それまでと

は異なったことをしようとする創造性がない

ところに，個人的事情を除いて，価値観の相

違の問題が生じるわけはない。それまでとは

異なった事業を展開しようとするからこそ，

旧来の価値観と相反し，対立するのである。

Schumpeterの企業家概念がそれまでの社会

的背景との無関係さを強調したのはこうした

背景があるためであろう。したがって，価値

観の相違が経営に貢献する状況とは，創造性

が生じ，そのために対立が生じている状況な

のである。

5.4　地域における創造性
　本稿でもっとも重要な点は，地域だからこ

そ創造性が重要なのだということである。東

京のような中心的な都市と比較した場合，そ

の他の地域には「低コスト性」という特徴が

ある。このような地域においては，その低コ

スト性のみで東京から受注し事業を展開する

企業が存在する。しかし，このような需要は，

より製造コストの安い新興国においてその製

造に成功すればたちまち優位性を失うもので

ある。このことから，地域の企業こそ，常に

新事業展開の意図を持ち続ける必要がある。

その新事業とは，創造性が求められるべきも

ので，低コスト性のみで革新性の低い新製品

の提供によって新興国とのラットレースをす

るものではない。

このことからいえば，地方都市に存在する

ベンチャー企業はその地域の低コスト性を意

識した事業展開だけでは競争に打ち勝ってい

くことはできないという点を指摘できる。東

京と地方都市を比較する際には，その地域の

コストが指摘されやすい。

福岡におけるベンチャー企業が，需要のあ

る東京に営業に出向し，低コストで技術や周

辺機器・ソフトウェアをすぐ準備できる福岡

で製造するというパターンが多く見られる。

しかし，このような福岡の低コスト性に依存

する方式は，継続するのに限度がある。なぜ

なら，発注先がいつまでも継続的に特定の会

社に発注するということは無いからである。

現在は高度な技術であっても，やがて人件費

の安い発展途上国で低価格で同じものが製造

できるようになる。こうなるとそれまで福岡

に発注していた企業が発展途上国に発注，あ

るいは生産拠点をつくるようになるため，福

岡の低コスト性に依存している事業展開は持

続性にかける。先述したヒューマンセント

リックスは，模倣しがたいコンテンツである
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映像技術を取り扱い，業務システムも模倣さ

れないという模倣性の排除という強みを持っ

ていたため，増収増益を重ねることができた

のである。

　そのため，東京から離れた地方都市のベン

チャー企業は，その地域の低コスト性に依存

した低価格戦略ではなく，画期的なイノベー

ションにつながる事業展開を意識する必要が

ある。このことからいえば，イノベーション

を引き起こすということについては東京も地

方都市も方向性は同じである。どちらも革新

的な事業を展開するようにしなければ企業競

争力はつかないし，そのことが原因で経済が

活発化することもありえない。しかし地方都

市は，「低コスト性」という強みをもつがゆ

えにイノベーションへの取り組みが弱く，創

造性を妨げる要因となっているということを

指摘しておく。

６　むすびに

　本稿では，九州地域におけるベンチャー企

業の存立について新生と存続の両面からみ

て，特に企業家育成と事業承継との二つの点

に注目して展開された。そこで明らかになっ

たこととは，この二つの点の両方において創

造性が重要な役割を果たしていたということ

であった。とくにこの創造性は「低コスト性」

という代替手段が存在する地域にこそ求めら

れるものである。

　本稿は以下の点に課題を残している。第一

の課題は「創造性」というきわめて抽象的な

次元でしか結論を導き出しておらず，そのた

めに実践性に乏しいということである。今後

さらに地域におけるイノベーションを導き出

す創造性とはどのようなものかを明らかにし

ていく必要がある。第二の課題は企業家育

成，事業承継等において数多く存在するその

他の要因に注目していないことである。これ

は数多くの事例を分析し，検討を加えていく

こととする。第三の課題は，数少ない事例と

数少ない聞き取り調査に基づくものであるた

め，普遍性に問題があることである。そのた

め，今後はより豊富なデータあるいは質問紙

法による調査を行う必要がある。

〈注〉

１）De Geus （1997） の 長 寿 企 業（Living 

Company）を概念的基礎においた，長生きす

るベンチャー企業の組織構造がこの研究の背景

にあった。

２）この調査方法にはリカートスケールの恣意性の

問題，決定係数の低さ等いくつかの方法論上の

問題を有するものであった。

３）また最近では，このような成長意欲が企業の成

長と維持とに重要な役割を果たしているという

ことが明らかになった（Dutt and Thornhill, 

2008）。

４）このことについては，清成忠男によるシュンペー

ターの四論文の編訳『企業家とは何か』東洋経

済新報社，1998年を参照せよ。

５）しかし，この集計は概数のみで計算され，また

このデータを検定等によって普遍性を有するも

のではないため，説得力を必ずしも有さない。

６）ここでいう他者とは，社内・社外，親族内・親

族外をとわず現経営者以外の人物ということで

ある。

７）中小企業庁編，同上，171ページを参考にしてい

るため，元のデータは未確認。

８）事例は，各社ウェブサイト，および不特定多数

の方々からの聞き取りにもとづくものである。

したがって，方法論としては問題があるが，余

りにも有名なできごとと事実だけをピックアッ

プして記述することとする。

９）発展途上国に発注するものは特にプログラミン

グ系統であり，大ロットで発注することも特徴

である。そのため，オーダーメイドの映像コン

テンツは小ロットであり，発展途上国に発注が

移ることもなく，安定した需要が見込めるので

ある。

10）この調査の詳細は小野瀬（2008b）を参照せよ。

11）福岡のゲーム産業の連携組織であり，福岡市と

九州大学とも提携している。なお，GFFとは

「GAME FACTORY'S FRIENDSHIP」および

「GATE FOR FUTURE」の省略形である。

12）Venkataraman （2004）のいう企業家活動キャ

ピタルのような福岡における取組みとして，民

間企業を中心としたインキュベーション事業で
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あるibb fukuoka projectが存在する。同プロ

ジェクトは廣田商事を中心としたインキュベー

ション施設の運営であるが，ナレッジネット

ワーク，ハウインターナショナル，晴天といっ

た多くのベンチャー企業が入居している（岡部

隆司・釘宮淳行「ibb fukuoka projectと福岡に

おけるITベンチャーの集積」『産業立地』第41
巻，第６号，日本立地センター，2002年，30-35
頁）。福岡には，マッチング事業を主に行ってい

る「福岡ベンチャーマーケット協会」や「九州

ニュービジネス協議会」，交流会を実施してい

る「D2K」，インキュベーション施設を運営す

る「福岡ソフトリサーチパーク」，「ibb fukuoka 

project」といったように数多くのベンチャー支

援団体が存在している。
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Abstract

This paper investigates quantitatively the production structure of Kita-Kyushu agri-
culture during the latter half of the 20th century, 1957-97. In the process of empirical
investigations, it will evaluate and compare with the estimated results in the previous pa-
pers for Tofuken (2008a) and Tohoku and Kinki (2008b). For this objective, the present
paper constructed the data set for the Kita-Kyushu district for the 1957-97 period using
the same sources of data and the same procedures of data processings, and applied the
same multliple-product translog total cost function employed in the previous papers. In
short, we did not find substantial differences in the estimated indicators betwenn Tofuken
and Kita-Kyushu.
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1 Introduction

The major objective of this paper is to investigate the production structure of Kita-Kyushu

agriculture, 1 for the 1957-97 period, i.e., the latter half of the 20th century, using newly devel-

oped analytical tools such as the duality theorem, flexible functional forms, and index number

theories. Based on these newly developed tools and using data for Tofuken (all Japan excluding

the Hokkaido district) and Kita-Kyushu, the previous papers (Kuroda, 2008a and 2008b) have

already presented quantitatively various aspects of the characteristics of the technology struc-

ture of the postwar Japanese agriculture for the 1957-97 period. As such, the main purpose of

the previous and present papers is basically the same. However, since Tofuken data was used

for the empirical investigations of the production structure of agriculture in Kuroda (2008a),

the estimated results of varous indicators may have “representative” features for Japanese agri-

culture. 2

However, the present paper tries to capture the caracteristics of the production structure

of Kita-Kyushu agriculture for the 1957-97 period. By doing that, we want to examine the

similarity and differences of the production structure between Kita-Kyushu and Tofuken as

“representative.”

As in the case of the previous papers (Kuroda, 2008a and 2008b), we employ a multiple-

product translog total cost function as the analytical framework in the present study. In doing

so, we can test the critical hypotheses of input-output non-separability and input nonjointness

in order to check the possibility of employing a single-product total cost function. In Kuroda

(2008a, 2008b), these two null hypotheses were strongly rejected, indicating that we should

stick to a multiple total cost function. What will then happen on this intriguing issue in the

present study? 3

Before going further, however, let us at this point obsrve actual movements of outputs and

inputs of agricultural production in Tofuken and Kita-Kyushu by looking at some figures. 4

Figures 1 and 3 show movements of the real revenues of crops and livestock as well as total

1In fact, the author wanted to investigate the production structure of the Kyushu district as a whole. But,
he was not able to compile the data set for the whole Kyushu district for the period 1957-97 which were used to
analyze the production structure of Tofuken (2008a) and Tohoku and Kinki (2008b). Of course, it was possible
to do similar study for the whole Kyushu district for the period 1965-97. However, this study stuck to the same
period 1957-97 as used in the previous studies (2008a and 2008b) for the sake of comparability. Needless to say,
Kita-Kyushu, Tohoku, and Kinki are all agricultural districts included in Tofuken.

2Of course, this assertion has to be weaken a little, since it does not include the Hokkaido district which may
have different agricultural production structure from Tofuken because of its much larger scale farming compared
to Tofuken.

3In reality, we are going to estimate the single-product translog total cost function parallel to the multipe-
product translog total cost function and compare the estimated results between the two specifications as done
in Kuroda (2008a, 2008b) regardless of the test results of the two critical hypotheses abovementioned.

4For outputs and factor inputs discussd below, the data sources are the Noka Keizai Chosa Hokoku (Survey
Report on Farm Household Economy) (FHE) and the Noson Bukka Chingin Chosa Hokoku (Survey Report on
Prices and Wages in Rural Villages) (PWRV) published annually by the Ministry of Agriculture, Forestry, and
Fisheries (MAFF). The details of the manipulations of data are explained in Appendix B.

2
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production of average farm in Tofuken and Kita-Kyushu for the period 1957-97.

According to Figure 1, average farm of Tofuken had an increasing trend of real crop pro-

duction for the period 1957-74 but after 1975 until 1991 it had a decreasing trend. However,

after 1992 to 1997, it showed ups and downs. On the other hand, real livestock production

showed an increasing trend from 1957 to 1974 but after 1975 until 1997 it showed a decreasing

trend with slight ups and downs. Reflecting these movements of the real revenues of crop and

livestock production, the relative share of livestock production increased from around 8% in

1957 to around 22% in 1974, but after 1975 it turned out to be stagnant and then decreasing

until 1997. On the other hand, according to Figure 2, the share of crop production had a

decreasing trend from 1957 to 1974 but after 1975 it had an increasing trend until 1997.

Next, according to Figure 3, average farm in Kita-Kyushu had an increasing trend of real

crop production for the whole period 1957-97 with some unusual movement from 1991 to 1994.
5 On the other hand, this average farm had an incrasing trend of real livestock production for

the whole period 1957-1997. What then happened to the relative shares of crops and livestock?

Figure 4 shows that the relative share of livestock increased from around 8% in 1957 to around

32% in 1991 but after 1992 to 1997 it had a decreasing trend. The movements of the relative

share of crop production had exactly the opposite movements against the relative share of

livestock production. 6

As for the input side, Figures 5 and 8 show the sharpest increasees in machinery input both

in Tofuken and Kita-Kyushu, respectively, for the 1957-97 period. Also, intermediate input

consisting mainly of chemical fertilizers, agri-chemicals, and feed increased very rapidly as in

the case of machinery input both in Tofuken and Kita-Kyushu, but after 1992 in Tofuken and

after 1993 in Kita-Kyushu, the movements of this input had degreasing trends. On the other

hand, labor and land inputs consistently decreased over time both in Tofuken and Kita-Kyushu

until 1991 but after 1992 until 1997 they were stagnant at a little higher levels. As for other

input, both Tofuken and Kita-Kyushu had consistent increasing trends for the whole period

1957-97 with a little jumpups after 1992.

On the contrary, movement of factor prices given in Figures 6 (for Tofuken) and 9 (for Kita-

Kyushu) show almost the opposite movements against those of real factor inputs presented in

Figures 5 and 8. Prices of machinery and intermediate inputs consistently decreased, while

labor and land prices sharply increased until around the mid-1980s, although land price started

decreasing after 1994 in Tofuken and after 1978 in Kita-Kyushu, but price of labor shows

unstable movements after 1986 in Tofuken and after 1992 in Kita-Kyushu. The price of other

input was almost constant over the period under question both in Tofuken and Kita-Kyushu.

5After 1991, the MAFF changed the data collection procedures. But we did not introduce any consistent
way of modifications on the original data both for Tofuken and Kita-Kyushu.

6Note here that both in Tofuken and Kita-Kyushu, size class 4 (largest size class) farms increased the share
of livestock production relative to crop production consistently for the whole period 1957-97.

3
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Reflecting these movements in factor inputs and prices, Figures 7 (for Tofuken) and 10 (for

Kita-Kyushu) give interesting movements in factor cost shares. In Tofuken, labor decreased

its share consistently from around 62% in 1957 to around 37% in 1997. In Kita-Kyushu,

however, labor share had a decreasing trend for the whole period but with ups and downs after

1986. Machinery, on the other hand, increased its share consistently in Tofuken as well as

in Kita-Kyushu for the whole period 1957-97; from aroud 8-10% in 1957 to 20-22% in 1997.

For intermediate input, land, and other input, it appears to be difficult to observe clearcut

consistent movements in their cost shares in the two districts for the period 1957-97.

As such, the brief information on the actual situation of outputs and inputs of Tofuken

and Kita-Kyushu agriculture gives us certain intrinsic idea on the specification of the model.

For example, the movements of the shares of crop and livestock production on the output

side and the movements of factor cost shares on the input side offer a fairly clear hint on the

directions of biases of technological change. With these background information of Tofuken

and Kita-Kyushu agriculture, the analytical framework will be constructed in the next section.

The major empirical results of the present paper are as follows. (1) The null hypotheses of

input-output non-separability and input nonjointness were both strongly rejected, indicating

that a (crop-livestock) multiple-product total cost function may be more appropriate to specify

the production technology of the two agricultural districts. (2) Technical change was found to be

biased toward labor-saving and machinery-using, (3) the Allen partial elasticity of substitution

between machinery and intermediate inputs was decisively negative, indicating that the “me-

chanical” and “biochemical” technological innovations proceeded in an complementary manner,

(4) technological change in output space was biased toward livestock-augmenting, which is con-

sistent with the very rapid increase in livestock production compared to crop production during

the period under question. (5) No scale economies were found in joint production of crops and

livestock except for size classes 2, 3, and 4 in Tofuken and for size class 4 in Kita-Kyushu.

However, scale economies existed in size classes 1 in Tofuken and size classes 1, 2, and 3 in

Kita-Kyushu. However, there existed scale economies in single-output production of either

crops or livestock. In particular, scale economies in livestock production were very conspicu-

ous, which is consistent with the rapid increase in large-scale livestock farms during the study

period. (6) No scope economies existed in all size classes both in Tofuken and in Kita-Kyushu.

Instead, scope diseconomies existed in all size classes both in Tofuken and in Kita-Kyushu.

Accordingly, most of these findings support those obtained in Kuroda (2008a, 2008b).

The rest of this paper is organized as follows. Section two presents the analytical framework.

Section three explains the data and estimation procedure. Section four presents empirical

results. Finally, section five provides a brief summary and conclusion.

4
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2 Analytical Framework

Consider the following total cost function

C = G(Q,P, t,D), (1)

where Q is a vector of outputs and disaggregated into crop (QG) and livestock products (QA);

P denotes a vector of input prices which consists of the prices of labor (PL), machinery (PM),

intermediate input (PI), land (PB), and other input (PO); t is a time index as a proxy for

technological change; and D consists of dummy variables for period (Dp), farm sizes (Ds,

s = 2, 3, 4 for 0.5-1.0, 1.0-1.5, and 2.0 hectares and over, respectively), and weather condition

(Dw). The specifications of the variables in this cost function are based on the following reasons.

The major reason for introducing a multiple-product cost function is that we want to ex-

plicitly test our hypotheses on input-output separability and input nonjointness in the postwar

Japanese agricultural production. If these hypotheses are rejected, employing a single output

cost function may lead to a biased result.

Now, for econometric analysis the following translog total cost function is specified.

lnC = α0 +
∑

i

αi lnQi +
∑
k

βk lnPk + βt ln t

+σpDp +
∑
s

σsDs + σwDw

+
1

2

∑
i

∑
j

γij lnQi lnQj +
1

2

∑
k

∑
n

δkn lnPk lnPn

+
∑

i

∑
k

φik lnQi lnPk +
∑

i

µit lnQi ln t +
∑
j

νjt lnPj ln t +
1

2
νtt(ln t)2, (2)

i, j = G,A, k, n = L,M, I,B,O,

where ln indicates the natural logarithm. Applying the Shephard’s (1970) lemma to the translog

cost function (2) and assuming that farm-firms take factor prices as given, the following cost

share equations are derived:

Sk =
∂C

∂Pk

Pk

C
=

∂ lnC

∂lnPk

= βk +
∑
n

δkn lnPn +
∑

i

φik lnQi + +νkt ln t, (3)

i = j = G,A, k = n = L,M, I,B,O.

The translog cost function can be used along with the profit-maximizing condition to derive

additional equations representing the optimal choice of the endogenous outputs (QG and QA)

(Fuss and Waverman, 1981, pp. 288-89).

5
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Ri =
∂C

∂Qi

Qi

C
=

∂ lnC

∂ lnQi

= αi +
∑
k

φik lnPk +
∑
j

γij lnQj + µt ln t, (4)

i, j = G,A, k, n = L,M, I,B,O.

Note here, however, that the prices of both crop and livestock products have been supported

by the government in one way or another, so that the prices of these products (PG and PA)

are not the equilibrium prices in competitive markets. These prices are instead the sums of

subsidies and market-clearing prices. Let us call these prices as the “effective prices” of the two

products. Thus, we are assuming here that the farm-firm maximizes profits by equating the

marginal revenue of each product, i.e., the effective price, to its marginal cost.

Introduction of the revenue share (Ri) equations into the estimation of the system of equa-

tions will in general lead to a more efficient estimation of the coefficients of the output-associated

variables due to the additional information provided by the revenue shares. 7

Any sensible cost function must be homogeneous of degree one in input prices. In the

translog cost function (2) this requires that
∑

k βk = 1,
∑

n δkn = 0,
∑

k φik = 0, and
∑

k νkt = 0

(i = G,A, k, n = L,M, I,B,O). The translog cost function (2) has a general form in the

sense that the restrictions of input-output separability and neutrality with respect to t are not

imposed a priori. Instead, these restrictions will be explicitly tested statistically in the process

of estimation of this function.

2.1 Tests for the Structure of Production

8

This section deals with important concepts representing the structure of production, namely,

input-output separability, input nonjointness, no technological change, neutral technological

change both in input space and in output space, Cobb-Douglas (C-D) production function, and

scale and scope economies.

However, Kuroda (2008) has already given a detailed exposition of the test procedures, only

the essences of the hypotheses will be presented here.

2.1.1 Input-Output Separability

First of all, since the major objective of the present study is to examine the production structure

of Kita-Kyushu agriculture compared with Tofuken agriculture, it is critical, in the beginning,

7For a detailed discussion on the inclusion of the revenue share equations in the system of regression equations,
see Ray (1982) and Capalbo (1988).

8Refer to Kuroda (2008a) for detailed expositions of testing the hypotheses.
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to investigate which is more appropriate for the specification of the production technology by

the cost function; a single-product cost function or a multiple-product cost function.

According to Hall (1973), technology is input-output separable if and only if the cost function

can be written as

C(Q,P, t,D) = G(h(Q), P, t,D).

This implies that it is possible to aggregate all outputs into a single-output index. The assump-

tion of input-output separability imposes strong restrictions on the form of the technology. That

is, it implies that the technology cannot be nonjoint in inputs (Hall, 1973).

In our translog form, in particular, input-output separability requires that the parameters

of the translog approximation satisfy the condition

H0 : φGk
αA = φAk

αG, (5)

jointly for all k = L,M, I,B,O.

2.1.2 Input Nonjointness

A technology is nonjoint in inputs (or nonjoint in production) if and only if the cost function

can be written as

C(Q,P, t,D) =
∑

i

Gi(Qi, P, t,D), i = G,A.

That is, the joint cost function can be represented as the sum of independent cost function for

each output. Using parameters of the translog cost function (2), it may be examined by testing

whether the following relation,

H0 : γGA = −αGαA, (6)

holds or not.

2.1.3 No Technological Change

Among all, it is critical to examine whether or not there exists technological change in Kita-

Kyushu agricultural production at all . This implies that the following parameters related with

technological change are all zeros in the translog total cost function (2).

H0 : βt = µit = νjt = 0. (7)

i = G,A, j = L,M, I,B,O

.

7
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2.1.4 Neutral Technological Change in Input Space

Following Binswanger (1974) and Antle and Capalbo (1988, pp. 33-48), neutral technological

change in input space can be tested, using the parameters of the translog cost function (2).

H0 : Be
k =

νkt

Sk

+ (
φkG

Sk

+
φkA

Sk

)λ

= Bk + Bs
kG

+ Bs
kA

, (8)

where

λ = − ∂ lnC/∂ ln t∑
i ∂ lnC/∂ lnQi

=
−εCt∑
i εCQi

, (9)

where

εCt =
∂ lnC

∂ ln t
= βt +

∑
k

νkt lnPk +
∑

i

µit lnQi + νt ln t, (10)

i = G,A, k = L,M, I,B,O.

If Be
k = 0, then the technological change is said to be Hicks neutral in input space. If Be

k �= 0,

the technological change is said to be Hicks non-neutral, and biased towards factor k-saving if

Be
k < 0 or factor k-using if Be

k > 0.

2.1.5 Neutral Technological Change in Output Space

Following Antle and Capalbo (1988, pp. 33-48), a measure of output bias in a two-output case,

crops (QG) and livestock (QA) in the present study, is defined by

BQ
GA = ∂ ln(

∂C

∂QG

/
∂C

∂QA

)/∂ ln t

= ∂ ln(
∂C

∂QG

)/∂ ln t − ∂ ln(
∂C

∂QA

)/∂ ln t

=
∂ lnMCG

∂ ln t
− ∂ lnMCA

∂ ln t
, (11)

where MCi (i = G,A) denotes the marginal cost of the i-th product.

In equation (11), BQ
GA measures the rotation of the production possibility frontier, at a

given point in output space, due to technological change. Therefore, technological change in

8
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output space is defined as toward livestock products (toward crop products), if BQ
GA is positive

(negative), 9 and neutral if BQ
GA is zero.

By some appropriate manipulation, neutral technological change in output space can be

tested by testing the following hypothesis, using parameters of the translog cost function (2).

H0 : BQ
GA =

µGt

εCQG

− µAt

εCQA

= 0, (12)

If BQ
GA = 0, then technological change in output space is said to be Hicks neutral. As men-

tioned earlier, technological change in output space is defined as livestock products-augmenting

(or favoring) if BQ
GA > 0. If BQ

GA < 0, it is defined as crop products-augmenting (favoring).

2.1.6 Neutral Technological Change Both in Input Space and in Output Space

Neutral technological change both in input and output spaces can be examined by testing the

following joint hypothesis which simply combines the two hypotheses of Hicks neutrality in

input space and in output space, respectively.

H0 : Be
k = 0, BQ

GA = 0, k = L,M, I,B,O. (13)

If Be
k and BQ

GA are all jointly zeros, then there exist Hicks neutrality jointly both in input space

and in output space. Otherwise, there exists non-neutrality either in input space or in output

space or both.

2.1.7 Cobb-Douglas Production Function

The hypothesis whether or not the agricultural production technology is specified as a C-D

production function can be tested by examining the following.

H0 : γij = δkn = φik = µit = νkt = 0, (14)

i, j = G,A, k, n = L,M, I,B,O.

That is, the coefficients of the quadratic terms of the translog cost function (2) are all jointly

zeros.

9Or, one can say that technological change in output space is defined as livestock products-augmenting or
favoring (crop products-augmenting or favoring), if BQ

GA is positive (negative).

9
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2.1.8 Constant Returns to Scale in the Joint Production of Crops and Livestock

Measuring economies of scale as well as economies of scope are essential to identifying causes

of structural change, efficiency, and productivity changes. Panzar and Willig (1977, 1981)

and Baumol, Panzar, and Willig (1982) introduced the notion of multiproduct economies of

scale and scope to characterize the effects of size and output diversification, respectively, for a

multiple-product firm.

Following these studies, constant returns to scale (CRTS) can be tested in our multiple-

product translog total cost function framework. This can be carried out by testing the following

hypothesis, using the parameters of the translog total cost function (2),

H0 :
1

αG + αA

= 1. (15)

If 1/(αG + αA) = 1, then there exist constant returns to scale (CRTS); if 1/(αG + αA) > 1,

then there exist increasing returns to scale (IRTS); and if 1/(αG + αA) < 1, then there exist

decreasing returns to scale (DRTS).

2.1.9 Constant Returns to Scale with respect to Specific Single Product: Crops and Livestock

Product-specific CRTS can be tested by assuming that the farm-firm produces only one specific

product with another product holding zero.

H0 :
1

αi

= 1, i = G,A. (16)

If 1/αi = 1, (i = G,A), then there exist CRTS in the i-th production. If 1/αi > 1, (i = G,A),

then there exist IRTS in the production of output i, and if 1/αi < 1, (i = G,A), then there

exist DRTS in the production of output i.

2.1.10 No Economies of Scope in the Joint Production of Crops and Livestock

Economies of scope imply that when a firm produces multiple products, the production costs of

producing multiple products jointly are smaller than the costs of producing each product inde-

pendently. That is, in our case, if C(QG, QA) < CG(QG, 0) + CA(0, QA), there exist economies

of scope. However, it is difficult to directly examine economies of scope. Here, we follow Bau-

mal, Panzar, and Willig (1982). According to them, the concept of cost complementarity as a

sufficient condition for the existence of economies of scope can be tested as follows.

∂2C

∂QG∂QA

< 0. (17)

Using the translog cost function (2), this condition can be rewritten at the approximation

points. Thus, economies of scope can be tested by examining the following hypothesis,

10
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H0 : ESCOPE = γij + αiαj = 0, i, j = G,A. (18)

Where ESCOPE is a measure of scope economies. If ESCOPE < 0, we say that there exist

economies of scope in producing crop and livestock products jointly. If ESCOPE > 0, there

exist diseconomies of scope in the joint production of crops and livestock. If ESCOPE = 0,

then no economies of scope can be exploited by producing jointly crops and livestock. Thus,

the hypothesis of no scope economies in the crop-livestock multiple production can be tested

by exmining the following null hypothesis.

3 The Data and Estimation Procedure

The data required for the estimation of the total cost function model consist of the total cost

(C), two revenue shares (RG and RA) and quantities of crop and livestock production (QG

and QA), five cost shares (Sk, k = L,M, I,B,O), prices and quantities of the five factors of

production which are composed of labor (PL and XL), machinery (PM and XM), intermediate

input (PI and XI), land (PB and XB), and other input (PO and XO), and the time trend

(t) as a proxy for technological change. Dummy variables for period (Dp), farm sizes (Ds,

s = 2, 3, 4), and weather (DW ) are also introduced. Since details of the sources of data and

definitions of variables are provided in Appendix B of Kuroda (2008a), we will not repeat the

same presentation in the present paper.

Since the quantities of outputs (QG and QA) on the right hand side of the total cost function

(1) are in general endogenously determined, a simultaneous procedure should be employed for

the estimation of the set of equations. This set of equations consists of the translog total cost

function given by equation (2), five of the cost share equations given by equation (3), and

two revenue share equations given by equation (4). Note here that the estimation model is

complete in the sense that it has as many (eight) equations as endogenous variables (eight).

Therefore, the full information likelihood (FIML) method is employed. In this method, the

restrictions due to symmetry and linear homogeneity in prices are imposed. Due to the linear-

homogeneity-in-prices property of the cost function, one cost share equation can be omitted

from the simultaneous equation system for the statistical estimation. In this study, the other

input share equation is omitted. The coefficients of the omitted other input cost share equation

can easily be obtained after the system is estimated using the imposed linear homogeneity

restrictions.

11
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4 Empirical Results

The estimated parameters of the system and the associated asymptotic t-values are reported in

Tables 1 and 2 for Tofuken and Kita-Kyushu, respectively. Out of fifty parameters, only nine

and twelve parameters are not statistically significant for Tofuken and Kita-Kyushu. Goodness-

of-fit statistics indicate a fairly good fit for the model both for Tofuken and for Kita-Kyushu.
10

In addition, both for Tofuken and for Kita-Kyushu, based on the parameter estimates in

Tables 1 and 2, the monotonicity and concavity conditions with respect to input prices were

checked at each observation, respectively. Since all the estimated cost shares for both outputs

and inputs are positive, the production technology satisfies the monotonicity condition. The

concavity conditions with respect to factor prices were also satisfied at the approximation points.
11 These findings indicate that, both for Tofuken and for Kita-Kyushu, the estimated cost

function represents a second order approximation to the true data that satisfies the curvature

conditions. The estimated parameters given in Tables 1 and 2 are therefore reliable and are

utilized for further analyses in the following sections.

Accordingly, the eleven null hypotheses on the production structure discussed in Section

2.1 were tested using the Wald test procedure. The test statistics are given in Table 3 and the

findings are as follows.

4.1 Results of Tests of the Eleven Hypothses

First, according to Table 3, both for Tofuken and for Kita-Kyushu, the test for input-output

separability was strongly rejected both at the 1% and 5% levels of statistical significance. This

result implies that there could not exist a consistent aggregation of crop and livestock products

so as to make a single index of aggregate output. This implies that the technology cannot be

nonjoint in inputs (Hall, 1973).

Second, the null hypothesis of nonjointness in inputs was also strongly rejected both at

the 1% and 5% statistical significance levels both for Tofuken and for Kita-Kyushu as shown

in Table 3. This result means the absence of input nonjointness, implying that a separate

production function does not exist for each output.

The results of these two tests indicate that the multiple-product cost function is more ap-

propriate than the single-product cost function for the specification of the production structure

10Furthermore, we tested both for Tofuken and for Kita-Kyushu for the cointegration relationship for each of
the cost function, five cost share equations, and two revenue share equations. For the details of the test for panel
data as in the present study, see Banerjee (1999). The residuals from each regression are used in an augmented
Dicky-Fuller (1981) test. The result implies that there exists cointegration for each equation, indicating that
the long-run relationship is economically meaningful for each equation both for Tofuken and Kita-Kyushu.

11All the eigenvalues of the Hessian matrix were negative.

12



― 45 ―

An Econometric Analysis of the Production Structure of Kita-Kyushu Agriculture 

during the Latter Half of the 20th Century: Compared with Tofuken Agriculture

of the postwar agriculture both in Tofuken and in Kita-Kyushu. This further indicates that

if one uses a single-product cost function instead of a multiple-product cost function, the esti-

mated results may be biased. Therefore, it is wholly relevant to stick to the multiple-product

cost function framework in this paper.

In addition, estimation of a multiple-product translog total cost function enables us to test

intriguing hypotheses such as Hicks neutrality of technological change in output space as well

as in input space and scale and scope economies in joint production of crops and livestock.

Third, the estimated χ2 was 150.2 and 138.9 for Tofuken and Kita-Kyushu, respectively,

for the Wald test for no technological change as reported in Table 3. These numbers are much

greater than those of the critical values at the 1% and 5% significance levels, indicating a

strong rejection of the hypothesis of no technological change. This implies that there existed

technological change in the postwar agriculture both in Tofuken and in Kita-Kyushu in one

way or another.

Fourth, Table 3 shows that Hicks neutral technological change in input space was rejected

at the 5% significance level both in Tofuken and in Kita-Kyushu. This means that technological

change in the postwar agriculture in the two districts is biased toward or against specific factor

inputs.

The directions of biases are reported in Table 4. According to Table 4, it appears clear that

technological change in agriculture both in Tofuken and Kita-Kyushu has been biased toward

saving labor and using machinery. However, for Tofuken, the biases of intermediate input, land,

and other input seem to be unclear, since the estimated t-statistics are too small for them to

be statistically significant. This may have been mainly due to the insignificant coefficients νI t,

νBt, and νOt in the translog total cost function reported in Table 1.

As for Kita-Kyushu, although the land bias is not significant, Table 4 shows that technologi-

cal change was biased toward using intermediate input and other input. This may in turn imply

that “mechanical” and “bio-chemical” innovations proceeded simultaneously in Kita-Kyushu.

Furthermore, the finding of other input-using bias may indicate that an expansion of demand

for fruits and livestock products have induced an increased demand for othe input which is

composed of farm buildings and structures, large plnants and large animals.

Fifth, Table 3 also shows that Hicks neutral technological change in output space was re-

jected both at the 1% and 5% levels, indicating that technological change in the postwar Tofuken

and Kita-Kyushu agriculture has been biased in output space as in the case of input space. As

explained in equation (17) in Section 2, if BQ
GA is positive (negative), then technological change

in output space is biased toward livestock- (crop-) augmenting. The estimated BQ
GA were 0.11

and 0.02 respetively for Tofuken and Kita-Kyushu, which indicate that technological change in

these two districts may be said to have been biased toward livestock-augmenting. This result

may be said to be consistent with the increasing trend until the early 1980s then a downward

13



― 46 ―

Yoshimi Kuroda

trend in the share of livestock production as already seen in Figures 3 and 4 in Section 1.

Sixth, it is natural from the results of the tests for the fourth and fifth hypotheses above

that for both Tofuken and Kita-Kyushu Hicks neutrality both in input space and in output

space was rejected both at the 1% and 5% levels of statistical significance as shown in Table 3.

Seventh, the null hypothesis of C-D production function was absolutely rejected as shown

in Table 3. This means that the strict assumption of unitary elasticity of substitution between

any pair of factor inputs is not realistic at all in specifying the production structure of the

postwar Tofuken and Kita-Kyushu agriculture. Furthermore, since C-D production function

assumes from the beginning Hicks neutrality of technological change, this result of rejection

of C-D production function is consistent with the above results of the tests of the fourth and

fifth hypotheses regarding Hicks neutrality of technological change in input space as well as in

output space.

Eighth, for Tofuken, constant reurns to scale (CRTS) in joint production of crops and live-

stock could not be rejected both at the 1% and 5% levels of stastistical significance, indicating

there existed CRTS on the average in Tofuken agriculture. In Kita-Kyushu, on the other hand,

constant returns to scale (CRTS) in joint production of crops and livestock could not be re-

jected at the 5% but rejected at the 1% level of statistical significance, indicating there existed

IRTS on the average in the postwar Kita-Kyushu agriculture. The computed degree of scale

economies in the district was 1.047 at the approximation point, which was greater than unity

at the 5% level. 12 According to Table 6, the estimated degrees of returns to scale for four

different classes and average size class in Tofuken were 1.045, 1.008, 0.958, 0.898, and 0.994.

It seems that size class 1 might have enjoyed IRTS, while the other three size classes faced

DRTS. On the other hand, for Kita-Kyushu in Table 7, the corresponding figures were 1.161,

1.063, 1.021, 0.975, and 1.054, indicating IRTS in size classes 1, 2, 3, but almost CRTS in

size class 4, and hence IRTS on the average. The findings in Tofuken do not fully support the

findings of increasing returns to scale (IRTS) in previous studies done by Chino (1984, 1985,

1990), Hayami and Kawagoe (1989), and Kako (1978, 1979) to name only a few. However, the

findings for Kita-Kyushu support the findings of IRTS found in the previous studies.

Furthermore, Kawamura, Higuchi, and Honma (1987) and Kusakari (1990) estimated multiple-

product cost functions and obtained scale and scope economies. In both studies, they found

scope economies in two-product joint production. Although the two products Kawamura et

al. (1987) introduced into their cost function are rice and other products including livestock,

the translog cost function they specified was too simple in the sense that they ignored totally

factor input prices. Kusakari (1990) specified a two-product cost function in an almost the same

fashion as Kawamura et al. (1987), though, in his case, rice and vegetables were distinguished

12Note that, as shown in Appendix B (Variable Definitions), crops consist of rice, vegetables, fruits and other
crops. Livestock consists of meat, dairy, and other livestock products.
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for the two products. Such specifications of the two-product cost functions might have caused

differences in the estimated results from our results of CRTS in crop-livestock joint production.

The point of departure of the present study from these two representative previous studies

which tried to attack the existence of scope economies in the postwar Japanese agriculture

is twofold: (1) crops and livestock are distinguished for the two products; and (2) the cost

function introduced is much more general than theirs in the sense that it specifies the production

technology not only as input-output nonseparable but also as Hicks non-neutral technological

change both in input space and in output space. Accordingly, it may be said that the present

study offers more comprehensive and reliable results than those obtained by Kawamura et al.

(1987) and Kusakari (1990).

Ninth, according to Table 3, CRTS in crop production was strongly rejected both in Tofuken

and in Kita-Kyushu. The values of returns to scale for average size class given in Tables 6 and 7

were 1.234 and 1.282, respectively. The estimated standard deviations were respectively 0.142

and 0.150, indicating clearly the existence of IRTS in crop production with holding livestock

production being zero. This result supports the findings by Chino (1984, 1985, 1990), Hayami

and Kawagoe (1989), Kako (1978, 1979) and others obtained from estimations of rice cost

functions.

Tenth, as in the case of crop-single production, the null hypothesis of CRTS in livestock-

single production was also strongly rejected both in Tofuken and in Kita-Kyushu. As shown in

Tables 6 and 7, the estimates of returns to scale in livestock-single production were 5.673 and

7.248 for average size class in the two districts which are much bigger than in the case of crop-

single production. The estimated standard deviations were respectively 2.381 and 5.158 which

are too large for the degrees to be statistically significant. However, we may still assert that very

strong IRTS have existed in livestock-single production in Tofuken and Kita-Kyushu agriculture.

This result shows that the degree of IRTS of livestock production was much greater than that

of crop production in both districts. This finding is consistent with the actual movement that,

both in Tofuken and in Kita-Kyushu, the number of large-scale livestock farms increased much

more rapidly than in the case of crop production during the period of this study, 1957-97.

Eleventh, as shown in Table 3, the null hypothesis of no scope economies was strongly

rejected both at the 1% and 5% levels of statistical significance both in Tofuken and in Kita-

Kyushu. The estimates of scope economies were 0.030 and 0.040, respectively for Tofuken and

Kita-Kyushu whose t-statistics were respectively 5.3 and 5.4. These results indicate that both

in Tofuken and Kita-Kyushu, diseconomies of scope existed, indicating that farms could not

find any advantages in reducing total costs by producing simultaneously crops and livestock.

This finding is confirmed by the positive estimates of scope economies in all size classes in both

districts as shown in Tables 6 and 7, although the standard deviations were relatively large in

many cases in both districts.
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This result may be said to be consistent with the actual movements of crop and livestock

production during the period under question, 1957-97 in the two agricultural districts. That is,

specialization of production in agriculture proceeded very rapidly during the last four decades

not only in Tofuken but also in Kita-Kyushu agriculture. In particular, this movement of

specialization has been extremely conspicuous in livestock production.

4.2 Comparisons of Some Results between Tohoku and Kinnki

At this point, it may be intriguing to compare some results obtained for Tofuken and Kita-

Kyushu. However, the comparison is restricted to the following two aspects in order to save

space. 13 (1) Own-price factor demand elasticities and the Allen partial elasticities of substi-

tution (Table 8) and (2) factor input biases of technological change (Table 9).

To begin with, as shown in Table 8, the own-price factor demand elasticities for labor,

machinery, intermediate input, and other input are all inelastic in Tofuken. However, although

all the own-price factor demand elasticities turned out to be negative, only land input had

satisticallly significant elasticity in Kita-Kyushu. One point clear is that it seems that the land

price elasticity in Kita-Kyushu is smaller (in absolute term) than that in Tofuken. However,

the land price elasticity in Tofuken , -0.285, is fairly comparable with those in previous studies

such as, for example, -0.488 (Kako, 1978), -0.206 (Chino, 1984), and -0.285 (Kuroda, 2008a).

As for the Allen partial elasticities of substitution in Tofuken and Kita-Kyushu, the mag-

nitudes and signs of σLM , σLI , σLO, σMI , σMB, σMO, σIB, and σIO are fairly similar between

the two districts, though fairly many of them are not statistically significant at least at the

10% level. On the other hand, σLB and σBO are not statistically significant in the two districts.

From these results, we may say that (1) machinery, intermediate input, and other input are

substitutes for labor , (2) machinery is complement of intermediate input, substitute for land,

and other input, and (3) intermediate input is substitute of land but complement of other input.

At this point, let us evaluate just one intriguing point. The finding that machinery and

intermediate input are complements in both districts may indicate that so-called mechanical

and bio-chemical technological change have proceeded in parallel in the postwar Tofuken and

Kita-Kyushu agriculture. This result supports those by Chino (1984, 1985, 1990) and Kuroda

(2008a).

Next, Table 9 shows that the estimates of both Tofuken and Kita-Kyushu districts give

decisively the same directions of factor input biases for labor and machinery, i.e., sharply labor-

saving and machinery-using. However, for the other three factor inputs in Tofuken, it is difficult

to clearly identify the directions of biases because the estimated indicators are not statistically

13More detailed comparisons of the estimated indicators obtained from the estimation of the (crop-livestock)
multiple-product translog total cost function with those of previous studies will appear in different papers.
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significant. On the other hand, in Kita-Kyushu, technological change was intermediate input-

using and other input-using, although one could not judge the bias direction fo land.

In sum, results obtained for Tofuken and Kita-Kyushu were in gereral very similar but there

are some important differences.

5 Summary and Concluding Remarks

The major objective of this paper has been to evaluate and compare with the findings obtained

in the previous papers which were based on the data for Tofuken (2008a) and Tohoku and

Kinki districts (2008b). For this purpose, the present paper estimated the same multiple-

product translog total cost function for the 1957-97 period for the Tofuken and Kita-Kyushu

districts. The data sets for these two districts were constructed exactly in the same way as in

the case of Tofuken.

During this period, both Tofuken and Kita-Kyushu witnessed a drastic change in the output

composition. Especially, livestock production increased drastically compared to crop produc-

tion. On the other hand, corresponding to the rapid exodus of agricultural labor force to

nonagricultural sectors, mechanization of agricultural production proceeded with a tremendous

speed both in Tofuken and in Kita-Kyushu; from a smaller-scale mechanization occurred during

the period from the mid-1950s to the early 1970s to a larger-scale mechanization after the early

1970s up to now.

In the empirical investigations for Tohoku and Kinki (2008b), we tested the same eleven

hypotheses as in the previous paper (Kuroda, 2008a) related to the technology structure of

agricultural production in the two districts.

Above all, most intriguing results of hypothesis testing were the rejections of input-output

separability and input nonjointness. These results indicate that a multiple-product cost function

is more appropriate than a single-product cost function for the specification of the production

technology of agriculture in Tofuken and Kita-Kyushu during the period under question.

Next, no scale economies were found in the joint production of crops and livestock in Tofuken

except for size class one (0.5-1.0 ha) for which there existed scale economies. On the other

hand, scale economies in the joint production of crops and livestock were found in size classes

1, 2, and 3 in Kita-Kyushu but CRTS were found for class 4. For size classes 2, 3, and 4 in

Tofuken and size class 4 in Kita-Kyushu, either CRTS or DRTS were found. These results

indicate that as the output scales of both crops and livestock are increased proportionately,

farms will turn out not to be able to enjoy scale economies in the joint production of crops

and livestock. Furthermore, either no scope economies or diseconomies of scope were found at

the approximation points of the variables used in the translog cost function in Tofuken and

Kita-Kyushu. This result implies that crops-livestock joint production may not result in any
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advantages such as a reduction in total cost.

On the contrary, rather strong scale economies were found for single-output production

for both crops and livestock in Tofuken and Kita-Kyushu. In particular, scale economies of

livestock production were rather conspicuous, which is consistent with the rapid enlargement

of the scale of livestock production in Tofuken and Kita-Kyushu during the period of this study.

Third, technological change was not Hicks neutral both in output space and in input space,

indicating that there existed biases in technological change in both spaces of outputs and factor

inputs both in Tofuken and in Kita-Kyushu.

In the output space, the bias was toward livestock-augmenting although the augmentng

indicators was not statistically significant in Kita-Kyushu. This result is consistent with the

sharper increase in livestock production compared to crop production during the 1957-97 period

as mentioned above.

On the other hand, in Tofuken and Kita-Kyushu, the biases in the input space were toward

labor-saving and machinery-using. However, for Tofuken, for the other three factor inputs, i.e.,

intermediate input, land, and other input, the directions of the biases were not clear because

the estimated t-statistics for the degrees of biases were too small and thus not statistically

significant. On the other hand, Kita-Kyushu showed statisitically significant intermedeate

input-using and other input-using biases.

We may now conclude that, in general, the estimated results obtained for Kita-Kyushu

support the corresponding results obtained for Tofuken (Kuroda, 2008a) and Tohoku and Kinki

(Kuroda, 2008b). Indeed, the other two districts, Hokuriku and Tokai for which we can compile

data for the period 1957-97 gave basically very similar results as in Tofuken, Tohoku, Kinki,

and Kita-Kyushu.

However, the same important caveats mentioned in Kuroda (2008a, 2008b) apply to the

present study. They are as follows.

First of all, in specifying and estimating a multiple-product total cost function for Japanese

agriculture, one has to be very careful about how to define the price of land, since the land rent

before 1970 was regulated by the government. Even after The Land Law was revised in 1970,

the land rent has been quasi-regulated by the name of “standard rent”. This means that it is

more relevant to treat land as a fixed input. In doing so, it is possible to estimate the shadow

value of land price (rent) using the envelope theorem. This may be an attractive and intriguing

research topic.

Second, sticking to the specification and hence estimation of a multiple-product translog

total cost function may offer intriguing information on the production structure of the postwar

Japanese agriculture as shown in the present as well as previous papers. However, we also have

faced some critical shortcomings such as insignificant and unstable Allen partial elasticities

of substitution and factor input biases, in particular, for intermediate input, land, and other
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input. In order to obtain more rigorous results for these indicators, it is definitely necessary

to estimate the same multiple-product translog total cost function for different agricultural

districts where farms face more homogeneous environments and hence production technologies.

Third, there are other flexible functional forms such as quadratic, generalized Leontief,

generalized Cobb-Douglas, and possible others. Although the translog form has been most

popular not only on the international base but also in the arena of agricultural economics in

Japan due mainly to the easiness to handle and estimate the model, it is recommended to utilize

other flexible functional forms also in order to confirm the results obtained by applications of

the translog form.

Finally, in addition to the flexible functional forms mentioned above, the specifications

of the production, cost, or profit function should be much more careful. In particular, the

definitions of factor inputs must be causiously executed. If certain factor input, say, land, may

be considered as a fixed or quasi-fixed input, a variable (or short-run) cost function must be

specified. In addition, treatment of labor input as a variable input or as a quasi-fixed input

has been controvertial in the arena of agricultural economics at least in Japan. However, if

these factor inputs, labor and land, are treated as fixed or quasi-fixed inputs in a variable cost

or profit function, it is possible and intriguing to estimate the shadow values of these factor

inputs using the envelope theorem. This may offer an interesting research topic in agricultural

economics.
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Table 1: Parameter Estimates of the Multiple-Output Translog Cost Function for All Japan
Excluding the Hokkaido District, 1957-97

Parameter Coefficient t-statistic Parameter Coefficient t-statistic
αo 0.117 4.5 δLO -0.002 -0.2
αG 0.821 69.4 δM I -0.072 -2.6
αA 0.193 50.7 δM B 0.005 0.5
βL 0.461 86.9 δM O 0.052 4.0
βM 0.149 41.8 δIB -0.018 -2.4
βI 0.210 90.6 δIO -0.053 -5.1
βB 0.095 55.6 δBO -0.010 -2.3
βO 0.085 60.8 φGL -0.010 -0.7
βt -0.190 -7.8 φGM 0.022 2.2
σP 0.016 0.8 φGI -0.024 -3.5
σ2 -0.059 -3.8 φGB 0.026 4.4
σ3 -0.126 -6.2 φGO -0.016 -4.0
σ4 -0.238 -7.3 φAL -0.042 -3.7
σw 0.012 1.4 φAM -0.019 -2.5
γGG 0.259 12.4 φAI 0.044 8.5
γGA -0.129 -14.2 φAB -0.002 -0.3
γAA 0.162 24.8 φAO 0.019 6.1
δLL 0.063 1.8 µGt -0.040 -2.7
δM M 0.073 2.1 µAt -0.030 -3.8
δI I 0.108 4.0 νLt -0.043 -2.3
δBB 0.059 7.6 νM t 0.047 2.3
δOO 0.013 0.9 νI t 0.005 0.5
δLM -0.059 -2.3 νBt -0.003 -0.4
δLI 0.034 2.8 νOt -0.006 -0.8
δLB -0.036 -2.6 νtt -0.042 -1.7

Estimating Equations R2 S.E.R.
Cost function 0.980 0.062
Labor share equation 0.822 0.025
Machinery share equation 0.746 0.017
Intermediate inputs share equation 0.655 0.013
Land share equation 0.832 0.009
Crop revenue share equation 0.784 0.060
Livestock revenue share equation 0.874 0.020

Notes:
(1) The symmetry and homogeneity-of-degree-one-in-input-prices restrictions are imposed in
the estimation.
(2) S.E.R. denotes standard error of regression.
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Table 2: Parameter Estimates of the Multiple-Output Translog Cost Function for the Kita-
Kyushu District, 1957-97

Parameter Coefficient t-statistic Parameter Coefficient t-statistic
αo 0.060 2.1 δLO -0.048 -3.8
αG 0.791 47.4 δM I -0.045 -1.3
αA 0.165 34.0 δM B -0.009 -1.1
βL 0.447 56.7 δM O 0.033 1.5
βM 0.155 31.5 δIB -0.015 -1.9
βI 0.198 61.8 δIO -0.026 -1.3
βB 0.122 64.9 δBO -0.021 -2.7
βO 0.078 29.1 φGL -0.010 -0.6
βt -0.123 -4.9 φGM 0.014 1.5
σP 0.028 1.2 φGI -0.024 -2.9
σ2 -0.061 -2.7 φGB 0.021 3.7
σ3 -0.134 -5.2 φGO -0.001 -0.1
σ4 -0.200 -5.3 φAL -0.018 -1.2
σw 0.013 0.9 φAM -0.024 -2.6
γGG 0.180 6.8 φAI 0.042 5.8
γGA -0.090 -10.2 φAB -0.011 -2.8
γAA 0.111 14.6 φAO 0.011 2.1
δLL 0.202 6.8 µGt -0.056 -2.6
δM M 0.103 2.8 µAt -0.015 -1.4
δI I 0.114 3.4 νLt -0.149 -8.9
δBB 0.091 18.6 νM t 0.089 6.4
δOO 0.062 2.4 νI t 0.040 3.0
δLM -0.081 -4.4 νBt -0.009 -0.9
δLI -0.027 -1.8 νOt 0.029 3.0
δLB -0.045 -3.6 νtt 0.119 3.7

Estimating Equations R2 S.E.R.
Cost function 0.980 0.074
Labor share equation 0.823 0.036
Machinery share equation 0.796 0.021
Intermediate inputs share equation 0.615 0.018
Land share equation 0.855 0.012
Crop revenue share equation 0.539 0.090
Livestock revenue share equation 0.800 0.025

Notes:
(1) The symmetry and homogeneity-of-degree-one-in-input-prices restrictions are imposed in
the estimation.
(2) S.E.R. denotes standard error of regression.
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Table 3: Tests of Hypotheses for the Production Structure: Tofuken and Kita-Kyushu

Hypothsis Wald test statistic D.F. Critical value

Tofuken Kita-Kyushu 0.05 0.01
(1) Input-output
separability 214.5 145.3 10 18.31 23.21
(2) Input
nonjointness 27.9 30.0 1 3.84 6.63
(3) No technologi-
cal change 150.2 138.9 8 15.51 20.09
(4) Hicks neutral
in input space 13.6 96.6 5 11.07 15.08
(5) Hicks neutral
in output space 32.1 10.2 1 3.84 6.63
(6) Hicks neutral
both in input and
in output spaces 67.0 115.6 6 12.59 16.81
(7) Cobb-Douglas
production
function 7026.0 3416.2 28 41.34 48.28
(8) Constant
returns to scale
in joint product-
ion of crops and
livestock 1.3 5.6 1 3.84 6.63
(9.1) Constant
returns to
scale in crop
production 226.8 158.0 1 3.84 6.63
(9.2) Constant
returns to
scale in
livestock
production 44729.1 29578.1 1 3.84 6.63
(10) No economies
of scope in joint
production of
crops and
livestock 27.9 29.7 1 3.84 6.63

Note: D.F. denotes the degrees of freedom.
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Table 4: Estimated Degrees of Factor Input Biases: Tofuken and Kita-Kyushu

Tofuken Kita-Kyushu
Factor input Degree t-statistic P -value Degree t-statistic P -value

of bias of bias
Labor -0.095 -2.3 0.021 -0.335 -8.9 0.000
Machinery 0.320 2.3 0.022 0.574 6.4 0.000
Intermediate input 0.024 0.5 0.614 0.203 3.0 0.002
Land -0.034 -0.3 0.734 -0.070 -0.9 0.370
Other input -0.065 -0.8 0.452 0.375 3.0 0.003

Note: The degrees of input biases were estimated using equation (9).

Table 5: Estimated Scale and Scope Economies: Tofuken and Kita-Kyushu

Tofuken Kita-Kyushu
Degree Degrees
of scale of scale

and scope t-statistic P -value and scope t-statistic P -value
economies economies

Scale economies in joint
prod. of crops and livestock 0.985 1.1 0.252 1.047 2.4 0.018
Scale economies in crop prod. 1.015 15.1 0.000 1.265 12.6 0.000
Scale economies in Livestock
prod. 5.168 211.5 0.000 6.061 172.0 0.000
Scope economies in joint
prod. of crops and livestock 0.030 5.3 0.000 0.040 5.4 0.000

Note: The degrees of scale and scope economies were estimated using equations (20), (22), and
(25), respectively.
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Table 6: Degrees of Scale and Scope Economies for the Four Size Classes: Tofuken

Size Scale economies Scale Economies Scale economies Scope economies
class in joint prod. in joint prod.

of crops in crop prod. in livestock prod. of crops
and livestock and livestock

Class 1 1.045 1.406 5.591 0.006
(0.135) (0.101) (1.452) (0.031)

Class 2 1.008 1.244 5.597 0.023
(0.087) (0.081) (1.451) (0.032)

Class 3 0.958 1.162 5.683 0.027
(0.050) (0.078) (1.113) (0.024)

Class 4 0.898 1.123 5.824 0.058
(0.027) (0.108) (4.197) (0.048)

Average of 0.994 1.234 5.673 0.028
all classes (0.100) (0.142) (2.381) (0.039)

Note: Numbers in parentheses are standard deviations.

Table 7: Degrees of Scale and Scope Economies for the Four Size Classes: Kita-Kyushu

Size Scale economies Scale Economies Scale economies Scope economies
class in joint prod. in joint prod.

of crops in crop prod. in livestock prod. of crops
and livestock and livestock

Class 1 1.161 1.403 9.343 0.014
(0.095) (0.152) (8.073) (0.036)

Class 2 1.063 1.307 6.321 0.040
(0.063) (0.128) (2.421) (0.024)

Class 3 1.021 1.247 6.157 0.047
(0.050) (0.120) (1.660) (0.021)

Class 4 0.975 1.172 7.171 0.052
(0.028) (0.094) (5.295)) (0.035)

Average of 1.054 1.282 7.248 0.038
all classes (0.094) (0.150) (5.158) (0.033)

Note: Numbers in parentheses are standard deviations.
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Table 8: Own-Price Factor Demand and the Allen Partial Factor Substitution Elasticities:
Tofuken and Kita-Kyushu

Elasticity Tofuken Kita-Kyushu
Factor Demand
Labor (εLL) -0.403 -0.102

(-5.4) (-1.5)
Machinery (εMM ) -0.357 -0.179

(-1.5) (-0.7)
Intermediate
inputs (εII) -0.275 -0.227

(-2.2) (-1.3)
Land (εBB) -0.285 -0.134

(-3.5) (-3.3)
Other inputs (εOO) -0.765 -0.128

(-4.7) (-0.4)
Allen Elasticity
of Substitution
σLM 0.144 -0.175

(0.4) (-0.7)
σLI 1.352 0.693

(10.7) (4.0))
σLB 0.172 0.168

(0.5) (0.7)
σLO 0.948 -0.367

(3.0) (-1.0)
σMI -1.293 -0.476

(-1.5) (-0.4)
σMB 1.352 0.508

(1.8) (1.1)
σMO 5.118 3.695

(5.0) (2.1)
σIB 0.108 0.367

(0.3) (1.1)
σIO -1.960 -0.687

(-3.3) (-0.5)
σBO -0.204 -1.185

(-0.4) (-1.5)

Note: Numbers in parentheses are estimated approximate t-statistics. First, the own-price
elasticities of demand for factor inputs can be computed through (Berndt and Christensen,
1973), εii = Siσii, i = L,M, I,B,O where σii and σij are the Allen partial elasticities of
substitution and can be obtained by σii = (δii + S2

i − Si)/S
2
i and σij = (δij + SiSj)/SiSj, i =

L,M, I,B,O.
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Table 9: Factor Input Biases: Tofuken and Kita-Kyushu

Factor input Tofuken Kita-Kyushu
Labor -0.095 -0.335

(-2.3) (-8.9)
Machinery 0.320 0.574

(2.3) (6.4)
Intermediate input 0.024 0.203

(0.5) (3.0)
Land -0.034 -0.070

(-0.3) (-0.9)
Other input -0.065 0.375

(-0.8) (3.0)

Notes: (1) Factor input biases were estimated using equation (9). (2) Numbers in parentheses
are t-statistics.
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第１節　導入

　従来の雁行形態モデルでは，アジア地域に

おいては，日本を先頭として，NIEs（韓国，

台湾，香港，シンガポール）が続き，その後

を中国・ASEAN諸国が追いかける国際的な

構図となっている。雁行形態モデルの基盤と

しては，経済発展論の考え方や国際資本移動

が背景に考えられている。国際的な企業の視

点からは国際的な生産拠点の立地の選択や海

外直接投資として捉えることもできる。そう

すると，最適な立地選択をするという視点か

らは，必ずしも発展途上国だけではなく，国

内の生産拠点も選択肢として捉えることがで

きる。近年の九州を，日本国内における生産

拠点としての雁行形態モデルとして捉えるこ

とができるのか，というのが本研究の目的で

ある。

　Akamatsu （1962） の「雁行形態モデル」

によると，発展途上の国が開放経済を伴う経

済発展を行う際には，輸入産業はおよそ七つ

の段階を経て輸出産業へと変遷していく。開

放経済とは資本の自由な国際移動であり，そ

れによる外国資本の流入による初期の産業

育成が促される。やがて生産技術の向上と

ともに国内資本も台頭し，輸入を代替する

国内における生産が生じる（輸入代替化）。

厳密には，産業内はさらに資本財（capital 

products）と消費財（consumer products）

の垂直的構造に分類され，相対的に労働集約

的な消費財から前述のプロセスが始まり資本

日本国内地域間における雁行形態モデルの基礎分析 
―九州地域の製造業の役割―

広　瀬　恭　子 
𠮷　田　裕　司

財へと発展していく。国内で発展した輸入代

替化産業は，さらなる技術進歩とともに国際

市場へと進出していくことで輸出産業へと成

長するのである。そのため，輸入・生産・輸

出を時間軸で観測すると，逆U字型のグラ

フが順に並ぶ形を雁の飛ぶ様になぞらえて

「雁行形態モデル」と呼んでいる。また，以

上の産業の発展プロセスを基盤として，国内

におけるローテク産業からハイテク産業への

国内産業構造の変化や，先進国から発展途上

国への産業の国際的な移動についての議論が

行われている。

また，雁行形態モデルに関連の強い

Vernon（1966）のプロダクト・サイクルモ

デルによると，新たな製品の開発は主に先進

国で行われる。その理由は新たな製品への潜

在的需要の高い高所得の消費者の市場が先進

国にあるためである。開発段階を経た新製品

は，やがて成熟化・標準化に伴い，より労働

集約的な生産手段による生産が可能になる。

そのため，Vernonの論文が執筆された時代

背景の下では，アメリカにより新製品が開発

されて，成熟化とともに欧州諸国や発展途上

国へと生産拠点が移行していくことが指摘さ

れた。

　Akamatsu （1962) やVernon (1966) では，

明示的に国内における地域に関しては分析さ

れていないが，この雁行形態モデルを国内の

地域経済の発展に応用できるかを若干考察し

てみる。⑴経済開放に伴い，国内の各地域に

おいても輸入代替的な産業の育成が生じるこ

とは明らかであるが，複数の地域を考察する
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場合には地域の特性に応じて育成される産業

は地域ごとに異なってくる可能性が高くな

る。もちろん，同じ産業が複数の地域におい

て育成されることも考えられる。⑵次に，あ

る産業が成熟した地域（すなわち，逆Ｕ字型

のグラフ上の生産のピークを過ぎて生産減少

の段階）では，次の段階に進み更なる高度の

技術を必要とする製品の生産に移行する。こ

の産業が国外への立地へと向かわない場合

は，別の国内の（産業の育成段階では第２候

補以下であった）地域に移管される可能性が

考えられる。第一点目の地域特性に関して

は，例えば半導体産業では，清浄な空気や豊

富な水が容易に入手可能であることが工場の

立地として重要な条件になってくる。また，

国内市場よりも海外市場を重要視している産

業に関しては，海外へのアクセスが容易であ

ることが生産拠点の立地の条件に加わってく

る。第二点目の産業の移動に関しては，各地

域の生産要素や技術に関する条件がダイナ

ミックに変化していくことも重要である。例

えば，以前にはある産業の生産拠点としては

不適切な地域であったとしても，その後に他

の産業の育成・発展が高い技術労働者の熟成

に寄与した場合には，生産拠点として望まし

い地域になる可能性がある。本稿では，この

二点に重点を置いて，九州における近年の製

造業の発展に関して分析を試みる。

　従来の雁行形態モデルやプロダクト・サイ

クルの理論では，生産拠点の国際的な移動や

国内の産業構造の変化のみに重点が置かれて

いた。しかし，近年の新しい産業（液晶テレ

ビや太陽電池等）の発展や，アジア諸国（中

国）の著しい経済成長においては，あらため

て国内における地域に着目することが重要で

ある。本研究では，国際貿易の存在が国内に

おける生産拠点の移動を促すということを，

実証面と理論面から明確にした。九州におい

ては，輸出目的とした生産拠点の促進をより

推進することで，九州経済の発展が期待でき

る。

　論文の構成としては，以下のようである。

次節では，日本国内における製造業の立地の

地理的分布を考察して，近年において九州地

域にとって重要な産業についての分析を行

う。そこでは，自動車関連産業・半導体関連

産業に加えて，デジタル家電・医療機器・産

業用ロボット製造業の九州地域における展開

に焦点が当てられる。第３節では，国際貿易

の下で国内における産業の立地を雁行形態や

プロダクト・サイクルに照らし合わせなが

ら，空間経済学の視点からこれまでの理論モ

デルを考察する。第４節では，国際貿易に面

している国内の複数の地域における産業の集

積を理論モデルとして分析する。当然，海外

市場の規模や，海外市場までの地理的なアク

セスが産業の立地に重要な影響を与えること

が考えられる。第５節では，国内地域別の輸

出の詳しいデータを用いることによって，都

道府県別の実証分析を行う。特に第２節で挙

げられた製造業について，港湾別のGravity
モデルによる詳細な分析を行う。最後に第６

節では，本稿の分析から得られた結果を基に

して，九州の主要な産業の発展を振り返えり

九州経済の更なる発展ための政策提言を行な

う。本稿では，九州の製造業において最も重

要な役割を占める自動車関連産業と半導体関

連産業並びにデジタル家電・医療機器・産業

用ロボット製造業の九州への立地・発展につ

いて詳しく検討する。どちらの産業も日本国

内最大ではないが，明確に九州において産業

集積が生じている典型的な事例となる。

第２節　県別の生産データによる分析

2-1.　工業統計調査データ
　日本における製造業の分析にあたっては，

経済産業省が取りまとめている工業統計調査

のデータが地域別・産業別の区分が詳細であ

り，本稿の分析目的にとって非常に有益であ

る。工業統計調査は，事業所単位に調査をお

こない従業者数・資本規模・出荷高等のデー
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タを産業毎に取りまとめている。集計に関し

ては，地域区分では全国・八大地域・都道府

県・市町村，産業区分では中分類・小分類・

細分類・品目分類，従業者数規模区分では９

区分がある。

本稿の分析対象である都道府県別のデータ

に関しては，産業細分類別統計表が1995年
から2006年までの直近12年間分が電子デー

タとして入手可能である１）。産業細分類は

４桁のコードで示され，1994年改定版では

576分類，2002年改訂版では562分類となっ

ている。2002年の改定では全体的なコード

の変更となったために，以前のコードと連

結させるためにコード変換を慎重に行う必

要があった２）。以下，工業統計調査の産業に

関しては，2002年改訂のコード番号（日本

標準産業分類，Japan Standard Industrial 

Classification，以下JS）と産業名称を一貫

して用いる。

　本節では，日本国内での新たな製造業拠点

としての役割が，九州地域でどのような産業

で観測されるのかを，前述した工業統計調査

のデータを用いた分析を試みる。これは，九

州地域において近年に集積化が進んでいる産

業があるのかを検討する基礎的な分析ともな

る。

　分析にあたり注意すべき点は，各事業所の

秘匿性を守るために，事業所が特定化される

おそれがある際には県単位のデータも公表さ

れない場合が多くある。本稿では，県別の事

業所数に関しては必ず公開していることを活

用して，秘匿されているデータに関しての推

定３）を行い，以降の分析においてはこの公

表されているデータと推定データが併用して

用いられている。

2-2.　集積の概念と産業立地の変化に関して
　産業の集積を計測する指標に関しては，

各地域単位における労働者数や生産額を用

いて全国におけるジニ係数を計測したり，

Ellison and Gleaser （1997）によって提唱

された集積指数等がよく用いられている。こ

こで，i県におけるj 産業の生産額をyij，sij

は i県における j産業の全国シェア，Si は i県
における全製造業の全国シェアとする。全国

の地域数をNとすると，ある産業の全国に

おける集積度合いを計測するものとして次の

簡易なG-集積指数が考えられる。

 （2-1）

特別なケースとしては，各地域においてj
産業の全国シェア（sij）が全産業の全国シェ

ア（Si）と同じ水準であればG-集積指数は

０となる。逆の極端なケースとしては，全産

業が一地域にほぼ全て立地しており，ある特

定の産業のみ別の一地域に全てが集中してい

るような極端な例でのG-集積指数の極値は

２を取りえる。しかし，より一般的なケース

としておおよその全産業は各地域に均等に立

地している場合，特定の産業のみが一地域に

集積していると最大値は１までにしかならな

いことが示すことができる４）。Ellison and 

Gleaser （1997）はさらに，工場単位のデー

タによって計測可能になるHerfindahl指数

（Hj）を用いて，次のような地域集中指数を

提唱した。

 （2-2）

　本稿では，細分類におけるHerfindahl指

数の計測がデータ制約上から容易でないた

め(2-1)式の簡易なG-集積指数を生産額を用

いて計測して以下の考察を行っていく。こ

のG-集積指数が小さい場合は全国に生産拠

点が拡散している場合を示すが，どの県も同

程度の生産額であるという意味ではない。あ

る産業のG-集積指数が小さい場合は，この

産業に関してはどの県の生産シェアも全産業

シェアに近いことを示している。

　例として，2006年に１兆円以上の生産額
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がある産業の内，G-集積指数が最も小さい

産業の一つとして，図２-１に製缶板金業

［JS2543］の全国生産額の地理的分布を示し

ている。図２-１では，左の棒グラフが製缶

板金業の生産額を示し，右側の棒グラフが全

産業の生産額を示している。スケール調整は

製缶板金業と全産業とでは異なることに注意

が必要であるが，製缶板金業の全国的な生産

拠点の分布は製造業全体と非常に類似してい

るために，計算されたG-集積指数は0.01と
なっている。

　一方，2006年に１兆円以上の生産額があ

る産業でG-集積指数の最も高い例として，

パーソナルコンピューター製造業［JS2822］
が図２-２に示してある。上記の図と同様に，

左の棒グラフがパーソナルコンピューター製

造業の生産額を示し，右側の棒グラフが全産

業の生産額を示している。生産を行っている

県は比較的多く36県であるが，G-集積指数

は0.18と比較的高くなり，山形県・長野県・

島根県でのコンピューターの生産が当該県の

生産規模を大幅に上回っていることが読み取

れる。

　このような全国地域における指数の計測

は，一時点において，産業が全国均一に立地

されるのか，一極化もしくは複数の地域に工

場が集中しているかの尺度としては有益では

ある。しかし，本論文が分析を行おうとして

いる特定の産業の立地が九州地域に移行して

いるかどうかを検証するには適切ではない。

そのため，都道府県における各産業の集積

の程度を計測するには様々な方法を検討する

ことが可能であるが，本節では産業ごとの各

都道府県の生産額全国シェア（s ij）を用いて

分析を行う。どの県に産業集積が行われたか

は，県別の全国シェアのサンプル期間中の変

化（△sij）がプラスであることを基準として

評価する。

さらに，その県別の全国シェアの上昇の要

因について検討を行うには，以下の二つの点

に留意して分析を行うことが有益である。一

つには，サンプル期間当初に検討している産

業が九州地域に相対的に集積していたのか，

もしくは九州地域での生産は小規模だったの

かを示す全国シェア（sij）の初期値である。

もう一つは，サンプル期間中においてその産

図２-１　製缶板金業

［2543］製缶板金業（2006年），［0］全産業（2006年）

全国生産額：12737億円，3165089億円

事業所数：5968ヶ所，258543ヶ所

Ｇ指数：0.01　
生産県数（内推定県数）：47県（0），47県（0）

図２-２　パーソナルコンピューター製造業

［2822］パーソナルコンピュータ製造業（2006年），
［0］全産業（2006年）

全国生産額：16254億円，3165089億円

事業所数：275ヶ所，258543ヶ所

Ｇ指数：0.18
生産県数（内推定県数）：36県（12），47県（0）
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業の生産拠点が全国的に拡散傾向にあったの

か，もしくは集積化のプロセスをたどってい

たのかを示すG-集積指数の変化（ΔGj）で

ある。そうすれば，産業構造の変化としては

以下の三つののシナリオに集約することがで

きる。

一つ目は，九州地域に当初から産業が集積

していて，観測期間中にさらに（相対的な）

生産規模が拡大した場合である。⑴この場合

はG-集積指数の変化はプラスになることが

予測される。全国シェアを用いているため，

九州地域の生産拠点の（相対的な）拡大があ

れば，他県での生産拠点は（相対的に）縮小

していなければならない。このためG-集積

指数の変化はプラスとなる。

次の二つは，九州地域における生産は当初

小規模であったのが，観測期間中に生産規模

が拡大した場合である。この場合には全国的

な傾向としては二つの可能性が考えられる。

⑵ひとつは，全国的な生産拠点の集約化の傾

向の下にG-集積指数が上昇しており，九州

をそのひとつの生産拠点として生産が拡大し

ている場合である。これは，他の都道府県の

工場が九州地域に移管されたような場合も含

まれる。⑶逆にG-集積指数が低下するよう

な，生産拠点が全国的に拡散していく傾向の

場合には，九州の全国シェア（sij）の上昇を

もって九州地域への生産の集積化が行われた

と断定することはできない。

　以上の分類より，注目すべきケースは

Δsij ＞０とΔGj ＞０の両方が成立している

⑴と⑵の場合である。ある産業の観測期間当

初の全国シェア（sij）が相対的に集積してい

たかどうかの基準としては，当該地域の全

産業の全国シェア（Si）よりも上回っている

かを基準とすることが考えられる。観測期

間中の福岡県の全産業全国シェアは0.025か
ら0.026であり，九州の全産業全国シェアは

0.063から0.068である。

2-3.　対全国生産額シェア分析
　九州地域（計７県）の対全国に占める生産

額シェアについて，1995年から2006年まで

の562産業に関して計算が行われた。このサ

ンプル期間中における生産額シェアの上昇を

もって九州地域への生産拠点の集積・移管

と解釈するが，幾つかの注意点が必要であ

る。⒜まず生産額シェアの上昇率を用いる

ために，2006年時点でも生産額シェアが相

対的に大きくなくても1995年当初の生産額

シェアが非常に小さければ，生産額シェア拡

大をした上位産業として観測される。このた

め2006年時点での生産額シェアにも注意を

払う必要がある。⒝逆に2006年時点の生産

額シェアが高い産業にだけ着目しても「雁行

形態モデル」とは無関係の場合もある。全国

における産業全体の規模が小さく九州に相対

的に生産拠点が集中している場合である。ち

なみに，九州の2006年における対全国生産

額シェアの上位２産業は，でんぷん製造業

［JS0991］ の54.0%と 精 麦 業［JS0962］ の

53.5%である。該当する産業が九州地域内に

おいて，域内総生産や域内雇用の創出に重要

な役割を占めているかは，九州地域内の製造

業全体に占める生産額のシェアによって示す

ことができる。

　表２-１では，シェアの上昇率の高い順の

リストが示されている。但し，上記の問題点

を回避するために，以下の三つの条件を満

たしている産業のみがリストに含まれてい

る。⑴上記の⒜の問題点を考慮するために，

2006年度対全国シェアが少なくとも８％以

上あることを基準とした。これは，47都道

府県の平均的なシェアが約２%になることを

考慮するとその４倍を基準値としている。九

州には７県あることを考えると，比較的ゆる

やかな最低基準である。⑵上記の⒝の問題

点に対処するために，2006年度の生産額が

全産業の生産額に占める割合（域内シェア）

が少なくとも0.6%以上あることを基準とし

た。細分類に562産業あるので一産業の平均
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的シェアの約0.2%の三倍を最低基準値と定

めている。九州地域の全産業生産額が21兆

3,827億円であるので，この基準を金額ベー

スで表すと1,283億円となる。最後に加えて，

⑶シェアの上昇率が15％以上を最低基準と

した。

　着目すべき第一点目は，九州に集積化が進

む産業に，最先端の技術を必要とする産業の

発展が著しい。ビデオカメラやデジタルカメ

ラの製造を含むビデオ機器製造業［JS2742］，
産業用ロボット製造業［JS2698］，医療用機

械器具製造業［JS3131］，そして太陽電池の

製造を含む他に分類されない電気機械器具

製造業［JS2799］が挙げられる。第二点目

としては，シリコン・半導体・IC関連の多

くの産業への集積化が進んでいる。ファイ

ンセラミック製のIC基板の製造を含む電気

用陶磁器製造業［JS2244］，半導体製造装置

製造業［JS2667］，シリコンウェハの製造を

含む他に分類されない電気機械器具製造業

［JS2799］，集積回路製造業［JS2913］が関

連している。

　図 ２-３ には，1995年，1999年，2003年，

2006年における全国都道府県別のビデオ機

器製造業の生産額が示されている。特徴的な

ことは，全国の総生産額は90年代後半の1.8
兆円から2003年には2.8兆円にまで拡大する

が，近年においては2.1兆円程度に下落して

いる。一方，生産拠点は集積化される傾向が

あり，年々生産を行っている県は減少して

1995年の44県から2006年には36県となって

いる。これは，G-集積指数に関しても0.03か
ら0.10へと上昇していることからも，生産拠

点の集積化は明らかである。ビデオ機器製造

業の九州における生産拠点としては，2000
年代になり大分県による生産が顕著に拡大し

ている点が特徴的である。これは，デジタル

化された家電商品であるデジタルカメラ等の

普及にともない，新しい生産拠点として大分

県が選ばれたことを意味している。

表２-１　九州への集積化が進む重要な製造業

シェア上
昇率順位

産業
コード

産業名
対全国シェア

シェア比率⑵ 生産額 域内シェア⑶

1995年 2006年⑴

1 2742 ビデオ機器製造業 0.004 0.200 48.08 418 0.020 

18 2698 産業用ロボット製造業 0.044 0.212 4.79 133 0.006 

20 3131 医療用機械器具製造業 0.042 0.172 4.11 133 0.006 

51 2244 電気用陶磁器製造業 0.205 0.494 2.41 136 0.006 

73 1734 環式中間物・合成染料・有機顔料
製造業

0.054 0.104 1.93 209 0.010 

102 3031 船舶製造・修理業 0.152 0.248 1.64 494 0.023 

143 929 その他の水産食料品製造業 0.103 0.138 1.34 142 0.007 

152 2542 建築用金属製品製造業（建築用金
物を除く）

0.067 0.087 1.30 216 0.010 

154 2541 建設用金属製品製造業 0.073 0.094 1.29 225 0.011 

166 2667 半導体製造装置製造業 0.096 0.121 1.25 365 0.017 

167 2799 他に分類されない電気機械器具製
造業

0.126 0.158 1.25 313 0.015 

198 2913 集積回路製造業 0.235 0.272 1.16 1,496 0.070 
注：選出基準は、⑴2006年度対全国シェアが8%以上、⑵シェア比率が1.15以上、⑶九州内製造業シェアが0.6%

以上。生産額は2006年度で、単位は10億円。



― 75 ―

日本国内地域間における雁行形態モデルの基礎分析―九州地域の製造業の役割―

図２-３　ビデオ機器製造業

［2742］ビデオ機器製造業（1995年）（1999年）（2003年）
（2006年）

全国生産額：18,357億円，18,428億円，28,283億円，

20914億円

事業所数：1,212ヶ所，4,498ヶ所，490ヶ所，342ヶ所

G指数：0.03，0.03，0.06，0.10
生産県数（内推定県数）：44県（6），43県（10），
41県（14），36県（12）

図２-４　産業用ロボット製造業

［2698］産業用ロボット製造業（1995年）（1999年）
（2003年）（2006年）

全国生産額：4,410億円，5,259億円，5,283億円，

6239億円

事業所数：946ヶ所，3,842ヶ所，589ヶ所，587ヶ所

G指数：0.06，0.06，0.04，0.05
生産県数（内推定県数）：46県（９），47県（10），
43県（７），45県（11）

図２-５　医療用機械器具製造業

［3131］医療用機械器具製造業（1995年）（1999年）
（2003年）（2006年）

全国生産額：4,858億円，6,664億円，7,261億円，

7,774億円

事業所数：1,291ヶ所，4,747ヶ所，677ヶ所，615ヶ所

G指数：0.03，0.04，0.06，0.07
生産県数（内推定県数）:40県（15），39県（15），
39県（13），36県（12)

図２-６　他に分類されない電気機械器具製

造業

［2799］他に分類されない電気機械器具製造業（1995年）
（1999年）（2003年）（2006年）

全国生産額：15,321億円，15,727億円，10,128億円，

19,851億円

事業所数：1,311ヶ所，5,606ヶ所，528ヶ所，408ヶ所

G指数：0.04，0.04，0.06，0.07
生産県数（内推定県数）：43県（４），45県（４），

45県（12）,45県（11）
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　図２-４には，産業用ロボット製造業の全

国都道府県別の生産額が図示されている。全

国の生産額は期間中安定して5000億円程度

であり，G-集積指数も比較的安定している。

しかし，福岡県における生産額の伸び率は全

国的にも異例であることが理解できる。ま

た，九州全体としても福岡県と佐賀県を合わ

せると，九州の全産業の基準からは大幅に高

い生産シェアを占めていることも明らかに

なっている。一方，医療用機械器具製造業に

関しては，ビデオ機器製造業ほどではない

が，生産額の伸びと共に生産拠点の集積化が

進んでいる（図２-５参照）。生産を行ってい

る都道府県は，1995年の40県から2006年に

は36県に減少して，G-集積指数も0.03から

0.07へと上昇している。九州内においては，

大分県において1999年から急激に生産規模

が拡大して，現在一極集中していることが理

解できる。図２-６のシリコン・ウェハの製

造を含んでいる「他に分類されない電気機械

器具製造業」に関しては，生産を行っている

県数には大きな変化がないものの，生産規模

が大きく変化した県が多いために，G-集積

指数は上昇している。広島県や三重県では生

産規模が大幅に減産されたのに対して，奈良

県・神奈川県・佐賀県では急激に増産されて

いる。

2-4.　自動車関連産業と半導体関連産業にお
ける対全国生産額シェアの分析

　次に本論文で着目している自動車関連産業

と九州における半導体関連産業の対全国生産

額シェアの期間中の変遷を考察してみる。図

２-７には自動車産業のうち，自動車製造業

（二輪自動車を含む）［JS3011］，自動車車体・

附随車製造業［JS3012］，自動車部品・付属

品製造業［JS3013］の福岡県と九州７県の

対全国生産額シェアを示している。まず福岡

県の全国生産額シェアに関しては，自動車製

造業（二輪自動車を含む）のみが1995年に

おける全国生産額シェアが4.2%で集積化の

基準の2.5～2.6%を上回っており，自動車車

体・附随車製造業と自動車部品・付属品製造

業は0.9%で福岡県に相対的には集積してい

なかった産業であると判断できる。サンプル

期間中に自動車製造業（二輪自動車を含む）

は全国生産額シェアが低下し，自動車車体・

附随車製造業と自動車部品・付属品製造業に

関しては数値の変化がほとんど見られなかっ

た。この結果から，1995年から2006年にか

けては，福岡県において自動車産業の集積化

は進まなかったと判断できる。

　しかし，九州全域における全国生産額シェ

アでは若干異なる結果が得られる。期間当初

の全国生産額シェアは，どの産業も九州の基

準の6.3%～6.8%を満たさないために，九州

全体では自動車産業の集積化は90年代半ば

時点では特におこなわれていなかったと判断

できる。期間中の変化を見ると，自動車製造

業（二輪自動車を含む）は，福岡県の生産の

相対的な低下に伴い1995年の6.2%から4.4%
と低下していった。自動車車体・附随車製造

業に関しては期間中大きな変化は無かった

が，自動車部品・付属品製造業に関しては，

1995年当初の2.0%から2006年には3.8%まで

と２倍近く上昇している。

　全国的な傾向を示す簡素な集積指数Gに

関しては，自動車製造業（二輪自動車を含む）

が0.021から0.095への上昇，自動車車体・附

随車製造業が0.105から0.159への上昇，自動

車部品・付属品製造業が0.054から0.058のわ

ずかな上昇が観測できる。すなわち，これら

の自動車産業に関しては生産拠点が全国に拡

散するのではなく，特定の県に集積化が進ん

でいたことが理解できる。以上の分析から，

自動車産業に関しては福岡県には集積が進ま

なかったが，自動車部品・付属品製造業に関

しては全国の生産拠点が集中化するに伴い九

州全体に集積化が進んだことが数値化されて

確認できた。

　次に半導体産業に関しては，半導体製造

装置製造業［JS2667］，半導体素子製造業
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［JS2912］，集積回路製造業［JS2913］，プリ

ント回路製造業［JS2918］の福岡県と九州

７県の対全国生産額シェアが図２-８に示さ

れている。福岡県に関しては，半導体素子製

造業と集積回路製造業が1995年時点におけ

る全国生産額シェアが3.9%と5.0%と全産業

の基準値を上回っているので，この二つの産

業に関しては90年代半ば時点で既に福岡県

に相対的に集積化が進んでいたと判断でき

る。しかし，観測期間中に全国生産額シェア

は，半導体素子製造業においては低下し，集

積回路製造業ではほとんど上昇しなかった。

半導体製造装置製造業とプリント回路製造業

に関してもそれぞれ0.2%と0.4%の全国生産

額シェアの上昇はあったものの，福岡県と

しては半導体産業の集積化は大きくは進まな

かった。

　一方，九州全体で見た場合には異なる展開

が観測される。まず，1995年時点で半導体

製造装置製造業，半導体素子製造業，集積回

図２-７　自動車関連産業の全国シェア
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福岡・全国比率 自動車車体・附随車製造業

福岡・全国比率 自動車部分品・附属品製造業

九州・全国比率 自動車製造業（二輪自動車を含む）

九州・全国比率 自動車車体・附随車製造業

九州・全国比率 自動車部分品・附属品製造業

図２-８　半導体関連産業の全国シェア
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路製造業の３産業で九州全体の全産業の基準

値を上回り，相対的な集積化が観測されてい

る。また，半導体製造装置製造業と集積回路

製造業に関しては，それぞれ全国生産額シェ

アを2.5%と3.7%分上昇させ，12.1%と27.2%
と拡大させている。半導体関連産業の全国の

生産拠点の地理的分布に関しては，半導体製

造装置製造業が図２-９に，半導体素子製造

業が図２-10に，集積回路製造業が図２-11に
示されている。

　全国的な傾向を示す簡素な集中指数Gに

関しては，期間中の変化はどの産業において

も微減もしくは微増に留まっていた。すなわ

ち，これらの半導体産業に関しては全国にお

ける生産拠点の集中化構造があまり変化しな

かったことを意味する。九州地域の全国生

産額シェアを拡大したのに，簡素な集中指

数Gを変化させないためには，そもそも相

対的に生産が集積していた県の全国生産額

シェアの低下が伴う必要がある。以上の分析

から，自動車産業と同様に半導体産業に関し

ても福岡県には集積が進まなかったが，半導

図２-11　集積回路製造業

［2913］集積回路製造業（1995年）（1999年）（2003年）
（2006年）

全国生産額：70,621億円，70,915億円，57,951億円，

54992億円

事業所数：215ヶ所，1112ヶ所，216ヶ所，198ヶ所

G指数：0.04，0.04，0.04，0.05
生産県数（内推定県数）：42県（19），43県（15），
43県（17），41県（13）

図２-９　半導体製造装置製造業

［2667］半導体製造装置製造業（1995年）（1999年）
（2003年）（2006年）

全国生産額：9,535億円，10,822億円，15,425億円，

30,254億円

事業所数：816ヶ所，4,451ヶ所，1,243ヶ所，1,424ヶ所

G指数：0.06，0.06，0.06，0.05
生産県数（内推定県数）：41県（9），44県（９），44県

（８），46県（５）

図２-10　半導体素子製造業

[2912]半導体素子製造業（1995年）（1999年）（2003年）
（2006年）

全国生産額：15,250億円，14,353億円，17,444億円，

14701億円

事業所数：174ヶ所，885ヶ所，178ヶ所，166ヶ所

G指数：0.07，0.06，0.03，0.05
生産県数（内推定県数）：39県（18），40県（19），
41県（18），41県（19）
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体製造装置製造業と集積回路製造業自動車部

品・付属品製造業に関しては他県の集積化さ

れていた生産拠点の減少に伴い九州全体への

集積化が進んだと解釈できる。

　これまで，細分類水準での一産業の生産拠

点の全国立地の変遷を検討してきたが，最後

に関連産業間の集積効果を視覚化するため

に，図２-12において自動車関連産業と図２

-13において半導体関連産業の2006年におけ

る生産拠点の地理的分布を示しておく。当然

のことながら，自動車関連産業においては豊

田市のある愛知県に一極集積しており，静岡

県・神奈川県・広島県等に認識できる程度の

集積が確認できる。しかし，この図で重要な

ことは自動車部品と自動車の組み立てを行う

事業所が同じ地域に立地している共集積を示

していることである。

九州における自動車関連産業の発展を振り

返ると，自動車メーカーの進出と同時に，自

動車関連産業の事業所の進出も起こった。九

州における自動車産業の進出には，３回の

ブームがあった。日産自動車九州工場が立地

協定を結び，生産を開始するまでの1973年

３月から1975年３月を中心とする第１期進

出ブーム，トヨタ自動車九州が立地協定を結

び，生産を開始するまでの1990年７月から

1992年12月を中心とする第２期進出ブーム，

ダイハツ車体の生産開始に関連する1998年
以降，2004年を中心とする第３期進出ブー

ムである。つまり，自動車完成車メーカーの

進出に合わせて，自動車関連事業所の進出が

増加してきた。

　一方，図２-13の半導体関連産業に関して

は，個別の産業でのG-集積指数が比較的小

さく全国に分布していることもあり，自動車

産業の全国の地理的分布とは大きく異なる。

九州における集積は高く，東北・四国・中国

よりも断然に高いことが明らかである。共集

積に関しては，関東地域の県に多く観測され

るが，一方で愛知県のように一つの産業だけ

が突出している例もある。九州の事例として

図２-12　自動車関連３産業

［3011］自動車製造業（二輪自動車を含む）（2006年），
［3012］自動車車体・附随車製造業（2006年），
［3013］自動車部分品・附属品製造業（2006年）

全国生産額：27,2837億円，28,809億円，240,664億円

事業所数：51ヶ所，201ヶ所，8,799ヶ所

G指数：0.09，0.16，0.06
生産県数（内推定県数）：22県（17），36県（15），46県（ ）

図２-13　半導体関連４産業
［2667］半導体製造装置製造業（2006年），
［2912］半導体素子製造業（2006年），
［2913］集積回路製造業（2006年），
［2918］プリント回路製造業（2006年）

全国生産額：30,254億円，14,701億円，54,992億円，

22605億円

事業所数：1,424ヶ所，166ヶ所，198ヶ所，1321ヶ所

G指数：0.05，0.05，0.05，0.02
生産県数（内推定県数）：46県（５），41県（19），
41県（13），45県（８）
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は，DRAM生産に集中していた九州の半導

体産業であったが，後工程で培った半導体の

微細加工技術がデシタル家電の生産に役立つ

ことになった。フラットパネルディスプレイ

関連の製造拠点として，九州への集積化を進

めるのに重要な役割を担うことになった。こ

のような自動車関連産業や半導体関連産業に

みられる産業間の共集積に関しての分析は今

後の重要な研究課題である。

第３節　先行理論モデル

前節では，九州の産業立地について概観し

た。

次に，産業立地を説明する理論モデルを構

築するが，その前に本節において先行研究を

サーベイする。

経済活動の集積の存在を説明するために

は，規模に関して収穫逓増が必要である。そ

の理由は，規模に関する収穫逓増がない場合

を考えると分かりやすい。企業レベルでの規

模に関する収穫逓増が存在しない場合，企業

はどんな生産規模でも効率的な生産を達成す

ることができる。このような条件の下で輸送

費用が存在する場合，輸送費用を被ることを

回避するために，企業は消費者の居住してい

る地点で各個人のために生産を行うのが最も

効率がよい。したがって，これらの条件の下

では経済活動の集積は起こらない。しかし，

企業レベルでの規模に関する収穫逓増の技術

が存在する場合，企業は大規模に生産するほ

ど平均費用が低下する。したがって，小規模

生産よりも大規模生産の方が効率が良い。こ

のような条件の下で輸送費用が存在する場

合，輸送費用を負担することを避けるため

に，生産者と消費者が小さな範囲の地域に集

積する可能性を持つ。

企業レベルでの規模に関する収穫逓増の

技術を理論化することは，DixitとStigliz
（1977）によって提供された独占的競争

モ デ ル で 達 成 さ れ た。New Economic 

Geography（以下ではNEGと表記する）の

理論構築は，独占的競争モデルに輸送費用を

導入することで拡張された。そして，経済活

動の集積を説明する理論モデルを構築するこ

とが可能となった。

差別財の供給者は企業レベルで規模に関し

て収穫逓増の技術を持つ。そのため，より大

きな市場に供給するほど平均費用が低下す

る。このことから，差別財企業はより大きな

市場の近くに立地することを望む。一方，差

別財を消費する消費者は，バラエティの数が

増えるほど効用が高まるというような効用を

持っている。そのため，消費可能なすべての

バラエティを需要する。消費者は輸送費用を

節約しようと，より多くの供給者が立地して

いる地域に住むことを望む。これらが相互作

用し，経済活動の集積が生まれる。NEGに

おける研究では，経済活動の集積は企業レベ

ルでの規模に関して収穫逓増の技術と輸送費

用によるものであると説明し，輸送費用と集

積の程度の関係を示している。

　NEGモデルは，労働者の地域間の移動の

観点から２つに分類される。労働者が移動

可能なモデルを地域モデル，移動不可能な

モデルを国際モデルと解釈する。なぜなら，

国境を越えた労働者の移動は容易ではない

が，国内の地域間の移動は比較的容易だか

らである。前者のモデルの基本的なフレーム

ワークはKrugman（1991）によって構築さ

れた。後者のモデルの基本的なフレームワー

クは，Venables（1996）や Krugman and 

Venables（1995）によって構築された。以

下では，雁行形態モデルやプロダクト・サイ

クル理論に照らし合わせながら様々な集積理

論のモデルについて説明する。

3-1.　Core-Periphery モデル
　NEGの始まりとなったKrugman（1991）
では，独占的競争企業が地域間を均等に分布

していても，企業が１つの地域に集積しうる

ことが示されている。Krugman（1991）で
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の設定は次の通りである。

経済は２地域から構成されていて，２つの

部門と２つの生産要素が存在している。２つ

の部門は農業部門と製造業部門である。２つ

の生産要素は農民と労働者である。農民は地

域間を移動できないが，労働者は地域間を移

動可能であるとしている。

　農業部門は完全競争的であり，農民を用い

て規模に関して収穫一定の技術で同質財を生

産している。簡単化のために，１単位の農業

財を生産するために必要な農民の量を１とす

る。そして，農業財をニューメレールとする。

農業財は地域間を交易するのに輸送費用はか

からないとする。ニューメレールと農業財に

は輸送費用がかからないという設定より，農

業財の価格は両地域で１となり，農民の賃金

も両地域で１となる。

　製造業部門は独占的競争部門である。労働

者を用いて，企業レベルでの規模に関して収

穫逓増の技術で差別財を生産している。具体

的には，x単位のバラエティを生産するため

には，α単位の労働者を固定的投入として，

β単位の労働者を可変的投入として用いる。

固定費用が存在するため，企業にとっては複

数のバラエティを少量ずつ生産するよりも，

１つのバラエティを大量に生産する方が効

率的であるため，１つの企業は１つのバラエ

ティを生産する。つまり，バラエティ数と企

業数が一致する。差別財の輸送には費用がか

かり，輸送費用は氷解輸送の形をしていると

する。

　消費者（農民と労働者）は，農業財と差別

財を消費することから効用を得ている。加え

て，より多くの差別財を需要するほど効用が

増加するような効用関数を持っている。この

ような効用関数のもとでは，消費者はすべて

の種類の差別財を需要するが，居住地域外で

生産された財を需要する時は，輸送費用を負

担しなければならない。

　以上をまとめると，図３-１のように表さ

れる。

図３-１　Krugman(1991) モデル

F H

CRS産業 CRS産業

輸送費用

IRS産業 IRS産業 

図中のCRS産業とは，規模に関して収穫一

定の技術で生産を行っている農業部門を指し

ている。IRS産業とは，規模に関して収穫逓

増の技術で生産を行っている製造業部門を指

している。

　経済活動の空間的集積を説明するた

めには，集積力と分散力が必要である。

Krugman（1991）モデルにおける分散力は，

地域間を動けない農家の差別財に対する需要

である。一方，集積力は，輸送費用と企業レ

ベルでの規模に関する収穫逓増の技術から生

まれる循環的因果関係である。集積力と分散

力の大きさによって，経済活動が分散するか

集積するかが決定される。これらの力関係に

よって製造業部門の企業が地域間を移動する

ことが，雁行形態モデルやプロダクト・サイ

クル理論が分析している産業の移動の厳密な

理論的根拠を与えている。

輸送費用と企業レベルでの規模に関する収

穫逓増の技術によって，消費者と供給者がお

互いに近くに立地したい傾向を持つ。消費者

が居住外の地域で生産されている差別財を消

費する際，輸送費用を被るため，消費者は多

くの差別財企業が立地している地域に住むこ

とを望む。一方，差別財企業は，規模に関し

て収穫逓増の技術を持っているため，より

大きな市場を持つ地域に立地したいと考え

る。この循環的因果関係によって，ある地

域への消費者と差別財企業の集積が導かれ

る。つまり，輸送費用と企業レベルでの規模
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に関する収穫逓増の技術が消費者と差別財企

業の間の需要と費用の関係を生み出し，経済

活動の集積を生み出す。このような構造が

Krugaman（1991）モデルで提供された。

　この循環的因果関係をさらに深く理解する

ために，以下のような状況を考えてみる。最

初に，差別財企業と労働者が地域間を対称に

分布しているとする。そして，何らかの理由

で，ある地域の差別財企業の数がほんの少し

だけ他の地域に移動し，移動先の地域の差別

財企業数が他の地域よりも少しだけ多くなっ

たとする。このとき，輸送費用が存在するの

で差別財企業の増加により，移動先の地域の

差別財価格指数が他の地域よりも低くなる。

その結果，差別財企業が増加した地域の住民

の間接効用が他の地域の住民の間接効用より

も大きくなる。この間接効用の格差が，移動

先の地域に向かう労働者の移住を促す。住民

数の増加はその地域全体の差別財に対する支

出を拡大させ，その地域の差別財市場を拡大

させる。より大きくなった差別財市場が差別

財企業をひきつけ，その地域の差別財企業数

がさらに増加する。差別財企業数の増加が，

さらに多くの労働者の流入を促す。つまり，

集積力である循環的因果関係は，前方連関効

果（より多くの差別財企業が立地することが

消費者の移動を促進させる効果）と後方連関

効果（より大きな市場がより多くの生産者の

立地を誘発する効果）によって生まれる。こ

の前方連関と後方連関効果が分散力よりも大

きい場合，経済活動はひとつの地域に集積す

る。

Krugman（1991）では，輸送費用が高い

場合，経済活動は分散することを示してい

る。加えて，輸送費用がある程度低い場合，

差別財が十分に差別的である（需要の価格弾

力性が高い）場合と差別財に対する支出割合

が高い場合，経済活動の集積が起こることを

示している。

3-2.　労働移動不可能モデル
　Krugman（1991）モデルやそれを拡張し

た労働移動可能なモデルでは，労働者が移住

することで差別財市場の大きさが変化する。

つまり，労働者の移動が経済活動の集積を説

明する上で重要な役割を果たしている。一

方，労働者の移住が不可能なモデルでは，地

域間の労働者の移住がないため，循環的因果

関係は成立しない。つまり，労働移動がない

モデルで経済活動の集積を説明するために

は，差別財市場の大きさを変化させるような

何かが必要である。

Venables（1996） では，上流産業と下流

産業の２つの産業が存在することを導入する

ことで，それらの産業間の垂直的な関係が経

済活動の集積を生み出す循環的因果関係を

与えている。Venables（1996）では，上流，

下流の両産業とも規模に関して収穫逓増の技

術を持ち，両産業の生産物の輸送には輸送費

用がかかるとしている。このような場合，下

流産業の中間財に対する支出割合や下流産業

に属する企業の立地が，上流産業で生産され

る財の市場の大きさを決定する。したがっ

て，上流産業に属する企業は，より多くの下

流産業企業が立地している地域に立地したい

傾向を持つ。加えて，下流産業企業は，中間

財を需要する際に輸送費用を負担しなければ

ならないため，より多くの上流産業企業が立

地する地域に立地したい傾向を持つ。つま

り，２つの産業の垂直的関係が循環的因果関

係を生み出している。

同時に，下流産業は移動不可能な労働者と

需要と供給を通して関連がある。移動不可能

な労働者からの需要に引っ張られるため，上

流産業に比べて下流産業の方が集積力が弱

い。このような設定の下で，輸送費用と経済

活動の集積の程度の関係が示されている。

Krugman（1991）とほとんど同じ結論を

示しているが，労働移動可能なモデルとの大

きな違いは，輸送費用が非常に小さくなる

と，差別財産業は分散して立地することであ
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る。なぜなら，差別財産業が集積して立地す

ると，その地域の賃金が上昇し，生産費用が

上昇してしまうからである。高い生産費用を

回避するために，集積していない地域に立地

しようとする企業が現れる。ゆえに，経済活

動は分散するのである。

　Krugman and Venables（1995）では，上

流産業と下流産業が同じ産業であるモデルを

構築している。つまり，差別財企業が生産し

ている財は消費財と中間財の両方で用いられ

る。中間財に用いられるときは，すべての差

別財企業の生産物から合成財が生産され，そ

れを各差別財企業が中間財として用いる。こ

うすることによって分析はより簡単になる

が，集積を導く費用と需要の関係は保持され

る。

加えて，彼らは輸送費用と集積の関係を示

した上に，経済統合と実質賃金格差の関係も

示している。輸送費用と経済活動の集積の程

度の関係の結論はVenables（1996）とほぼ

同じであるが，新しい結論は，より経済統合

が進むと実質賃金は地域間で均等化すること

である。なぜなら，輸送費用が十分に低い場

合，差別財企業は地域間の市場の大きさの違

いよりも生産費用の低下に反応するようにな

るからである。ある地域への差別財企業の集

積が進めばその地域での賃金が上昇し，賃金

が低い地域へ立地したい誘因が高まる。その

結果，いくつかの企業は集積していない地域

へ立地し始め，その結果，経済活動は分散し，

実質賃金が地域間で均等する。これは，プロ

ダクト・サイクル理論の標準化の過程におけ

る安価な労働力を提供する地域への産業移動

と同様に，これらのモデルは地域間の賃金格

差が企業の移動の誘因となっている。

3-3.　quadratic-utilityモデル
　NEGモデルを用いた研究においては，理

論モデルの複雑さから，結論を得るために

数値シミュレーションに頼らざるを得な

いことが多い。この点を克服するために，

Ottaviano et al.（2002） によってquadratic
効用関数を仮定した理論モデルが構築された

（以降はOTTモデルと呼ぶ）。OTTモデルが

開発されることによって，都市への集積をよ

りシンプルなフレームワークで説明すること

が可能となった。

OTTモデルで得られる結論は，NEGでの

分析とほぼ同じであるが，いくつかの違いが

存在する。NEGモデルでは，企業がつける

価格は限界費用にある一定の固定された率で

マークアップされたものとなる。つまり，限

界費用やマークアップ率が変化しない限り価

格は一定である。しかし，OTTモデルでは，

企業がつける価格が企業数に依存し，企業数

が増加するにつれて価格が低下するという価

格に対する競争効果が現れる。また，NEG
モデルでは，すべての立地点の消費者に対

して企業がつける価格は同じであったが，

OTTモデルでは各立地点の市場は分断され

ており，企業はそれぞれの市場に対して価格

をつけられるため，立地点間で差別的な価格

づけが行われる。

　OTTモデルはNEGに比べてシンプルな構

造を持つため扱いやすく，様々な拡張が試み

られている。

3-4.　地域を考慮したモデル
　前述したNEGモデルやOTTモデルでは，

立地点内の空間的構造を考慮していない。つ

まり，立地点内を費用がかかることなく，財

を輸送できたり居住や立地をしたりすること

ができる，または，立地点が点のようなもの

で，スペースレスであると考えられている。

しかし，実際には立地点内における経済活動

にも距離に関わる費用がかかる。その費用を

導入することによって，立地点内に地域が存

在することを考慮したモデルを構築してい

る。

立地点内における地域の存在を考慮する方

法は２種類存在する。１つは，立地点内にお

いても，立地点間の輸送と同じように輸送費
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用がかかったり，中心地理理論を用いて通勤

費用（混雑費用）をモデルに導入したりする

方法である。もう１つは，立地点内を明示的

に複数の地域に分割し，財の輸送のための地

域間輸送費用を導入する方法である。

前者のうち，立地点内において財に対し

て輸送費用がかかることを想定した分析に

Martin and Rogers（1995）や広瀬（2003） 
がある。これらの研究においては，地域内の

輸送費用を地域内インフラストラクチャーの

質と関連付けている。政府のインフラストラ

クチャーに対する投資（支出）によって地域

内インフラストラクチャーが改善し輸送費用

が低下すると想定している。このような設定

のもとで，地域内インフラストラクチャーの

改善，すなわち，地域内輸送費用の低下が地

域間の企業の空間的分布に与える効果を分析

している。これらの研究においては，地域内

インフラストラクチャーの改善（地域内輸送

費用の低下）は，当該地域に企業をひきつけ

ることが示されている。

前者のうち，中心地理論を用いた分析に

は，Helpman（1997），Tabuchi（1998），

Murata and Thisse（2005）などが挙げら

れる。これらの研究では，NEGモデルに次

のような点を導入することで，地域内に空

間（距離）を組み込んでいる。導入された

新しい要素は，ある地域内に中心業務地区

（CBD）があること，地域内住民全員がCBD
に通勤すること，通勤には費用がかかること

である。これらを仮定することで，モデルの

中に地代という形で混雑費用が導入される。

つまり，混雑費用が新しい分散力としてモデ

ルの中に付け加えられることとなる。これら

の研究で得られた新しい発見は，立地点間の

輸送費用の変化が企業の空間的分布に与える

効果が以前得られたものとは反対になること

である。立地点間の輸送費用が十分に低い水

準となった場合，企業は地域間を容易に財の

輸送をできるようになるため，市場の大きさ

に対する反応よりも経済活動が集積すること

で上昇してしまう生産費用に対する反応の方

が敏感となる。そのため，混雑費用を導入す

ると，輸送費用が低下すると経済活動は分散

する。

後者の立地点内を明示的に複数の地域に分

割した研究は，第２節で分析した日本国内の

地域間の産業の立地の分析の理論的根拠とな

りうる。これらのモデルは，NEGモデルを

拡張した研究とOTTモデルを拡張した研究

の2つに分類される。NEGモデルを拡張した

論文には，Krugman and Livas Elizondo
（1996），Monfort and Nicolini（2000）や

Crozet and Koenig-Soubeyran（2002）が

存在する。OTTモデルを拡張した論文には，

Behrens（2004） とBehrens et al.（2006，

2007）による一連の研究が挙げられる。最初

にNEGモデルを拡張した研究のサーベイを

行い，次に，OTTモデルを拡張した研究の

サーベイを行う。

NEGモデルを拡張した論文は，Krugman 

and Livas Elizondo （1996），Monfort and 

Nicolini（2000）や Crozet and Koenig-

Soubeyran（2002）である。Krugman and 

Livas Elizondo（1996）では，２国３地域

モデルを想定している。自国には２地域存在

し，外国は１地域であると考えている。この

設定の下で，国際貿易への参加が国内の企業

立地にどのような影響を与えているかを調べ

ている。加えて，この論文では，自国内の地

域において中心地理論を利用した混雑費用を

導入している。すなわち，この論文は中心地

理論と明示的な地域分割の両方の特徴を持つ

モデルである。この論文では，中心地理論を

導入したモデルの箇所で説明した分散力が経

済の中に導入されたため，NEGの研究で得

られたほとんどの結論とは逆の結論が得られ

た。すなわち，国際貿易費用が高いと経済活

動は集積し，低いと経済活動は分散する。

Monfort and Nicolini（2000）では，

Krugman（1991）モデルを２国４地域のモ

デルの拡張し，国際間の輸送費用に加え，国
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内間の輸送費用も導入している。このような

設定で，国際間と国内間の輸送費用のそれぞ

れの変化が国内間の企業の立地に与える影響

を分析している。両国は対称である。国際間

の貿易費用の低下が国内の企業立地に与える

効果はKrugman（1991）で示された結論と

ほとんど同じである。加えて，国内間輸送費

用の低下も，国内の地域間において企業の集

積を導きやすいことを示している。

Paluzie（2001）では，Krugman（1991） 
モデルを２国３地域モデルに拡張している。

この論文の目的は，国際貿易に関する政策

が国内の地域間不平等に与える効果を調べ

ることであるため，Krugman and Livas 

Elizondo（1996） と同じように自国内には

２地域が存在しているとしている。残りの１

地域を外の世界と考えている。外の世界の分

析は省略している。輸送費用に関しては，国

際間貿易費用と自国内の地域間輸送費用が存

在している。このような設定の下で，貿易費

用の変化が自国の経済活動の立地にどのよう

な影響を与えるかを分析している。結論のほ

とんどが数値シミュレーションによって得ら

れている。この論文では，Krugman（1991）
で得られた結論とほぼ同様の結論が得られて

いる。貿易費用が十分に高い場合は自国内の

経済活動は対称となる。貿易費用が低下し始

め，ある値より低くなると，対称な均衡と集

積均衡の両方が安定的となる。さらに低下す

ると，対象均衡は不安定となり，集積均衡の

みが安定的となる。

Crozet and Koenig-Soubeyran（2002） 
では，Paluzie（2001）と同じような世界を

想定しており，Krugman（1991）モデルを

２国３地域モデルに拡張している。このよう

な設定の下で，Paluzie（2001）と同じように，

貿易費用の変化が自国の経済活動の立地に

どのような影響を与えるかを分析している。

この論文においても，結論のほとんどが数

値シミュレーションによって得られている。

Paluzie（2001）との違いは，２種類の貿

易費用を考えている点である。Crozet and 

Koenig-Soubeyran（2002）では，自国内の

２地域が同じ貿易費用で外国と取引できる場

合（Paluzie（2001）での分析と同じである） 
と，各地域の外国との取引費用が異なる場合

の２つのケースを分析している。自国内の２

地域が両方とも同じ費用で外国とアクセスで

きる場合は，Paluzie（2001）において示さ

れている。しかし，２地域の取引費用が異な

る場合は異なる結果が得られる。２地域の取

引費用が異なる理由として，ある地域は他の

地域を経由して外国と取引しなければならな

いことを想定している。その場合，直接貿易

できない地域は地域間輸送費用と貿易費用の

和が取引費用となる。そのような場合，新し

い効果が現れる。それは，貿易費用が低下す

ることから外国企業との競争が激しくなるこ

とが予想され，競争を避けるために取引費用

が高い地域へと集まろうとする効果である。

結論は以下の通りである。貿易費用が十分に

高い場合，自国の経済活動は対称的に分布す

る。しかし，取引費用が低下すると，取引費

用が低い地域に不完全に集積し始める。さら

に取引費用が低下すると，海外の企業との競

争を避けるために，取引費用が高い地域に企

業が集まり始めることを示している。

OTT modelを拡張した研究は，Behrens 
（2004）やBehrens et al. （2006，2007）の

一連の研究が挙げられる。Behrens（2004）
では，３地域が存在するモデルを構築してい

る。３地域のうち２地域は同じ国に所属して

おり，残りの１地域は残りの世界と考えてい

る。財の輸送には同国の地域間の輸送とある

国と世界の間の貿易の２種類が存在する。こ

の設定の下で，同国に所属している２地域間

の財の輸送費用と国際間の貿易費用の低下

が，企業の地域間の空間的分布にどのように

影響を与えるかを調べている。分析は国際貿

易が起こる範囲に限定している。地域間輸送

に関して３つのケースに分類している。⑴企

業の空間分布がどのような範囲でも，地域間
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輸送が起こらない，⑵企業の空間分布がどの

ような範囲でも，地域間輸送が起こる，⑶地

域間輸送は企業の空間分布に依存する。⑴は

地域間輸送に関するインフラストラクチャー

の質が低いと解釈でき意味し，⑵は国内の地

域間が十分に統合されていると解釈できる。

このような３つのケースのそれぞれにおい

て，国際貿易費用の低下が地域間の企業の空

間分布にどのような影響を与えるか，それに

加えて⑶のケースにおいては，空間的分布が

貿易費用の低下に従ってどのように変化する

かを示している。この論文では，国内の企業

の分布を地域間で均等にしながら国際統合を

深めていくことができる可能性があることが

示されている。つまり，地域間格差を大きく

しないためには，地域間輸送と国際貿易に対

する政策の調整が必要であるということを示

している。

Behrens et al.（2006）では，２国４地域

モデルを構築している。各国内の２つの地域

のうちのあるひとつの地域は，直接国際貿易

を行うことができず，他国と取引をする際に

は他地域を経由しなければならない。このよ

うな設定の下で，地理的に離れている地域の

経済は経済活動の立地に関する優位性を失う

か否かを分析している。分析が複雑であるた

めに，⑴外国の企業分布がgated regionに

集積している場合と，⑵地域間を均等に立地

している場合の２つのケースに焦点を当てて

いる。これらのケースにおいて，自国の企業

の立地がlandlocked regionに集積するとき

とgated regionに集積するときの条件を導

いている。両ケースとも，地域間輸送費用が

高いときに，landlocked regionに集積する

ことが安定的になり，地域間輸送費用が低い

ときにgated regionに集積することが安定

的になることを示している。外国の地域間輸

送にも結果は依存しており，外国の地域間

輸送のインフラストラクチャーが乏しい場

合，または，貿易費用が低い場合は，自国は

gated regionに集積しやすいことを示して

いる。

　Behrens et al.（2007）では，Behrens et 

al.（2006）と同じく２国４地域経済を考え

ている。加えて，Behrens et al.（2006）と

同じく国際貿易に関する輸送費用（貿易費

用）と，国内の地域間の財の輸送にも費用（輸

送費用）がかかるとしている。Behrens et 

al.（2006）との違いは，gated regionが存

在せず，すべての地域が同じ費用で他国の地

域にアクセスできることである（図３-２を

参照）。

図３-２　Behrens et al. (2007)モデル

F H

1地域　　　　　　　　 1地域
輸送費用(t)

2地域　　　　　　　　　　　 2地域

所与の貿易費用では，地域間輸送費用が十

分に低い場合は経済活動が集積すること，地

域間輸送費用が十分に高い場合は経済活動が

分散することが示されている。これは，ある

国内においてKrugman（1991）やそれ以降

の研究で示された結論が成立していることを

示唆している。国際間の貿易費用が低下する

と，国内において経済活動が分散しやすくな

ることが新たに明らかにされている。これ

は，国際間貿易費用が低下することで厳しく

なった企業競争を，国内で企業が分散するこ

とで競争を緩和させようとする反応である。

予想に反して，ある国の企業立地の分布が他

国の地域間輸送費用に依存していないことが

示されている。これは，すべての地域が同じ

費用で他国の地域と取引できるという仮定と

国際市場がセグメントされているという仮定

に由来するものである。

この論文のもっとも大きな貢献は，貿易費

用や輸送費用が各国の厚生に与える効果を調
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べていることである。厚生分析を行うこと

で，各国が行う輸送政策に対して調整が必要

か否かが明らかになる。貿易費用の低下の効

果は，貿易費用の水準により３つに分けられ

る。まず，貿易費用が十分に高い場合は，貿

易費用の低下によって両国の厚生は共に低下

する。貿易費用が中間の水準である場合は，

貿易費用の低下により一方の国の厚生は上昇

し，他方の国の厚生は低下し続ける。しか

し，貿易費用がある程度低くなると，貿易費

用の低下により両国の厚生が上昇する。地域

間輸送費用の低下が各国の厚生に与える効果

は，自国の輸送費用の低下は厚生を上昇させ

るが，他国の輸送費用の低下は厚生を低下さ

せる。つまり，ある国の輸送費用の低下が，

その国の厚生を上昇させる一方で，他国の厚

生を低下させる可能性があり，その場合は輸

送政策のコーディネーションが必要であると

述べている。

第４節　非対称国内２地域国際貿易モ
デル

　これまでに述べた先行研究では，ある国と

他国間の取引に関して費用が等しいか，また

は，全く貿易できないと仮定している。この

ような仮定に当てはまる経済は，ひとつの都

市を中心にして海外との取引を行っている経

済だと考えられる。しかし，日本は各地域が

輸出入を行っているうえに，国土が細長いた

めに，主要な取引国との距離が近い地域もあ

れば遠い地域もある。つまり，輸送費用に関

して先行研究で課している仮定は，日本経済

の分析を行うのに不十分だと言えるだろう。

特に，九州は日本が活発に取引しているア

ジア地域との距離が非常に近い。また，アジ

ア（特に東アジア）は急速な経済発展を遂げ，

現在は大きな市場を保有している。したがっ

て，九州のアジアとの近接性を海外との貿易

費用に反映させ，それを理論モデルに組み込

むことが九州経済を分析する際に必要となっ

てくるだろう。したがって，新しい理論モデ

ルとして，海外との貿易費用が異なる２地域

がひとつの国に存在しているようなモデルを

構築する必要がある。

自国と外国との貿易において，自国内に存

在する各地域で輸送費用が異なるという可能

性は十分考えられる。そこで，自国内には２

地域が存在し，それらの地域と外国との財の

輸送費用が異なると仮定する（図４-１）。こ

のような経済において，企業の立地にどのよ

うな効果を与えるのかを分析する。

図４-１　非対称国内二地域国際貿易モデル

F                       H

輸送費用

ｔ1　　　　　1地域

0地域

ｔ2 2地域

　最初に，モデルの設定を説明する。この経

済には，自国と外国の２つの国が存在する。

自国には１と２と呼ばれる２地域（r=1，2）
が存在する。外国には，０と呼ばれる１つの

地域が存在する。つまり，外国と地域０は等

しい。各国には，国内を移動できる労働者

Lr（r=0，1，2)と国内を移動できない労働者

Aが居住している。労働者は国際間を移住で

きないが，地域間を移住することは可能であ

る。国内を移動できない労働者は地域間も国

際間も移動できない。また，国内を移動でき

ない労働者は各国と各地域に均等に居住して

おり，各国にA単位，自国の地域内にはA/2
単位の国内を移動できない労働者が居住して

いる。

　この経済には差別財と同質財の２種類の財

が存在している。同質財は国内を移動できな

い労働者を用いて，規模に関して収穫一定の

技術で生産される。この財は，地域間や国際
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間を自由に貿易される。またニューメレール

財とする。差別財は，生産要素Lrを用いて

規模に関して収穫逓増の技術で生産される。

　差別財を生産している各企業の市場全体に

対する影響力は弱いとする。そのため，潜在

的な企業数はNで，Nは十分に大きいと仮定

する。規模に関して収穫逓増の技術で生産さ

れるため，財の数と企業数は一致する。

　消費者は差別財と同質財の消費から効用を

得ている。効用関数は以下のように表され

る。

 （4-1）

ただし，q(i)はバラエティi∈[0，N]の需要

量，q0は同質財（ニューメレール財）の需要

量，Nは経済全体の企業数である。また，α

＞０，β＞γ＞０である。

　各消費者は１単位の労働と，q0単位の同質

財を初期に保有している。各消費者は（4-1）
式の効用関数を，以下の予算制約の下で最大

化する。

 （4-2）

ただし，p(i)はバラエティiの価格，yは各個

人の所得を表している。均衡での各個人の

ニューメレール財の需要量が正になるほど，

ニューメレール財の初期保有量は十分大きい

とする。

　消費者の効用最大化問題を解くと，以下の

ような各バラエティに対する需要量が導出さ

れる。

 (4-3）

ただし，a≡α/[β＋(N－1)γ]，ｂ≡1/[β＋

(N－1)γ]とc≡γ/(β－γ)[β＋（N－1)γ]
である。

　この需要関数を用いて，間接効用関数を導

出すると，以下のようになる。

 （4-4）

　供給サイドについて説明する。ニューメ

レール財は１単位の国内を移動できない労働

者を投入すると１単位のニューメレール財が

生産される。ニューメレール財は地域間と国

際間を自由に貿易されるため，均衡では，３

地域のいずれも同じ価格，１となる。また，

生産技術より生産要素Ａの均衡での賃金は，

１となる。つまり，w A
1＝w A

2 ＝w A
0＝１と

表される。

　差別財の生産については，各バラエティー

の生産には，固定費用としてø単位の労働

と，限界的にμ単位の労働を必要とする。

各企業は，差別財産業に自由に参入退出する

ことができるとする。簡単化のためにμ＝

０とする。この生産技術より，各地域の企業

数は以下のように表される。

 （4-5）

ただし，Lr (r＝0，1，2)は各地域に存在する

国内を移動できる労働者，nr (r＝0，1，2)は
各地域の立地する企業数を表す。経済全体に

存在する企業数をNで表すことにしているた

め，N=n0＋n1＋n2となる。また，自国の国

内を移動できる労働者をLで表すとする。つ

まり，L=L1＋L2である。

国内を移動できる労働者は国内の地域間は

移動可能だが，国際間は移動不可能であると

する。自国の国内を移動できる労働者のうち

地域１に居住する彼らの割合をλとする。し

たがって，L1=λL，L2＝(1－λ)Lとなる。

差別財企業は自由に参入退出することができ

るので，正のoperating profitはすべて，国

内を移動できる労働者の賃金として吸収され
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る。貿易費用がかかるため，企業は各地域の

市場において差別価格を設定することができ

る。

差別財の地域間輸送には，輸送費用がかか

る。自国の地域間の輸送費用はτで表す。ま

た，国際間の貿易費用は，地域１と２では異

なる。地域１と地域０との間の貿易にかかる

費用はt1，地域２と地域０との間の貿易にか

かる費用はt2で表す。また，t1＞t2を仮定する。

これは，地域１が関東，地域２が九州，地域

０がアジアを想定していることからの仮定で

ある。つまり，輸送費用Trs は以下の通りで

ある。

地域１に立地している企業に注目する。こ

れは，他の地域の企業にも当てはまる。各バ

ラエティに対する需要関数，（4-3）式より，

地域１の企業が直面する各地域からの需要は

以下のように導出される。

 

ただし，Pr(r＝1，s)は地域ｒの価格指数を表

し，以下のようになる。

最後に，地域１に立地している各企業の利

潤関数は，以下のように表される。

ただし，prs(r，s，＝0，1，2)はｒ地域で生産

されたバラエティーのｓ地域での需要量，

w1は地域１の国内を移動できる労働者の賃

金を表す。

各企業は，自身のつける価格が価格指数に

は影響しないという仮定のもとで，利潤を最

大にする価格を設定する。均衡における各企

業がつける価格を＊で表す。各企業の最適化

行動より，各企業がつける価格は以下のよう

になる。

また，均衡における企業がつける価格は，以

下の関係を満たさなければならない。

これらの式より均衡における価格は以下の

ように導出される。

 (4-6）

n1＋n2＝nと定義すると，国内を移動できる

労働者は国際間を移動しないのでnは不変で

ある。したがって，n2の低下はn1の増加を表

す。したがって，（4-6）式より，ある地域の

企業数が増加するとその地域で生産されてい

るバラエティの価格が低下することが分か

る。また，輸送費用が低下すると価格も低下

することが明らかである。これらの効果を先

行研究では，競争促進効果と呼んでいる。加

えて，注意すべき点は，国際間の輸送費用が

発送する地域によって異なるため，自国内の

ある地域が外国の消費者に対してつける価格

は，自国内の両地域の企業数に依存する。こ

れは，国際間の輸送費用がどの地域でも等

しいようなモデル（Behrens et. al.（2007））
では見られない特徴である。この性質は，外

国との輸送費用が地域によって異なることか

ら派生するものである。

ここで，貿易が起こる各輸送費用の範囲を

求める。最初に，自国内の地域間貿易につい

て調べる。地域１から地域２への貿易が起こ

る地域間輸送費用の範囲は以下の通りであ

る。
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また，地域２から地域１への貿易が起こる

地域間輸送費用の範囲は以下の通りである。

以上より，地域 r(＝1，2)と外国との国際

貿易の輸送費用が低下すると，自国内の地域

間貿易が起こりにくくなることがわかる。こ

れは，より安い費用で輸送できる輸入財に

よって他地域の価格の高い財を置き換えよう

とするからである。t1＞ t2を想定しているこ

とから，地域１と地域２の間で双方向の貿易

が行われる地域間輸送費用の範囲は以下で示

されることがわかる。

同様に，地域１と地域０の間で双方国の貿

易が行われる国際間輸送費用の範囲を求める

と以下のようになることが分かる。

また，地域２と地域０の間で双方向の貿易

が行われる国際間輸送費用の範囲を求めると

以下のようになることが分かる。

これらの条件から，地域 r(＝1，2)と地域

０の間で双方向の貿易が行われるか否かは，

地域間輸送費用と自国内の企業の分布に依存

していることが分かる。自国内の地域間輸送

費用が低下したり，地域内の企業数が増加し

たりすると国際間貿易が起こりにくくなるこ

とがわかる。これは，地域内の競争が激しく

なるため，外国の企業がその市場に財を輸出

しにくくなるからである。今後は，これらの

地域間と国際間輸送費用が成立していると仮

定する。

　均衡においてoperating profitはゼロであ

るから，利潤は国内を移動できる労働者の賃

金に吸収される。地域１に立地する企業が各

地域で獲得する利潤は以下のようになる。

そして，

ただし，π1r(r＝1，2)は地域１の企業が地域

rに供給することから得られる利潤を表す。

均衡における地域１に居住している国内を移

動できる労働者の賃金をw1
＊で表すと，w1

＊

＝(π11
＊＋π12

＊＋π10
＊)/φである。したがっ

て，均衡における地域１に居住している国内

を移動できる労働者の賃金は以下のようにな

る。

 (4-7）

　ここで，地域 i＝1，2の国内を移動できる

労働者の間接効用関数を求める。地域 iの国

内を移動できる労働者の間接効用関数は以下

のように表される。

 (4-8）
ただし，　

 (4-9）

国内を移動できる労働者は地域１と２の間

を自由に移動可能であるから，国内を移動で

きる労働者は地域１と地域２のそれぞれの地

域で獲得できる効用を比較する。国内を移動

できる労働者の空間的分布λが均衡になるの

は，任意の国内を移動できる労働者が居住地
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を変えることでより高い効用を得ることがで

きないときである。まず，地域１と地域２で

得られる間接効用の地域間格差を以下のよう

に定義する。

 （4-10）
間接効用の格差は国内を移動できる労働者

の空間的分布に依存することがわかる。空間

均衡λ∈(0，1)は∆V (λ)＝0が成り立つと

き，λ＝1は∆V (λ)＞0が成り立つとき，そ

して，λ＝0は∆V (λ)＜0が成り立つときに

あらわれる。

（4-8）式を用いると，地域間間接効用格差

は以下のように書き直される。

これを（4-7） 式と（4-9）式を用いて書き

換えると，∆V (λ)がλの関数であることが

明らかである。

さらに，地域間間接効用格差は以下のよう

な形になることがわかる。

 （4-11）

ただし，GとHは地域間や国際間の輸送費

用の関数である。各輸送費用の大きさに依存

して，GとHの符号が決定される。この式か

ら，λ＝1/2において∆V (λ)＝0が成立しな

い可能性があることが明らかである。つま

り，先行研究において常に均衡であったλ＝

1/2がここでは均衡にならず，どちらかの地

域により多くの企業が集まるような均衡が存

在する可能性がある。これは，自国から外国

へ財を輸送する際の貿易費用が，地域によっ

て異なることから生まれる結果である。どち

らの地域に企業（国内を移動できる労働者）

が不完全に集積するかは，各輸送費用やパラ

メータの大小関係に依存する。

空間均衡の安定性を調べるために，ある国

内を移動できる労働者がある地域から他の

地域へ移動するとき，地域の労働市場の調

整が一瞬で行われると仮定する。企業や国

内を移動できる労働者が不完全に集積する

集積，つまり，均衡のλが０と１の間におさ

まるような均衡においては，∂∆V(λ)/∂λ

が負であるならばその均衡は安定であるが，

∂∆V(λ)/∂λが正であるならば不安定であ

る。つまり，不完全に集積している均衡の安

定性は，Gの符号によって決まるが，前述し

たようにこれは，各輸送費用やその他のパラ

メータの大きさに依存する。

Gの符号が負になる条件を調べてみる。こ

こでは，九州・アジア間の輸送費用に注目す

る。つまり，t2に注目する。t2が高いとき，t2
の低下は不完全集積を不安定にさせやすい。

しかし，t2が低いとき，t2の低下は不完全集

積を安定にさせやすい。つまり，九州・アジ

ア間の輸送費用が十分に高いと，その輸送費

用が低下するにしたがって九州，または関東

のどちらかに産業は集中してしまうが，九

州・アジア間の輸送費用が十分に低いと，そ

の輸送費用が低下するしたがって九州や関東

の両方に産業は立地するようになる，と解釈

できる。

加えて，GやHはアジアの人口に依存して

いる。本稿のモデルでは，L0の増加が所得の

上昇を表しているので，L0がGやHに与え

る効果を調べれば，アジア諸国の経済発展が

日本国内の立地に与える影響を明らかにする

ことができる。

　本節の冒頭で説明したように，九州がアジ

アに近いことやアジア諸国の経済の発展が九

州への企業の立地を促していると考えてい

る。それらを確かめるためには，t2やL0が地

域間間接効用格差に与える効果を調べる必要

がある。t2の低下やL0の増加が，（4-11）式

の右辺を低下させるならば，アジアと九州の

近接性やアジア地域の経済発展が九州への企

業の立地を促していることを意味する。正確

な分析は将来の研究課題である。

第５節　県別の輸出データによる実証
分析

5-1.　税関局貿易統計データ
　日本の地域別輸出の分析にあたっては，財
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図５-１　東京港の輸出シェア
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図５-２　横浜港の輸出シェア
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図５-３　名古屋港の輸出シェア
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図５-４　大阪港の輸出シェア
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図５-５　神戸港の輸出シェア
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図５-６　福岡経済圏の輸出シェア
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務省税関局が提供している港湾別の貿易デー

タが有益である。港や空港にある税関事務

所や内陸部の税関支所等の合計203ヵ所５）別

に申告された輸出・輸入のデータが月別に

HS9分類に基づいて相手先国別に数量と円建

て取引金額が計上されている。国際標準であ

るHarmonized System (以 下，HS)で は，

６桁分類が用いられていて，各国が更なる詳

細である分類をおこなう場合には裁量により

桁数を追加することが認められている。日本

においては，国際標準の６桁分類に輸出と輸

入に異なる３桁コードを追加している。

都市間の距離に関しては，各都市の緯度と

経度から計算をすることが可能である。日本

の都市の緯度と経度と，貿易相手国に関し

ては首都の緯度と経度を用いて，地平上の

直線距離を計算した。所得に関しては，貿

易相手国に関してはIMFのInternational 

Financial Statistics（IFS）からGDPを用

いて，日本国内の各地域の所得に関しては貿

易港が所在する都道府県の所得を用いた。県

内の所得を示す県内総生産と，工業統計表か

らは中間工業製品に関する需要と密接な関係

のある県内製造業総出荷額が用いられた。

5-2.　六大港におけるアジア諸国への輸出
シェア

Yoshida（2007）では，日本の主要港６港

（東京港，横浜港，名古屋港，大阪港，神戸港，

福岡経済圏）のアジア９カ国向けへの輸出に

関しての実証分析が行われている。図５-１
から図５-６では，六大港（東京・横浜・名

古屋・大阪・神戸・福岡経済圏）のアジア諸

国向けと世界全体向けの（各港の全国に占め

る）輸出シェアが1988年より2005年までが

示されている。Worldで示されている世界全

体向けの輸出シェアは，当該港の世界全体に

対する平均的な輸出シェアであるので，その

水準より高い輸出シェアを示す場合はその国

への輸出傾向が高いことを示している。より

厳密な分析は以下のGravity Modelの実証

分析で明らかになるが，日本国内の地域と相

手国との距離の近さが輸出シェアを高めてい

るかを確かめる根拠のデータとなっている。

図５-１に示される東京港では，アジア９

カ国中８カ国向けの輸出シェアが東京港の平

均的シェアを下回っている。唯一，1990年
前後に平均シェアを５％近く上回っていたシ

ンガポール向けの輸出シェアも2005年には

ほぼ平均水準に低下している。図５-２の横

浜港では，1990年前後に多くのアジア諸国

向けの輸出シェアが横浜港の平均的シェアを

10％近く上回っている。しかし，2005年には

その差は大幅に縮小して最大でも５％にまで

になっている。横浜港に関しては，まだアジ

ア諸国向けへの輸出シェアは平均シェアより

も高い国が多いが，傾向的には縮小化してい

ることが観測できる。図５-３の名古屋港に

関しては，一部の例外を除き，概してアジア

向け輸出シェアは名古屋港の平均的輸出シェ

アを下回っている。

一方，図５-４の大阪港に関しては，韓国

向けの輸出シェアが大阪港の平均的輸出シェ

アの二倍近くを期間中を通して維持している

ことが特徴的である。図５-５の神戸港に関

しては，多くのアジア諸国向けの輸出シェア

が平均的輸出シェアを上回っている。また，

図５-６の福岡経済圏の輸出シェアからは，

韓国向けとフィリピン向けの輸出が世界全体

向けよりも大幅に高いシェアを示している。

韓国向けに関しては，平均輸出シェアの３倍

もの値を示している。

この港別の輸出シェアによれば，距離以外

のその他の要因も当然考慮されるべきではあ

るが，大阪・神戸・福岡のアジア諸国向けの

輸出シェアは相対的に高いことが示されてい

る。これは大阪・神戸・福岡が名古屋・横浜・

東京よりもアジア諸国に近く，地理的な優位

性が輸出性向に影響を与えている可能性を示

唆している。
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5-3.　日本国内の地域単位による貿易分析
　国際貿易の実証研究においてGravity 

Modelとは，二つの地域間の貿易量がそれ

ぞれの所得に対して正の関係を持ち，二地域

間の距離に対して負の関係を持つことを想

定している推定モデルである。貿易を行っ

ている国の所得の上昇と共に輸入が上昇する

ことと，距離とともに輸送費用が上昇するこ

とを考えれば当然の帰結である。厳密な理

論としてこの関係を支持するものとしては，

Anderson（1979）等がある。第４節では，

輸送費用は t1と t2，貿易相手国の所得はLo
で表わされ，Gravity Modelの想定と同じ結

論が導びかれている。

　Gravity Modelの実証研究は数多く行わ

れているが，国内の地域単位での貿易を考

慮した研究は非常に少ない。例外としては

McCallum（1995）が，カナダとアメリカの

州間の貿易に関しての実証研究を行ってい

る。本節では，日本国内の地域別のデータを

用いることで、貿易を要因とした国内の製造

業の立地への影響を計測する実証分析を行

う。

　Yoshida（2007）でのGravity Modelの推

定式は，次の（5-1）式にあるようなパネル

モデルになっている。福岡経済圏に関して

は，吉田（2007）に基づき各港が特定の工業

製品の輸出に特化しているために，門司港・

下関港・苅田港・戸畑港・博多港・福岡空港

を合わせたものとして定義している。

 （5-1）

LEXPijktは i港の j国向けのk産業の t期
における輸出金額，LGDPは港の属する県

の所得の代理変数６），LCGDPは輸入国の

GDP，LDISTは i港と j輸入国間の距離と

なっている。以上の全ての変数は自然対数を

取ったものになっている。さらに，港ダミー

と輸入国ダミーと産業ダミーが含まれてい

る。

　表５- １には，Yoshida（2007）の Table
５から本論文で注目している半導体産業と自

動車産業を含む電子機器（HS85）と輸送機

器（HS87）の推定結果が抽出されている。

以上の二産業に加えて，参考のために機械

（HS84）産業の推定結果も提示している。三

産業ともに，推定された係数は全て統計的に

有意であり，符号も理論的に期待されるもの

と一致している。

この距離の効果を解釈する上で重要な点が

２点挙げられる。第一点は，ここでの距離の

効果は輸入国の地理的位置によっても変化す

ることである。国内における産業の立地が東

京か福岡であることは輸出量には影響を与え

ないとしても，輸入国が近接の韓国なのか遠

方のインドネシアなのかによって輸出量が変

表５-１　HS２桁分類によるGravityモデル

LPGDP LCGDP LDIST adj R2 観測数 HME

機械（HS84） 1.051*** 0.777*** -2.137*** 0.55 54,031 5.497***

(0.060) (0.034) (0.104)

電子機器
（HS85）

1.567*** 0.983*** -2.708*** 0.48 35,035 8.7753***

(0.080) (0.045) (0.138)

輸送機器
（HS87）

0.747*** 0.233** -0.609* 0.46 8,589 3.0287***

(0.203) (0.112) (0.370)
出所：Yoshida(2007）のTable５より抽出。括弧の中は標準偏差を示し，“***” , “**” , and “*” はそれぞれ１％，

５％，10%水準で統計的有意であることを示す。港ダミーと輸入国ダミーを省略。HMEはホームマーケッ

ト効果である。
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化することで，推定された距離の係数を有意

にしてしまう。Yoshida（2007）では、その

点を考慮するために別の推定式で、輸入国

⒥を固定した上で（5-1）式のようなパネル

モデルを推定している。その時にも、距離の

係数は中国を除く全ての輸入国において統計

的に有意な負の関係が得られている。

　第二に注目する点としては、産業によって

は距離が二地域間の貿易に与える影響の程度

が大きく異なる点である。機械・電子機器産

業においては絶対値で 2 以上であるのに対し

て、輸送機器では 0.6 程度である。輸出金額

も距離も自然対数を取っているので、推定さ

れた係数は弾力性で示されている。ソウルを

基点とした韓国までの距離は、福岡からでは

539 キロであるのに対して、東京からは 1,188
キロである。その他の県内総所得等の要件を

所与とすると、韓国への輸出は福岡と比較す

ると東京発の輸出額は、電子機器では 324%
も減少するのに対して輸送機器では 73% し

か減少しないことになる。この数値の絶対的

な解釈には第１点の注意点が必要であるが、

産業毎に距離の貿易に与えるインパクトが異

なる点は重要である。

5-4.　九州主要産業におけるGravity Modelに
よる実証分析

　次に本論文ではYoshida（2007）に基づ

き，より細かい産業分類になるHS４桁コー

ドによる（5-1）式の推定を行った。ここで

の推定式では，一つの産業毎に推定を行っ

ているために産業に関するkは表れてこな

い。第２-３節で示された近年の九州経済に

おいて重要な産業であるビデオ機器製造業

［JS2742］，産業用ロボット製造業［JS2698］，
医療用機械器具製造業［JS3131］に加えて，

自動車関連産業と半導体関連産業の輸出に

関しての分析を行う。自動車関連産業と半

導体関連産業とは，自動車製造業（二輪自

動車を含む）［JS3011］，自動車車体・附随

車製造業［JS3012］，自動車部品・付属品

製造業［JS3013］，並びに半導体製造装置製

造業［JS2667］，他に分類されない電気機械

器具製造業［JS2799］，半導体素子製造業

［JS2912］，集積回路製造業［JS2913］，プリ

ント回路製造業［JS2918］である。これら

の産業分類は工業統計表の細分類に基づいて

いるので，これらに対応する貿易の分類であ

るHSコードを適切に選ぶ必要がある。これ

らの産業が対応するHSコードは順に，テレ

ビ・デジタルカメラ（HS8525）７），機械類（産

業用ロボット含む）（HS8479）８），医療用機器

（HS9018），乗用車（HS8703）並びにトラッ

ク（HS8704），車体（HS8707），自動車部品

（HS8708） ，半導体製造装置（HS9010），ウェ

ハ（HS3818）９），半導体デバイス（HS8541），
集積回路（HS8542），印刷回路（HS8534）
である。以上の産業に関してのGravityモデ

ルによる推定結果が表５-２に示されている。

　前述のHS２桁分類による産業における実

証結果とは異なり，統計的に有意でなかった

り，理論的に期待される符号と逆の推定結果

も得られている。港の属する県の所得に関し

ては，トラックとテレビ・デジタルカメラと

ウェハの係数が統計的に有意ではなく，乗用

車と自動車部品では統計的に有意な水準で負

の係数が得られている。輸入国の所得に関し

ては，乗用車における係数が負になってい

る。距離の係数に関しても，乗用車・トラッ

ク・車体の自動車三産業とウェハにおいて統

計的に有意でない結果が得られている10）。

　しかし，このHS４桁コード産業の推定結

果からは，推定された符号に関しては自動車

関連産業とウェハ製造業以外の６産業では期

待される符号と整合的である。特に，距離が

各地域の輸出に与える影響に関しては，テレ

ビ・デジタルカメラ，機械類（産業ロボット

を含む），医療用機器，印刷回路，半導体デ

バイス，集積回路，自動車部品において，強

く負の影響を与えていることが最も重要な結

果である。これらの産業については，世界全

体の中では日本に比較的近隣に位置するアジ
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ア諸国向けへの輸出では，日本国内の地理的

距離が非常に重要な要因であることが示唆さ

れている。輸出地域や輸入国の経済規模のよ

うな他の要因をコントロールした下では，ア

ジア諸国に距離が近いほど輸出額が増加する

ことが示されている。別の視点として企業の

新規立地の選択に関して考察を行うと，アジ

ア諸国向けの輸出が重要な産業では福岡経済

圏（あるいは大阪港や神戸港）にアクセスが

容易な地域に生産拠点を選択することと考え

られる。これは，第４節の国内二地域モデル

で示唆された，各国内地域と海外市場との輸

送費用が産業の立地に与える影響とも整合的

である。

5-5.　今後の実証研究の発展の可能性 - 都道
府県別産業別輸出・生産比率

　輸出企業に関する分析として，特定の産業

における輸出を行う企業の割合や，輸出企業

の生産性に関する研究が展開されている。従

来の貿易論のモデルでは輸出産業と輸入産業

が明確に分かれて，輸出産業に属する全ての

企業が輸出を行うことが想定されていた。規

模に関して収穫逓増を仮定している独占的競

争モデルにおいても，産業内貿易が発生して

輸出産業においても輸入は観測されるが，や

表５-２　HS４桁分類によるGravityモデル

LPGDP LCGDP LDIST adj R2 観測数

テレビ・デジタルカメラ
（HS8525）

0.781 0.959*** -1.607* 0.54 788

(0.524) (0.298) (0.899)

機械類（産業ロボット含む）
（HS8479）

0.512** 1.683*** -3.465*** 0.63 810

(0.252) (0.142) (0.425)

医療用機器（HS9018） 0.112 1.08*** -2.444*** 0.70 778

(0.325) (0.185) (0.567)

ウエハー（HS3818） -1.502 3.212*** 0.403 0.60 279

(1.075) (0.615) (1.239)

印刷回路（HS8534） 1.641*** 2.338*** -4.915*** 0.41 791

(0.446) (0.252) (0.768)

半導体デバイス（HS8541） 0.881** 2.316*** -2.757*** 0.55 803

(0.345) (0.194) (0.591)

集積回路（HS8542） 0.948** 2.51*** -1.516** 0.54 805

(0.382) (0.215) (0.647)

乗用車（HS8703） -2.56*** -0.642 -1.358 0.60 384

(0.906) (0.414) (2.426)

トラック（HS8704） 0.524 1.783*** 0.059 0.59 755

(0.597) (0.331) (1.021)

車体（HS8707） 2.33*** 0.805** 2.218 0.30 639

(0.680) (0.371) (1.471)

自動車部品（HS8708） -0.786** 1.249*** -3.338*** 0.62 804

(0.382) (0.216) (0.647)
（注：括弧の中は標準偏差を示し、“***”，“**”，and “*” はそれぞれ１%、５%、10%水準で統計的有意であるこ

とを示す。港ダミーと輸入国ダミーを省略。）
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はり国内市場向けにだけ生産を行うような

企業は存在しない。しかし，Bernard et al. 
（2003）は，アメリカの20万近くの工場のデー

タを用いて，産業内の輸出を行う工場の割合

は平均21%程度であることを示した。また，

輸出を行う工場のうちの66%の工場の輸出・

生産比率が10%以下であることも示された。

すなわち輸出産業内にも，輸出企業と非輸出

企業が並存して，さらに輸出企業にとっても

国内市場の方が海外市場よりも重要であるこ

とが示されている。

　Bernerd et al. （2003）では，これらの

輸出工場のデータの特性を説明するものと

して，生産性が確率的に与えられる工場が

Bertrand競争を行うモデルが分析された。

これは，Eaton and Kortum（2002）の確

率的に生産性が不均一になる工場の完全競

争モデルを不完全競争モデルに拡張したもの

になっている。最も効率の良い工場は，不完

全競争が導入されているために，次に効率の

良い工場の利潤がゼロになるような価格付け

を行うようになる。理論的結論としては，⑴ 
効率性の高い工場は測定される生産性も高く

なることを示し，⑵輸出している工場は生産

性が高く，国内市場向けの販売も大きくなる

ことが示された。

　Melitz（2003）でも同様に，確率的に企業

の生産性が決定される枠組みにおいて，さら

に国内の市場と海外の市場へと進出するため

の固定費用が存在するモデルが分析された。

結論としては，生産性の高い企業だけが輸出

にともなう固定費用を補えるために，生産性

の高い企業だけが輸出も行うことになる。よ

り具体的には，生産性の最も低い企業は国内

市場からも撤退して，中間の生産性の企業は

国内市場においてのみ販売を行い，最も高い

生産性の企業が国内と海外の両市場において

販売を行う。

　上記の研究分野においては，企業単位の分

析に基づけば，どのような企業の特徴が輸出

企業と非輸出企業へと分け隔ているのかを明

らかにすることが重要となる。一方，もう少

しマクロ的な視野では，どのような産業の特

質が輸出・生産比率を高めているのかを分析

することも可能である。もしくは，各国のど

のような特質が各国の輸出・生産比率を決定

づけているのかも重要な研究分野となる。

Kamata（2007）は，Romalis（2004）や

Bernard et al（2007）の２産業モデルを複

数産業に拡張して，産業内の生産要素比率が

輸出・生産比率を決定付けるモデルを提示し

た。すなわち，熟練労働者の比率が高い国に

おいては，熟練労働者をより高い比率で利用

する産業ほど高い輸出・生産比率を示すので

ある。この結果よりquasi-Hecksher-Ohlin
仮説として，要素比率のより高い国における

ほど産業内の要素比率と輸出・生産比率の相

関が高くなることが主張され，チリ・コロン

ビア・インド・アメリカのデータの実証分析

により支持する結果が得られている。

　本論文では第２節において都道府県別の生

産データを用いた分析を行い，第5-3節や第

5-4節では都道府県別の輸出データを用いた

分析を行ってきた。当然，両方のデータを用

いることで都道府県別の輸出・生産比率を計

測して，上記の実証分析に関連する分析を行

うことが可能である。しかし，日本国内の地

域別輸出・生産分析を行うにおいて幾つかの

問題点が考えられる。

　⑴輸出と生産では，対象とされる企業が必

ずしも一致しない点である。今回の分析は試

行的であるために，輸出では港単位となり生

産では県単位となっているので対象地域が異

なるのは明らかである。しかし，たとえ県に

在する全ての港の輸出を集計して県単位の輸

出データを作成しても問題は残る。ある県の

輸出の中には近隣の県で生産された製品が含

まれている可能性と県内で生産された製品が

他県の港から輸出される可能性が残ってい

る。この輸出と生産の対象企業の不一致の問

題点は，対象地域を東北・関東・中部・関西・

中国・九州などの大きな地域に拡大すること
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で緩和されることが今後の研究方法として考

えられる。しかし，地域の拡大は同時に対象

地域内の多様性を高めることで，地域の特性

が不明瞭になる点には注意が必要である。

⑵対象企業が一致していれば輸出・生産比

率は必ず１より小さいはずであるが，上記の

問題点から派生する問題であるが，輸出・生

産比率が１より大幅に大きい場合が観測され

る。すなわち，港の所属している県が生産し

ている額よりも，周辺の県も含めた生産物が

当該港を経由して輸出される金額が上回って

いる場合である。

　上記の問題点は残るものの時系列での変化

を検討する場合には，今回の試行的な港単位

の輸出と県単位の輸出でも有益な分析が行え

ると考えられる。例えば，輸出・生産比率の

上昇が観測された場合には，a）これまで港

を利用してきた輸出企業の輸出性向が高まっ

た，b）当該県の非輸出企業が輸出を開始す

るようになった，c）他県から新たな輸出企

業が港を利用するようになった，の三つの

ケースが考えられる。どのようなケースで

も，対象地域が若干あいまいになるが，港に

アクセス可能な周辺地域における対象企業全

図５-７　集積回路輸出・生産比率
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図５-８　印刷回路輸出・生産比率
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体の輸出性向が高まったと解釈できる。ま

た，Bernerd et al. （2003）やMelitz（2003）
のモデルからは，輸出性向の上昇の背景には

これらの企業の生産性が高まったと解釈でき

る。以下の分析では，対象地域のあいまいさ

を含んでいるが港の名称を用いて分析を行

う。

　図５-７の集積回路の輸出・生産比率から

は，福岡の輸出・生産比率が長期的なトレン

ドとして上昇を続けていることが顕著であ

る。気になる点は，横浜の2002年と2003年
の輸出・生産比率が一時的に高い水準にある

こと，大阪の輸出・生産比率が2005年のみ急

激に高くなっていること，名古屋の輸出・生

産比率が非常に乱高下していることの三点で

ある。このことを正しく解釈するためには，

第２節の生産分析のデータが重要になってく

る。神奈川県の集積回路の生産シェアは近年

激減している。大阪府・愛知県での生産シェ

アはもともと小さく，近年さらに低下してい

図５-９　半導体デバイス輸出・生産比率
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図５-10　自動車部品輸出・生産比率
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図５-11　乗用車輸出・生産比率
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ることが原因と考えられる。図５-８の印刷

回路に関しても，2005年に大きく輸出・生産

比率が低下したが，それまで福岡県の輸出・

生産比率が堅調に上昇していた。図５-９半

導体デバイスに関しても福岡県の輸出・生産

比率は堅調に上昇している。

　自動車産業に関しては，福岡県の役割が明

確に見えてくる。図５-10の自動車部品に関

しては一定の輸出・生産比率であるのに対し

て，図５-11の乗用車輸出・生産比率は年々

上昇の傾向を示している。これは，福岡県並

びに九州の自動車産業の目的が国内市場にあ

るのではなく海外市場にあることを示してい

る。

　最後にBernard et al.（2007）とKamata 
（2007）のモデルを都道府県にあてはめてみ

ると，熟練労働者の多い県ほど熟練労働者を

必要とする産業における輸出・生産比率が高

まるということになる。この仮説の検証は，

今後の研究課題として非常に重要である。

第６節　結語

国際経済学の分野で有名な雁行形態モデル

やプロダクト・サイクル理論は，生産拠点が

先進国から発展途上国へと移り行く様を説明

している。本稿では，製造業が従来の国内地

域から新しい国内地域へと生産拠点を移して

いく様を，外国経済からの影響を考慮した国

内版の雁行形態モデル・プロダクトサイクル

理論の主張を発展した理論モデルを展開し

た。

　本稿の理論研究は，企業レベルでの規模に

関する収穫逓増の技術と国際間や地域間の輸

送費用を取り入れたモデルが基盤になってい

る。ここでは，２国３地域モデルで，輸送費

用と企業の立地の関係を分析している。本研

究の特徴は，外国との取引費用が自国の各地

域で異なる点で，この点は先行研究では考慮

されていない。結論としては，海外市場の規

模が大きくなったり輸送費用が低下したりす

るにつれて，日本国内の２地域からの海外市

場の距離の差が国内の製造業の集積化に影響

があることが示された。これは，アジア経済

の発展が進む中，アジア市場に近い九州に

とって政策運営上考慮すべき重要な点であ

る。

　実証分析としては，まず工業統計調査の
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都道府県別の細分類の産業のデータを用い

て，近年（1995年から2006年）における福

岡・九州での産業の集積化の分析を行った。

近年の集積化・九州経済における重要性に照

らし合わせると，最先端の技術を必要とする

デジタル家電・医療用機器・産業用ロボット

製造業，そして自動車関連産業・半導体関連

産業の重要性が明確にされた。また，財務省

税関局の港湾別の貿易データを用いては，こ

れらの産業の六大港のアジア地域向けの輸出

に関してのGravityモデルによる分析が行わ

れた。第４節の理論モデルで重要なパラメー

ターである距離は，特にデジタルカメラ，産

業用ロボット，医療用機器，半導体関連産業，

並びに自動車部品産業に関して重要であるこ

とが示された。また，輸出・生産比率が自動

車関連産業・半導体関連産業に関して分析さ

れたが，九州地域における乗用車の輸出・生

産比率が年々上昇していることが示され，自

動車産業にとっての九州地域が輸出拠点であ

ることが明確にされた。

本論文の最後として，次の第6-1節では，

今後の九州地域における新たな製造業の発展

を検討するためにも，九州地域において既に

発展を遂げた自動車関連産業と半導体関連産

業，並びに近年に集積化が進んだ産業の進展

を振り返り考察したい。最後の第6-2節では，

本論文の総括を行い九州経済の発展のための

政策を提案したい。

6-1.　九州の主要産業の発展
　九州の自動車産業は，日産自動車が，1975
年にエンジン工場の稼動を，1976年に組み

立てを開始した。その後，1992年にトヨタ九

州が稼動を開始し，九州内の自動車産業の規

模は一気に拡大した。同時に，自動車関連企

業の九州への進出も増大した。さらに九州へ

の自動車産業の進出が拡大し，2004年にダ

イハツ車体大分工場が稼動を始めた。2005
年には，トヨタ自動車九州が新工場を稼動し

始め，2006年には，トヨタ自動車九州がエン

ジン工場の稼動を開始させている。

九州全体の自動車の生産能力は，2004年
以前は年間80万台の生産能力であった。それ

以降は，ダイハツの稼動開始とトヨタの拡大

により100万台を超えている。また，1993年
から2005年までの間に，生産台数は45万台か

ら90万台へと，全国シェアは4.0％から8.8％
へと倍増していて，日本の自動車産業におい

て九州の位置づけは重要となってきている。

一方，半導体関連産業に関しては，1968
年～1988年の20年間に全国131工場の内40施
設が九州に立地され，90年代後半には九州

のIC生産シェアは，関東地域に続き国内第

二位であり，世界シェアでも６%を占めるよ

うになっていた。また，日本半導体工場のな

かでも最大級の規模を誇る九州日本電気を初

め，他にも重要な工場が九州には多数ある。

しかし，一方で九州の半導体産業は後工程を

担う工場の集積が特徴的であり，高度な技術

や研究部門を必要としている前工程や回路設

計が少ないことが懸念材料であり，東北・北

陸との他地域との競合が厳しくなり，韓国・

台湾メーカーとの競合が激化してきた。しか

し，後工程で培った半導体の微細加工技術が

デシタル家電の生産に役立つことになった。

フラットパネルディスプレイ関連の製造拠点

として，九州への集積化を進めるのに重要な

役割を担うことになった。

　自動車産業が九州へ進出した主な理由とし

て，⑴従来の拠点周辺における用地買収の悪

化，⑵関連の強い鉄鋼産業の基盤の存在，⑶

質の高い労働者の人材確保の容易さ，⑷地理

的特性による海外輸出に対する簡便さ，が挙

げられる。一方，1970年代に国内大手半導体

メーカーが九州へ進出した理由は，⑴豊富な

低賃金労働力，⑵豊富な水資源に加えて，半

導体に関しては⑶輸送負担が小さく地方分散

化が進めやすいことも重要であった。以上よ

り，九州への産業の進出には，豊富な自然資

源（土地や水）や人的資源と製品の輸送など，

九州特有の地域性が大きく影響していると考
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えられる。

自動車産業と半導体産業以外の産業に目を

向けてみると，北九州市には，2006年度に産

業用ロボットの国内シェアで首位になった安

川電機がある。さらに，福岡県にはロボット

要素技術を扱う中小企業やベンチャー企業が

集積している。また，福岡市や北九州市はロ

ボット開発・実証実験特区に認定された実績

があり，福岡県は産学官をあげてロボット産

業育成に活発な地域である。（2007/９福岡銀

行FFG調査月報）

　九州地域における医療用機械器具製造業で

は，大分県を中心として外資系企業と国内企

業の主要な生産拠点として投資が行われてき

た。ドイツ医療機器メーカーの日本法人，フ

レゼニウスメディカルケアジャパンの大分県

犬飼工場（1995年設置）において血液透析

用人工透析器で用いられる中空糸膜を生産し

ている。同企業は2001年に稼働を開始した

福岡県豊前市の人工透析用透析器の組み立

て工場に2003年に35億円，2008年に12億円

の追加投資を行っている。（日本経済新聞，

2000/06/17，2003/05/21，2007/11/21）
また，医療器具メーカーの川澄化学工業

は，2005年度に主力の佐伯工場（大分県弥生

町）に24億円を新たに投じて，2006年には新

型血液バッグの生産を開始している。同時期

において川澄化学工業は，血液バッグの国内

数量シェアは４割強で２位である。フレゼニ

ウス・メディカルジャパンと川澄化学工業は

共同出資を行い川澄犬飼工場（大分県豊後大

野市）に2009年までに18億円の投資を行いダ

イアライザー（人工透析用人工腎臓）の中核

部品の生産拡大を確定している。（日本経済

新聞，2004/07/28，2006/11/07，2007/11/21）
さらに，九州地域には将来性の高い産業の

集積化も進んでいる。具体的には，佐賀県伊

万里市では，（株）SUMCOによる世界最大

規模のシリコンウェハ工場での生産規模の拡

張がさらに進み，太陽電池用のシリコンウエ

ハー工場の建設も着工されている。太陽電池

関連の工場として，YOCASOL（株）が福

岡県大牟田市，三菱重工業（株）が長崎県諫

早市，富士電機システムズ（株）が熊本県南

関町，（株）ホンダソルテックが熊本県大津

町，昭和シェルソーラー（株）が宮崎県宮崎

市に生産拠点を置いている。

6-2.　九州経済の今後の発展のために
　本論文が理論分析と実証分析の両側面から

主張してきた，九州地域のアジア地域へのア

クセスの優位性は，なにも新しい産業が九州

を生産拠点として選ぶだけではない。他に

も，製造業が海外で展開してきた生産拠点の

一部を国内に回帰させる際に，アジア市場に

近い九州が生産場所に選ばれるケースが増

えてきている（日本経済新聞，2006/08/03）。
国内の他地域からにしろ，海外の工場の移管

にしろ，九州が生産地として選ばれる要因

に，本論文で主張しているアジアへの近接性

が重要視されていることは事実である。

また，九州の地域性が要因として集積化が

進む産業が増えると，その過程で蓄積された

技術や労働者の熟練化等のように，九州地域

経済の基礎的構造までにおよぶダイナミック

な変化をもたらす。典型的な例が，半導体製

造装置の製造技術が液晶パネル用製造装置・

太陽電池向け製造装置に役立ち，九州地域に

おける最新産業の集積化を導いたことであ

る。これは，1970年代に九州に半導体産業

の立地が進まなければ観測されなかった現象

であることに留意したい。以上のことから，

九州の地域性に起因した産業集積の進行によ

る技術や人的資本の蓄積により国内の他地域

との技術格差が縮小し，アジア市場への近接

性が各産業の生産拠点の選択に以前より大き

な影響を与えていると考えられる。したがっ

て，アジア市場への近接性を考慮した政策が

九州経済の更なる活性化には必要であろう。

また，前述したように，将来性のある産業

の生産拠点が九州に新たに現れていることに

注意したい。例えば，有限である石油エネル
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ギーへの依存に対する将来の不確定性から，

太陽光のエネルギーを利用した発電が世界中

で注目を浴びている中，日本国内の太陽電池

関連の生産拠点としては九州に注目が集まっ

ている。この産業の活動が活発になれば，九

州経済の沈滞を食い止めることができるので

はないだろうか。そのためには，政府の環境

政策に対して，九州内の自治体が積極的に働

きかけることが重要である。

　しかし，2009年初頭現時点では，世界経

済を巻き込んだ金融・経済危機からの痛烈な

打撃を日本の製造業も受けている。九州の

製造業も例外ではない。主要な半導体メー

カー５社（エルピーダ，東芝，ルネサステク

ノロジ，NECエレクトロニクス，富士通マ

イクロエレクトロニクス）の2009年３月期

の決算では，各社とも数百億円から一千億円

の最終赤字が見込まれている（日本経済新

聞，2008/12/24）。そのため東芝は，アナロ

グ製品を造る北九州工場，システムLSIを生

産する大分工場などで長期の稼働休止を決定

した。急激な円高により輸出産業全体が大き

な打撃を受けているため，九州経済に対する

打撃も避けることができない。トヨタ九州工

場も生産調整のために稼働を休止する日を設

けることが避けられなくなってしまった。ま

た，シャープのように，国内の生産拠点の再

編を含めた海外への工場移管が再検討されて

いる。しかし，経済危機がより一層深刻にな

るこれからの数年間は，本論文で示された九

州地域のアジア地域へのアクセスの容易性か

ら生み出される優位性は，よりいっそうに重

要性が高まるものと信じられる。日本の製造

業全体の縮小にともなう九州地域への生産拠

点の再編としてではなく，製造業が現在の不

況を早く乗り越え，更なる発展を遂げる過程

において九州地域が重要な生産拠点として再

認識されることを強く望み，ここに結語とし

たい。

注

１）1994年以前にも集計はされているが，電子デー

タとしては公表されていない。

２）以前のコードと変換後のコードに関しては連結

表が経済産業省によって提供されている。

３）全国生産額から公表されている全ての県の生産

額の総額の合計を差し引き，それを公表されてい

ない全ての県の事業所数の合計で割り，非公表県

一事業所当たりの平均生産額を算出する。非公表

の県の生産額は，この事業所平均生産額に県の事

業所数を乗じたものである。

４）地域数をNとすると，G-集積指数の最大値は

(N-1)/Nとなる。G-集積指数を大きくするためには，

一つの地域に全ての生産が集中すれば良い。今各

地域の全産業の全国シェアが均一であるとしてい

る。そうすれば，その地域の産業シェアの全産業

のシェアからの差は1-(1/N)となり，その他の地域

の全産業シェアからの差は1/Nとなる。

５）財務省の地方支分部局として，函館，東京，横

浜，名古屋，大阪，神戸，門司及び長崎の８税関

のほか，沖縄地区税関が設置されている。税関支

署68ヶ所，税関出張所及び税関支署出張所117ヶ所

並びに税関監視署及び税関支署監視署９ヶ所が設

置されている。

６）Yoshida（2007）では，県内総生産と県内製造

業総出荷額の二つが考慮され，貿易製品の需要に

より直結する後者が選択されている。

７）SIC2742は，VTR機器［SIC2742.11］，ビデオカ

メラ［SIC2742.12］，デジタルカメラ［SIC2742.13］，
ビデオ機器部品［SIC2742.14］を含んでいる。一

方，HS8525は，送信機器［HS8525.10］，送信機

器(受信機器内臓) ［HS8525.20］，テレビカメラ

［HS8525.30］，デジタルカメラ類［HS8525.40］を

含んでいる。

８）HS8479は，産業用ロボット［8479.50］を含ん

でいる。

９）SIC2799は，リード［SIC2799.11］，シリコンウェ

ハ［SIC2799.12］，その他［SIC2799.19］である。

その他の中に含まれる品目は多く，その一つとし

て太陽電池が計上されている。しかし，平成20年
度のコード改訂時には太陽電池モジュールとして

単独で計上されていることから，その他の大部分

を占めていることが分かる。ウェハはHS3818とし

て，光電性半導体デバイス［HS8541.40］は光電

池を含んでいる。

10）この分析では輸入国がアジア諸国９カ国に限定

されているために，乗用車の重要な市場であるア

メリカやヨーロッパが排除されていることが一要
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因とも考えられる。
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１．はじめに

今日の地方自治体は，環境の保護やまちづ

くり等に対する高度な住民ニーズに対応する

一方で，地方分権の進展にしたがって地域の

自立あるいは財政の自律を実現する義務を

負っている。このような状況の中で，自治体

は，⑴地域環境に関する持続可能性，⑵財政

に関する持続可能性，⑶政策の実行可能性と

いった厳しい制約に直面しているといえる。

　ところで，九州には離島が多く，全国の有

人離島数の４割近くが沖縄県を除く九州７県

に属している。これらの離島の自治体は，上

述の３つの制約に加えて，⑷恒常的な人口減

少と少子高齢化，⑸医療・福祉・教育面で整

備・充実の立ち遅れ，といった厳しい条件に

直面している。このような意味においては，

離島自治体では地理的に隔絶された地域の中

で現代の自治体が直面する課題が集約された

形で現れているといえる。そのため，離島自

治体の持続可能な発展を目指す施策を研究す

ることは，一般の自治体の発展にも寄与する

知見が得られる面もあるといえよう。

　離島自治体は，以上のように厳しい条件下

にあるが，意欲的な取組みを行っている自治

体もある。例えば，鹿児島県奄美市（旧名瀬

市）は，使用済みのアルミ缶や一升瓶をエコ

マネー（地域通貨）と交換することでリサイ

クルを促進したり，焼酎搾り粕をバイオマス

としてエネルギー利用したりすることで，環

境負荷を低減すると同時に，地域の活性化を

図っている。

　本研究の目的は，沖縄県を除く九州７県の

離島地域において，持続可能な発展を実現す

るための自治体の役割を「環境と行財政」と

いう側面から探求することである。本稿にお

いては，同一県内の離島自治体の比較検討と

いう視点から，長崎県の壱岐市，対馬市，五

島市，新上五島町を分析の対象とした１）。

まず，各島の現状について，人口の推移や

産業構造を取り上げながら概観し（２節），

次に，各島で行われた市町合併２）の経緯や

市町合併による行財政上の効果について分析

する（３節）。そして，離島における環境問

題の事例として，漂着ごみを含む廃棄物の問

題を検討し（４節），さらに，自治体の効率

性と地域の持続可能性について，線形計画法

によって効率性を評価する手法である，「包

絡 分 析 法（Data Envelopment Analysis; 

DEA）」を用いて検証する（５節）。また，

離島における産業育成のために，環境政策の

推進を通じた離島振興という長期的視野に

立った提言を試み（６節），最後に，本研究

の総括を行う（７節）。このような本研究の

特徴の一つとして，離島自治体の課題に対し

て，環境経済学と財政学，行政学という３つ

の異なった立場からアプローチすることがあ

げられる。

離島自治体における環境行財政の研究 
―壱岐・対馬・五島列島の比較分析―

宗　像　　　優 
本　間　　　聡 
宮　野　俊　明
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２．各島の現状

2.1　自治体の概要

2.1.1　壱岐市の概要

2004年３月，郷ノ浦町，勝本町，芦辺町，

石田町の４町が合併して誕生した壱岐市は，

福岡県と対馬の中間地点で玄界灘に面してお

り，福岡県博多港から壱岐市郷ノ浦港まで西

北76km，佐賀県唐津東港から壱岐市印通寺

港まで北42kmの距離に位置している。壱岐

市は，壱岐本島と21の属島（有人島４，無

人島17）から構成され，総面積は，138.50㎢
である。2008年３月現在，人口は，31,753人

（11,493世帯）である（図１）。

2.1.2　対馬市の概要
対馬市は，2004年３月，対馬の６町（厳原

町，美津島町，豊玉町，峰町，上県町，上対

馬町）が合併して誕生した。対馬は，日本海

の西に浮かぶ南北82km，東西18kmの細長

い島で，北は対馬海峡西水道をはさんで朝鮮

半島に面し，南は対馬海峡東水道をはさんで

壱岐島，九州本土に面している。福岡から対

馬まで138km，韓国釜山から対馬まで50km
である。対馬は，対馬本島と５有人属島から

なり，面積は708.81㎢である。2008年３月現

在の人口は，37,211人（15,586世帯）である

（図２）。

2.1.3　五島列島の概要
五島列島は，九州の最西端，長崎港から

西に100kmに位置しており，130（有人島

18，無人島112）の島々からなる。西南から

北東にかけては80km（男女群島まで含める

と150km）に及ぶ。面積は634.74 ㎢であり，

2008年３月現在の人口は，68,526人（33,498
世帯）である。行政区画は，五島市と新上五

島町である。

〈五島市の概要〉

五島市は，2004年８月，下五島地区１市５

町（福江市，富江町，玉之浦町，三井楽町，

岐宿町，奈留町）が合併して誕生した。五島

列島南西部に位置しており，11の有人島か

らなる。2008年３月現在，総面積は420.77㎢

図１　壱岐市の位置

　　　

（出所）壱岐市ホームペ－ジ

図２　対馬市の位置

（出所）対馬市ホームページ
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で，人口は44,167人（22,670世帯）である（図

３）。

〈新上五島町の概要〉

2004年８月，上五島地区の５町（若松町，

上五島町，新魚目町，有川町，奈良尾町）の

合併により誕生した新上五島町は，五島列島

北部に位置しており，７つの有人島からなる。

長崎港から奈良尾港まで77km，佐世保港か

ら有川港まで60kmの距離である。面積は

213.97㎢，人口は，2008年３月現在，24,359
人（10,828世帯）である（図４）。

2.2　人口の推移
　長崎県の離島の人口の推移を見ると，表

１のように，どの離島も大幅な人口の減少

傾向にある（表１の人口は国勢調査の10月1

日時点のものである）。2005年の人口を1960
年比で見ると，長崎県全体で84.0％であるの

に対して，離島全体では，45.8％となってい

る。つまり，離島の人口は，1960年に比べ

て半数以下にまで減少しているのである。そ

の中でも，壱岐島は，本稿で取り上げる３つ

の離島地域の中では人口の減少率が小さいも

のの，62.2％となっており，長崎県全体と比

べれば，人口の減少は著しい。対馬島では

55.3％，五島列島では48.5％である。離島に

おける人口減少の主な要因としては，農業や

水産業，観光業などの基幹産業の低迷と，雇

用の減少，それに伴う若年層の島外流出など

が指摘されている。

図３　五島市の位置

（出所）五島市ホームページ

図４　新上五島町の位置

（出所）新上五島町ホームページ
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2.3　産業
次に，産業面に目を向けてみる。まず，産

業分類別就業者数では，壱岐市，対馬市，五

島市，新上五島町のいずれも，県全体に比べ

て第一次産業への就業者数の割合が多い（図

５）。そして，産業分類別総生産を見てみる

と，壱岐市，対馬市，五島市，新上五島町の

いずれも，県全体に比べて第一次産業が多く

なっているのが特徴的である（図６）。第一

次産業の中でも，特に水産業の割合が高い

が，例えば，1996年から2004年までの水産

業の生産額および構成比を確認すると，それ

は減少傾向にある。

また，第二次産業においては，建設業の占

める割合が高いものの，1996年から2004年
までの建設業の生産額および構成比を見る

と，大幅に落ち込んでいる状況にある３）。そ

の要因としては，社会資本が一定程度整備さ

れてきたこと，三位一体改革の影響により公

共事業が減少傾向にあること，そして，自治

体財政が慢性的に危機的な状況にあることな

どがあげられる。そうした中で，離島振興の

一策として公共事業が大きな役割を果たして

きたといえるが，いまや公共事業のみにそれ

を求めることは難しい状況にあると言わざる

をえない。

離島自治体において，第一次そして第二次

産業による振興は，今後も当然必要ではある

ものの，現在は，観光産業による地域の振興

に力を入れているところが多く見られる。長

崎県における観光客数の推移を見てみると，

県全体としては，横ばいの傾向にある（図

７）。だが，各島別で1987年から2006年まで

の約20年間の観光客数の推移をみると，壱岐

は横ばいから漸減，対馬と五島は横ばいから

漸増の傾向にある４）。

なお，壱岐，対馬，五島の３つの離島地域

における主な観光資源・特産品には，次のも

のがある。すなわち，壱岐島は麦焼酎，原の

辻遺跡など，対馬島は，釜山との定期航路に

よる観光，アリラン祭り，ツシマヤマネコな

ど，そして五島列島では，椿油，五島うど

ん，長崎県として世界遺産登録を目指してい

る「長崎の教会群とキリスト教関連遺産」な

どである。

３．市町村合併と行財政への影響

3.1　対馬島，壱岐島および五島列島におけ
る市町村合併

　対馬島，壱岐島および五島列島では，2004
年に市町合併が行われた。その概要は表２に

示す通りである。まず，2004年３月に下県

郡厳原町，美津島町，豊玉町，上県郡峰町，

上県町，上対馬町の６町の合併により対馬市

が，壱岐郡郷ノ浦町，勝本町，芦辺町，石田

町の合併により壱岐市が誕生した。これら

は，平成の大合併における長崎県内で最初の

事例となった。また，同年８月福江市および

南松浦郡富江町，玉之浦町，三井楽町，岐宿

町，奈留町の合併により五島市，南松浦郡若

松町，上五島町，新魚目町，有川町，奈良尾

    表１　離島の人口の推移 （人・％）

1960年 65年 70年 75年 80年 85年 90年 95年 2000年 05年 対1960年比

対馬島 69,556 65,304 58,672 52,472 50,810 48,875 46,064 43,513 41,230 38,481 55.3

壱岐島 50,497 45,654 42,983 41,871 41,035 39,528 37,308 35,089 33,538 31,414 62.2

五島列島 144,016 130,739 115,412 104,277 99,087 93,741 86,266 81,140 76,092 69,804 48.5

離島計 340,061 312,482 278,540 241,447 229,483 217,627 196,340 183,580 171,885 155,614 45.8

本土 1,420,360 1,328,763 1,291,705 1,330,465 1,361,081 1,376,341 1,366,619 1,360,454 1,344,638 1,323,018 93.1

長崎県全体 1,760,421 1,641,245 1,570,245 1,571,912 1,590,564 1,593,968 1,562,959 1,544,034 1,516,523 1,478,632 84.0
（データ）長崎県地域振興部地域政策課「長崎県の離島の概況」（2008年２月）
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図５　産業分類別就業者数の割合（2005年国勢調査）
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（出所）『五島要覧』平成20年度版より作成。

図６　産業分類別総生産（2005年度）
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図７　観光客数の推移
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（出所）長崎県地域振興部地域政策課『長崎県の離島』



― 112 ―

宗　像　　　優・本　間　　　聡・宮　野　俊　明

町の合併で新上五島町として，下五島地域，

上五島地域がそれぞれ１つの地方自治体とし

て歩み始めた。この２つの合併は，対馬市，

壱岐市に続き，県内３番目の合併事例であ

る。この後，長崎県内では離島と本土の市町

村，本土の市町村同士の合併なども進められ

ることになるが，長崎県における市町村合併

は離島地域で先行して行われ，小値賀町を除

くすべての離島自治体が合併に加わることと

なった。

　対馬，壱岐，五島列島における合併では，

その主な目的・理由として，財政状況・財政

基盤の強化，多様化・高度化する住民ニーズ

への対応，利便性の向上，効率的な行政運営，

広域的なまちづくり，地域間競争，地方分権

の進展，合併の大きな流れなどがあげられて

いる。離島というハンディを抱え，水産業等

の低迷による地域経済の停滞，地方交付税の

削減，国による公共事業の見直し・削減が

いっそう進むことが予想されるなど厳しい環

境の中，行財政基盤の強化と効率化を進め，

住民福祉の維持・向上を図ったものと考えら

れる。合併により行財政の基盤が強化され，

地方分権の受け皿としての体制を整えること

が，平成の大合併において国の意図したとこ

ろであり，合併により地方自治体の人口規模

が大きくなることで種々の行政サービスの供

給をはじめ，行政効率の向上が期待される。

実際，明治の大合併や昭和の大合併において

も，教育，消防，土木事業，社会福祉，保健

衛生関係の事務や徴税などの行政機能に適し

た規模に向けた市町村の合併が進められてき

た。

　ここで，対馬島，壱岐島，五島列島におけ

る行政区画の変遷を振り返っておこう。対馬

島では，明治維新以前には上県郡４郷，下県

郡４郷の２郡８郷（１府111村）に区分され

ていた。1888（明治21）年公布の市制・町

村制により，全国的に地方自治体の整理・再

編が進められたが，対馬は沖縄県，隠岐，奄

美諸島などともに適用除外とされ，自治権を

付与されないという点で行政制度上，他の地

表２　市町合併の概要

対馬市 壱岐市 五島市 新上五島町

合　併
期　日

2004年３月１日 2004年３月１日 2004年８月１日 2004年８月１日

合併の
方　式

新設 新設 新設 新設

関　係
市町村

下県郡厳原町、美津
島町、豊玉町、上
県郡峰町、上県町、
上対馬町

壱岐郡郷ノ浦町、勝
本町、芦辺町、石
田町

福江市、南松浦郡
富江町、玉之浦町、
三井楽町、岐宿町、
奈留町

南松浦郡若松町、上
五島町、新魚目町、
有川町、奈良尾町

主　な
合併の
理由・
目　的

・地方分権の推進
・多様化する住民

ニーズへの対応
・財政基盤の強化
・広域で効果的なま

ちづくりの実現
・合併の大きな流れ

・住民の利便性の
向上

・専門的かつ高度
な行政サービス
の提供

・広域的なまちづ
くり

・財政状況

・地域間競争
・効率的な行政運営
・財政基盤の強化
・住民サービスの充

実・利便性の向上
・広域的なまちづ

くり
・合併の大きな流れ

・地方分権の進展
・住民ニーズの多

様化・高度化へ
の対応

・財政基盤の強化
・定住人口の減少
・少子・高齢化へ

の対応
・地域間競争

（出所）各市町のホームページ（合併協議会資料等）、日本都市センター編（2008）にもとづき作成。
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域と異なる扱いを受けた。その後，1908年
の沖縄県及島嶼町村制の適用を経て，1919

（大正８）年に普通の町村制が適用されるに

至ったが，その間，「対馬特別制度」として

その自治が大幅に制限されていた５）。明治・

大正年間の幾多の変遷を経て，第２次世界

大戦前に下県郡１町７村，上県郡５村の２郡

１町12村に整理された。1953（昭和28）年

の町村合併推進法施行による「昭和の大合

併」の結果，1956年に下県郡２町１村（厳原

町，美津島町，豊玉村），上県郡２町１村（峰

村，上県町，上対馬町）となり，平成の大

合併前の行政区域となった。その後，豊玉町

（1975年），峰町（1976年）の町制施行により，

2003年までの６町となった。

　壱岐島では，1872年の区制施行によって

３大区・22小区に区分され，地方自治の基礎

が築かれた。1878年の郡区町村編制法によ

り壱岐郡，石田郡の２郡22村，22年の市制町

村制施行により武生水村（1925年町制施行），

渡良村，柳田村，沼津村，志原村，初山村，

香椎村（1935年町制施行，勝本町），鯨伏村，

田河村（1947年町制施行），那賀村，箱崎村，

石田村の12村となった。なお，壱岐郡と石

田郡の２つの郡は1896年には合併され壱岐

郡となり，昭和の大合併以前の行政区の原形

が出来上がった。その後，町村合併推進法に

より，1955年に武生水町，渡良村，柳田村，

沼津村，志原村，初山村の６町村合併により

郷ノ浦町，勝本町と鯨伏村の合併により勝本

町，田河町と那賀村の合併により芦辺町とな

り，翌56年には箱崎村が芦辺町に編入され

た。その後，一部の地区の再編や石田村の町

制施行（1970年）などを経て，壱岐市誕生

前の体制となったが，壱岐島においては第２

次世界大戦前の壱岐総村組合や終戦間もない

1948年に壱岐郡町村組合（1981年，壱岐広

域圏町村組合に改称）がつくられるなど，地

域全体としての一体的な取組みが比較的早く

から試みられていた。

　五島列島では，下五島と上五島に分かれた

形で今回の合併が行われた。1889年の町村

制施行により，五島には旧福江村（1919年
町制施行），奥浦村，崎山村，本山村，大浜

村，樺島村，久賀島村，富江村（1922年町制

施行），玉之浦村（1933年町制施行），三井

楽村（1940年町制施行），岐宿村（1941年町

制施行），奈留島村（1957年町制施行，奈留

町），若松村，日ノ島村，青方村（1941年町

制施行），浜ノ浦村，魚目村，北魚目村，有

川村（1932年町制施行），奈良尾村（1943年
町制施行）の20村が存在した。大正・昭和年

間に町制施行が進んだほか，昭和の大合併に

より1957年には今回の合併前の１市10町の

形となった。1954年，福江町，奥浦村，崎

山村，本山村，大浜村の１町４村が合併して

福江市となり，1957年には樺島村，久賀島村

が相次いで編入された。また，1956年には

若松村と日ノ島村の合併により若松町が，青

方町と浜ノ浦村の合併により上五島町が，魚

目村と北魚目村の合併により新魚目町がそれ

ぞれ誕生した。その後，下五島地区には下五

島地域広域市町村圏組合（1970年４月設立）

と五島西部衛生施設組合（1985年４月設立），

上五島地区には上五島地域広域市町村圏組合

（1971年４月設立）がつくられ，下五島，上

五島のそれぞれの地域ごとに広域的な行政が

実施された。

　対馬市，壱岐市，五島市，および新上五島

町の誕生を含め，今回の「平成の大合併」は，

地方財政危機や国による三位一体の改革，中

央集権体制から地方分権への転換，少子高齢

化の進展，都市化・過疎化の進展，交通網の

発達と生活圏の拡大等の社会経済情勢の変化

など，幅広い要因を背景としている。もちろ

ん，そうした事情は地域により大きく異なっ

ているが，合併を選択した多くの市町村が財

政的な要因を主な理由としてあげている。上

述のように，対馬市，壱岐市，五島市，およ

び新上五島町のケースでも，財政状況等が共

通した合併の理由としてあげられている。財

政的な要因は，地方交付税が額減される中，
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自主財源が乏しく厳しい財政運営を強いられ

る離島自治体に共通する合併の要因となって

いるようである。

　なお，平成の大合併においても，明治の大

合併，昭和の大合併と同様に，国や都道府県

により強力に市町村合併が促進された。その

ような流れの中で，合併に対して積極的に取

組む地域と消極的な地域の違いが鮮明であ

り，中には合併せずに独力での生き残りを宣

言，選択した自治体もいくつかある。離島自

治体では島根県海士町や長崎県小値賀町がそ

の代表的な事例であるが，そうした自治体で

も財政状況は必ずしも良好とは言えず，いっ

そう厳しい行財政運営を強いられることにな

る。対馬島，壱岐島，五島列島においては，

猛烈な反対運動が生じることもなく，比較的

短期間のうちに合併を実現することができた

と言われている。通常，離島という地理的要

因は，市町村合併においては行政の効率性を

阻害し，合併推進に際してマイナスの影響を

与えるものと考えられがちである。しかし，

対馬，壱岐，五島のケースは，いずれも島内

の複数の自治体による合併であり，１つの島

が１つにまとまるという合併のプラスの面が

評価されたものと考えられる。特に，壱岐島

においては，民間の活性化グループを中心と

した「合併協議会設立」の署名活動が行われ，

合併要望への署名率の高さが合併を推進する

大きな要因となった６）。

3.2　合併前後の財政状況
　市町合併の結果，対馬島の６町，壱岐島４

町，五島列島の下五島１市５町はそれぞれ１

市に，上五島５町は１町として新たな歩みを

はじめたが，合併の主要因である財政面の問

題は合併により何らかの変化が見られたので

あろうか。図８は，対馬市，壱岐市，五島市

および新上五島町の2002年度から2006年度

までの歳出決算額の推移を表している。な

お，2002年度決算額と五島市・新上五島町の

2003年度の額は，市町合併以前の旧市町の決

算額を合算したものである。図８を見ると，

対馬市と壱岐市においては，合併直後の2003
年度に一時的に歳出額が増加しているが，概

ね減少傾向にある。特に新上五島町では，

2002年度252億円，2003年度242億円から合

併後は大幅な歳出削減が進み，2006年度に

は165億円にまで削減された。この間，地方

財政は全体的に縮小傾向が見られ，長崎県内

の市町全体でも2002年度の7,453億円，2003
年度7,514億円から2006年度には6,732億円と

なったが，新上五島町では遥かに高い水準の

歳出削減が行われたことが分かる。歳出削減

が進む一方で，地方経済が停滞し扶助費が増

加する中，全国的に義務的経費の歳出構成比

が高まりつつあるが，対馬市，壱岐市，五島

市および新上五島町においても義務的経費は

支出額，歳出構成比ともに合併前よりも増加

することとなった。表３は，義務的経費の⑴

支出額および⑵歳出総額に占める構成比の推

移をまとめたものである。2006年度決算に

おける義務的経費は，対馬市179億円，壱岐

市94億円，五島市142億円，新上五島町91億
円であり，合併前の2002年度におけるそれぞ

れの旧市町合計額123億円，70億円，136億
円，85億円から，合併後，大幅に増加してい

る７）。そのため，義務的経費の歳出構成比は

急激に上昇している。なお，合併に伴い，一

部事務組合の事務，財産，債務，職員等が新

市町に引き継がれることとなったが，そうし

たことから各市町の職員総数は合併前後でそ

れぞれ100人近く増加した８）。この結果，合

併後の各市町において人件費の増大が見られ

た（表４参照）。そのほかにも，合併前後に

は地方債を用いた種々の事業が行われ，各市

町の地方債現在高の累増とその結果として公

債費の増大につながった。こうしたことか

ら，各市町においては，少なくとも短期的に

は，合併による財政再建，行財政の効率化に

関しては十分な成果が見られていない。その

ことを，各市町の財政指標の合併前後での状

況により確認しておこう。
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　図９は，対馬市，壱岐市，五島市，新上五

島町の⑴経常収支比率，⑵起債制限比率およ

び⑶財政力指数の推移を表している９）。経常

収支比率と起債制限比率は財政構造の弾力性

を表す代表的な財政指標である。また，財政

力指数は地方自治体の財政力の強弱，すなわ

ち財政運営の余裕度を表す指標である。経常

収支比率については，合併以前の2002年度に

はすでに４市町とも80％を超えており，とり

わけ現在の壱岐市以外については90％台と，

通常，財政構造が硬直化しているとみなされ

る水準に達していた。この比率はそれぞれの

図８　歳出総額の推移
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（出所）「市町村別決算状況調」（各年度）にもとづき作成。

表３　義務的経費の推移

⑴　支出額 （億円）⑵　歳出構成比 （％）

　 2002年度 2003年度 2004年度 2005年度 2006年度 　 2002年度 2003年度 2004年度 2005年度 2006年度

対馬市 123.2 141.5 155.7 160.2 178.7 対馬市 30.4 31.5 42.1 46.3 48.6

壱岐市 70.4 83.5 97.0 94.8 93.8 壱岐市 32.6 37.0 45.1 44.6 44.0

五島市 135.9 139.1 148.6 146.1 141.7 五島市 37.8 39.6 46.7 46.3 46.9

新上五島町 85.4 87.4 108.9 97.6 90.7 新上五島町 33.9 36.1 49.4 53.6 55.0
（出所）図８と同じ資料から作成。

表４　人件費の推移

⑴　支出額 （億円）⑵　歳出構成比 （％）

　 2002年度 2003年度 2004年度 2005年度 2006年度 　 2002年度 2003年度 2004年度 2005年度 2006年度

対馬市 56.8 65.5 67.3 64.4 61.0 対馬市 14.0 14.6 18.2 18.6 16.6

壱岐市 31.5 40.0 41.4 42.0 41.0 壱岐市 14.6 17.7 19.2 19.8 19.2

五島市 57.0 56.7 66.2 60.3 54.6 五島市 15.9 16.1 20.8 19.1 18.1

新上五島町 40.2 39.3 47.2 39.0 40.3 新上五島町 16.0 16.2 21.4 21.4 24.4
（出所）図８と同じ資料から作成。
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図９　財政指標の推移
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市町の合併年度にはさら悪化しており，その

後も高い水準で推移している。また，公債費

負担にかかわる指標である起債制限比率は，

合併前後の大型の起債事業等による地方債現

在高の増嵩などもあり，４市町とも高まりつ

つある。特に対馬市においては，合併前年度

の2002年度の地方債現在高は512億円であっ

たが，2003年度には634億円，2004年度には

641億円まで増大した。その後，残高は減少

したものの，2006年度末時点での地方債現

在高は621億円であり，対馬市は依然として

大きな債務を抱えた状況にある。対馬市では

起債制限比率もまた，急速に悪化してきてい

る。2002年度の9.6％から年々上昇し，2006
年度には15.0％となり，４市町の中でもっと

も高くなった。ただ，他の３市町についても

公債費負担は近年高まっており，いずれの市

町においても硬直化がいっそう進展している

状況がうかがえる。

　財政力については，離島自治体の場合，総

じて弱い状況にある。対馬市，壱岐市，五

島市，新上五島町のいずれも例外ではなく，

財政力指数は0.3未満の低水準で推移してい

る10）。図９を見ると，近年，財政力指数の若

干の上昇が見られるものの，依然として低水

準にあり，行財政の効率化などの財政的な要

因から合併を行ったにもかかわらず，各市町

では財政運営上，国・県からの財政移転に頼

らざるを得ない状況が続いている。財政構造

の硬直化のいっそうの進展や財政基盤が強化

できていない現状を見る限り，今日までのと

ころ合併の効果が十分にあらわれているとは

考えがたい。この点に関しては，後述の推計

によっても考察される。

　しかしながら，各市町において財政再建の

必要性は十分認識されており，事務事業の見

直しや歳出削減，歳入面の強化といった行財

政改革が進められている。例えば，義務的経

費，とりわけ人件費に係る改革では，諸手

当・報酬等の見直しや給与カットなどを断行

するほか，各市町で定員適正化計画に従って

職員数の削減に努め，人件費の圧縮を図って

いる。表５は，４市町の定員適正化計画にお

ける職員数の推移を表している。いずれの団

体においても2005年から2010年までの５年

間の数値目標は，総務省が「地方公共団体に

おける行政改革の推進のための新たな指針

（新地方行革指針）」(2005年３月)で定めた

「1999年から2004年までの総定員純減4.6%を

上回る純減」という目標を上回っている。対

馬市が５年間で133人，16.8％減，壱岐市が

69人，10.6％減，五島市では149人，18.9％
減，新上五島町が76人，12.9％減と，全国市

区町村（政令指定都市を除く）の8.5％減を

上回る数値目標を設定している。こうした努

力により人件費の削減も進みつつあり，合併

や行財政改革の効果が若干見え始めてきてい

るが，４市町を取り巻く環境は依然として厳

表５　定員適正化計画における職員数の推移（数値目標）

 （人・％）

2005 2006 2007 2008 2009 2010 増減数（2005～10）増減率（2005～10）

対馬市 793 767 752 716 687 660 －133 －16.8

壱岐市 654 639 627 612 596 585 －69 －10.6

五島市 789 766 737 692 668 640 －149 －18.9

新上五島町 591 583 560 549 534 515 －76 －12.9
（データ）　対馬市『定員適正化計画　平成17年度～平成21年度』（2006年３月）

壱岐市『壱岐市行財政改革第２次定員適正化計画』（2007年３月）

五島市『五島市定員適正化計画』（2006年８月）

新上五島町『新上五島町財政健全化計画　19年度改訂版』（2007年11月）
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しい状況にある。

４．環境

4.1　ごみ
本節では，４市町の廃棄物問題と自然保護

について述べよう。図10は，４市町のごみ総

排出量の推移を表したものである。図から明

らかなように，2000年度以降ほぼ横ばいで

あるといえる。

図11は，１人１日当たりごみ排出量の推移

を表したものである。壱岐，対馬，五島の各

市町は長崎県平均をほぼ下回っているのに対

して，新上五島町は長崎県平均をほぼ上回っ

ている。一般に，１人１日当たりごみ排出量

は，単身・核家族の世帯の割合が多いか否か

などのような社会的要因，ごみ処理の有料化

や再資源の集団回収などのような政策的要因

に依存する。本稿で比較の対象となっている

４市町はいずれも離島であり社会的要因には

大きな違いがあるとは考えづらい。１人１日

当たりごみ排出量の違いには自治体のごみ政

策の姿勢が影響している可能性もある11）。

2008年12月現在の可燃ごみ大１袋当たり

の料金をみると，対馬市が60円であるのに対

して他の自治体は40円という違いがある。な

図10　ごみ総排出量の推移
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（出所）環境省「一般廃棄物処理事業実態調査」（各年度）より作成。

図11　１人１日当たりごみ排出量の推移
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（出所）図10と同じ資料から作成。
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お，各自治体とも，合併前のごみ有料化の料

金は旧市町間で若干の違いがあるケースも

あったが，おおむね上記の水準と大差ない。

次に，３節で論じられた市町合併が４市町

のごみ処理費用にどのような影響を与えたの

かをみることにしよう。４市町は市町合併を

機に，合併前は各地域でごみ処理を担ってい

た一部事務組合を解散させ，合併後は市町が

ごみ処理を担うようになった。例えば，対馬

では，合併前にごみ処理を担っていた対馬南

部環境衛生組合，対馬北部衛生組合，対馬中

部地区清掃一部事務組合が解散し，合併後の

ごみ処理事業は対馬市が行っている。図12は

１人当たりごみ処理費用の推移を表したもの

である。図で，壱岐と対馬に関しては，合併

前は旧町の合計でみた１人当たりごみ処理費

用を表している。残念ながら，五島列島の市

町に関しては，合併後の枠組みで旧市町の１

人当たりごみ処理費用を計算することは，統

計の制約上困難であったので，図には2003
年度まで福江市と南松浦郡に属する10町の

費用が描かれている12）。2003年度までの南松

浦郡は，富江町，玉之浦町，三井楽町，岐宿

町，奈留町（以上の５町は2004年度に福江市

と合併して五島市になった），新魚目町，上

五島町，有川町，奈良尾町，若松町（以上の

５町は合併して新上五島町になった）から構

成されている13）。図には，参考のために長崎

県全体の１人当たりごみ処理費用も描いてあ

るが，それとの比較により離島のごみ処理が

割高であることがわかる。合併後の変化をみ

ると，新上五島町が突出して高く，次いで五

島市，対馬市が続いている。また，壱岐市は

低下傾向を示し，2006年度には県平均を下

回っている。

廃棄物の処理及び清掃に関する法律（廃棄

物処理法）によって一般廃棄物の処理責任は

市町村にあると定められていることから，ご

み問題はどの市町村にとっても深刻な環境問

題の一つである。とりわけ離島自治体におい

ては，本間（2008）でも指摘したように14），

①　規模の経済が働かないことによる割高

なごみ処理費用

②　狭小なために最終処分場の建設が困難

③　最終処分場がない場合の焼却灰の本土

への搬出費用

④　缶・びん等の再生資源の搬出費用

⑤　廃家電や廃自動車の海上輸送費

といった，本土の自治体と比較して不利な要

因が廃棄物処理をいっそう困難なものにして

いる。今回ヒアリング調査に訪れた４市町に

おいても，上記の諸要因が当てはまるといっ

てよい。①については，図12からも明らかで

ある。③に関しては，４市町とも最終処分場

図12　１人当たりごみ処理費用の推移
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（出所）長崎県「一般廃棄物の処理状況」各年度版より作成。
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を有しているが，ある島は島内で焼却灰を最

終処分することが困難となっているので宮崎

県まで船で搬出している。また，再資源に関

しても，アルミ缶のように業者が自治体から

有償で買い取ってくれるものもあるが，金

属，陶器，ガラスなど多くは自治体が有償で

業者に引き取ってもらっているのが現状であ

る。

4.2　漂着ごみと自然
　四方を海に囲まれた離島において，美しい

海岸線や豊かな海産物は地域の貴重な財産で

あり，観光業や水産業を通じて島に恩恵をも

たらす資源でもある。近年，離島を中心とし

てわが国の海岸部に漂着するごみ（いわゆる

漂着ごみ）が問題視されている15）。漂着ごみ

とは，包装類（食品包装袋，食品容器，ペッ

トボトルなど），漁業資材（漁網, ロープ，

発泡スチロール製フロートなど），工業・薬

品用タンクなど雑多なごみが海岸部に漂着し

たものである。今回の調査対象である４市町

はいずれも九州と朝鮮半島の間に位置し，海

流や季節風の影響で膨大なごみが漂着してい

る。2001年８月の東京水産大学の調査によ

れば，対馬に漂着するごみの80％から90％

は外国由来のもので，その内訳は韓国由来が

80％から90％，中国由来が10％から20％と推

定されている16）。写真１，２はヒアリング調

査時に筆者（本間）が対馬西南部の小茂田浜

海岸で撮影した漂着ごみである。接近して撮

影した写真２の空き缶にはハングル文字を読

み取ることができるが，海岸には韓国語ある

いは中国語の表示が印刷された容器等が多く

見受けられた。こうした漂着ごみは，海岸部

の景観を悪化させるのは当然のこととして，

海鳥や海洋生物などの生態系へも影響を与え

る。

　これらの漂着ごみは法的には一般廃棄物と

して扱われ，基本的にはその処理費用は自治

体の負担となる17）。ここでは，国境を越えた

協力を通じて漂着ごみの撤去に取り組んで

いる対馬の事例を取り上げよう。表６のよう

に，対馬市では2001年度から漂着ごみの撤去

事業を行ってきた。2003年度からは韓国の

釜山外国語大学校の学生と住民ボランティア

の協力による漂着物の撤去が行われるように

なり，特に2006年度には漂着ごみの撤去のほ

かに日韓の学生が漂着ごみについて議論する

ワークショップも開かれた。回収された漂着

ごみは，塩分を含んでいるために一般廃棄物

写真２　ハングル文字がみられる漂着ごみ

（出所）写真１と同じ。

写真１　散乱する漂着ごみ

（出所）2008年８月21日，小茂田浜海岸付近（対馬南

西部）にて本間が撮影。
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の焼却炉で焼却すると炉を傷めること，量が

膨大でかつ分別が困難であることから島外に

海上輸送される18）。その費用は８㎥コンテ

ナ当たり約７万円であり，表６にあるように

多額の費用がかかる。それに加えて，回収に

関しては日韓の学生や住民によるボランティ

アによる作業であり，回収された漂着ごみの

島内の輸送に関しては島内の建設業者が無償

で請け負っていることから，漂着ごみの撤去

において表中の数字に表れない社会的なコス

トが発生していることに注意するべきであろ

う。

　上述のように漂着ごみの回収は多額の費用

を要することから，回収されるごみは一部で

あり，市町村の努力で対応できる範囲を超え

ている。これまでの対馬の取組みは評価すべ

きものであるが，今後は漂着ごみ問題に対し

ては国が抜本的な対応策をとることが必要で

あろう。

　ところで，離島は隔絶性や環海性といった

特性ゆえに固有の生態系を有する場合が多

い。表７は４市町の自然環境のうち，国の天然

記念物に指定されているものなど，きわめて

特徴的な動植物をあげたものである。各市町

とも，このほかにも種々の貴重な生態系が存

在する19）。こうした離島固有の生態系は，地域

の自然それ自体の価値と同時に，観光とりわ

けエコツーリズムによる地域振興においても

重要な地域の共有資源であるといえる。

以上をまとめると，環境面において離島自

治体は，離島ゆえの不利な条件下で廃棄物処

理とリサイクルを行いつつ，漂着ごみの撤去

や生態系の保全と利用を図るというたいへん

重い役割を担っているといえる。

５．効率性分析

5.1　自治体の効率性と地域の持続可能性
　一般に，離島にとって自然環境の保護は，

住民にとって地域の自然を保護するという面

だけでなく，観光客を島に呼び込む観光資源

を維持するという面からも，地域の持続可能

な発展のために不可欠であるといえる。4.2
節の対馬の漂着ごみ撤去事業の事例でみたよ

うに，こうした地域の自然環境の保護は，自

治体，地域住民，島外の市民，企業，NPO

表６　対馬市における漂着ごみへの取組み

2001

2002

2003

2004

2005

2006

注）2006年度の「日韓学生つしま会議」においては，釜山外国語大学校学生は２日間，東亜大学校および日本

側学生は１日間の海岸清掃，ＪＥＡＮ／クリーンアップ全国事務局などの協力により漂着ごみの発生原因と

対策を話し合うワークショップが実施されている。

（出所)対馬市資料。



― 122 ―

宗　像　　　優・本　間　　　聡・宮　野　俊　明

などの種々の主体の連携によって遂行され

る。その連携において，地域住民にとって

もっとも身近な市町村の役割が大きいといえ

る。

地域の持続可能な発展を確保するために

は，地域の有形無形の資源を保護・活用して

いくことが不可欠であり，そうした保護・活

用の主体あるいは各主体間の連携の要となる

市町村の役割は依然として大きいといえる。

薮田（2004）で理論的に分析されたように，

地域環境政策においては長期的な厚生水準を

最大化するように，自治体は環境ストックの

最適な管理・利用を行わなければならないと

いえる20）。言い換えれば，自治体は地域住民

への行政サービスを充実させつつ，環境資源

の適切な保全と利用を実行する役割がある。

その意味では，３節で述べられたように種々

の要因から合併を選択した４市町に関して

は，合併前後で行政体制の効率がどのように

変化したのかという点が，地域の持続可能な

発展を考える上で考慮するべき重要な要因の

一つとしてあげることができる。

　本節では，DEAを用いて，４市町の行政

効率の変化を分析することにしよう。DEA
は，自治体や企業など様々な主体の効率性を

評価する手法として，様々な分野で応用され

ている21）。その長所として，⑴ノンパラメト

リックな方法であるために特定の関数形を先

験的に仮定する必要がないので恣意性を回避

できること，⑵多入力多出力システムにおけ

る効率性を評価できること，⑶誤差項の分布

を仮定する必要がないこと，⑷比較的少ない

サンプルで分析が可能であること，などをあ

げることができる。一方，短所として，⑴評

価される効率性はあくまでも相対的なもので

あること，⑵統計上の誤差を排除できずに異

常値から大きな影響を受けてしまうこと，⑶

統計的な検定ができないこと，などがある。

DEAによる効率性評価は自治体（あるいは

企業など）の間の相対的な評価であり，絶対

的な評価ではないことにも注意しなければな

らない。

　本稿では，規模に関する収穫可変を想定し

たDEAのモデルであるBanker et al. (1984) 
を用いて，４市町の効率性を評価する22）。分

析対象は４市町の属する長崎県下の市町村で

あり，分析期間は2000年度から2006年度ま

でである。

自治体の行政効率をDEAによって推計し

た先行研究には以下のようなものがある。塩

表７　各市町特有の自然環境

市町名 動植物名 特徴

壱岐市 ハイビャクシン
壱岐，対馬などの日本と朝鮮半島の間の離島のみ分布
する海岸性の常緑低木。長崎県指定天然記念物。

対馬市

ツシマヤマネコ
日本では対馬だけに生息する山猫。国指定天然記念物
でかつ国内希少野生動植物種（種の保存法）。

龍良山原始林（厳原町）
龍良山の標高120mの低地から山頂559mまで広がる良
好な照葉樹林で，国指定天然記念物。

鰐浦ヒトツバタゴ自生
地（上対馬町）

国指定天然記念物ヒトツバタゴが約3000本自生。自生
の群生としては国内で最大。

五島市 ヘゴ自生北限地帯 熱帯性の木状シダ。国指定天然記念物。

新上五島町 アコウ（奈良尾） 奈良尾神社の参道にそびえる巨木。国指定天然記念物。

（出所）長崎県の天然記念物（http://www.pref.nagasaki.jp/sizen/2kinen/index.html），日本離島センター編

（2004），などから作成。
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津ほか（2001）は，「平成の大合併」以前の

1975年から1988年までの昭和の合併８事例

をサンプルにして，合併前後の効率性の推移

を分析した。彼らは，各住民が自分の居住す

る地域の自治体から受ける効用はすべて等し

いと仮定する23）。この効用を１と基準化すれ

ば，当然，住民の効用水準は人口と等しくな

る。彼らは，人件費を除く歳出と職員数を入

力，上の効用水準（＝人口）を出力として合

併の効果を分析して，編入される地域の合併

前の効率性の低下や合併後の効率性の低下を

指摘している24）。高浜（2006）は，人件費を

除く歳出と職員数を入力，行政サービス度25）

と人口の積を出力として，中核市，特例市，

中都市133都市を対象として行政効率を推定

し，人口と効率性との間の明確な関係はな

い一方で，効率的な自治体は特定の地域に集

中する傾向があることを示した。鈴木ほか

（2007）は行政サービスの効率性分析で職員

数と歳出を入力として，小中学校数，道路実

延長，都市公園数，老人ホームおよび保育所

数を出力として，政令指定都市の行政効率性

を評価し，行政サービスが効率的な自治体は

札幌市，仙台市，横浜市，新潟市，静岡市，

浜松市，名古屋市，京都市，大阪市，堺市で

あるという結果を得ている。

5.2　変数とデータ
　本節では，長崎県下の市町村を母集団とし

て，４市町（サンプル期間の最初の2000年度

では合併前のため１市20町）の相対的な効

率性を評価する。長崎県下の市町村のパネル

データを母集団として利用する理由として，

長崎県は壱岐，対馬，五島のほかに平戸諸島，

西彼諸島をもつ全国有数の離島県であること

や，住民および観光客の効用水準が等しいと

仮定したことから，地理的に近い同一県内の

自治体であればこの仮定はある程度当てはま

ると考えたことなどによる。

次に，本節の分析における方法論について

述べよう。３節で述べられたように，市町村

合併が行われる目的の一つは規模の経済によ

る利益を追求することであることから，規

模に関して収穫可変（Variable Returns to 

Scale）を仮定したVRSモデルを採用する。

上記のDEAの先行研究では行政効率に焦点

を当てるために，住民の効用水準を唯一の出

力として採用している。上の塩津ほか（2001）
の全住民の効用が同一であるという仮定は，

相当に強い仮定である。実際には住民の効用

は地域の自治体の政策によって異なると考え

た方が自然であるが，市レベルだけでなく町

村レベルまで含んだ行政サービスの水準を表

すよい指標がないことを考慮すると，やむを

得ない面もある。そこで，本節でも出力の一

つとして住民の効用水準=人口を仮定するこ

とにする。ところで，４市町の持続可能な発

展を考える場合には，自治体の産出物として

住民の効用水準を採用することは当然のこと

として，自然保護の達成水準も出力の候補と

して考えられる。しかしながら，自然保護の

達成水準を表す適切な代理変数は今回は見い

だし難かったため，自治体は人と金を投入し

て，自然環境を保護したり社会資本を整備し

たりした結果が観光客数の増加につながると

想定して，もう一つの出力を観光客の効用水

準とした。ただし，地域住民の効用水準の場

合と同様に，観光客の効用水準を表すよい指

標がないので，地域住民と同様に観光客の効

用水準も１と等しいと仮定し，観光客数をも

う一つの出力として採用した。以上の入力と

出力に関して，３節で論じられた４市町にお

ける厳しい財政状況や将来の定員削減計画と

いった文脈からは，住民や観光客の効用水準

を減少させることなしにどこまで現実の歳出

や職員数が削減可能かという入力志向モデル

の考え方の方が，現実の歳出や職員数の下で

どこまで住民や観光客の効用水準を増加でき

るかという出力志向モデルの考え方よりも自

然であると考えられることから，ここでの分

析では前者のDEAモデルが採用される。

本節の分析で利用したデータは以下の通り
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である。人件費を除く歳出総額と職員総数は

総務省ホームページの市町村別決算状況調の

データを利用し，欠損値は同じく総務省ホー

ムページの決算カードの数字を利用した。歳

出は県民経済計算の長崎県のGDPデフレー

タによって2000年価格に実質化した。また，

各市町村の観光客数は長崎県の「市町村別観

光客数」から観光客延数を取った。ただし，

「市町村別観光客数」では本研究の対象であ

る離島自治体の観光客数は各市の合併前から

対馬，壱岐，五島といった島単位で集計され

た値しか掲載されていない。そこで，それら

に関しては長崎県「長崎県観光統計」から

数字を抽出し補った。サンプル期間は2000
年度から2006年度までである。この期間は，

長崎県においてはいわゆる「平成の大合併」

のために，2000年度の８市71町から2006年
度の13市10町へと市町村数が大幅に減少し

ている。表８は基本統計量を示している。な

お，分析で使用したソフトはCoelli(1996)の

DEAP（version 2.1）である。

5.3　結果
　表９は，壱岐，対馬，五島列島における市

町の行政効率の変化を表したものである。こ

の値は長崎県内の市町村による相対的な効率

性の度合いを表したものであるが，３つの地

域の市町では，合併を機に効率性が大幅に低

下していることが明らかである。合併前の時

期，すなわち壱岐，対馬では2000年度から

2002年度，五島では2000年度から2003年度

の数値の推移を見ると，年度ごとの若干の増

減はあるものの，一部を除き概ね安定的に

推移している26）。壱岐島においては，合併直

前の旧４町がすべて0.6以上の値を示してい

たが，壱岐市となった2003年度には0.427に
低下し，その後も0.5を下回る水準で推移し

ている。対馬島においても，2002年度の旧

６町の効率性は0.398から0.524となっていた

が，合併により0.263に落ち込み，その後も

低水準である。五島列島においては，合併

前から旧市町間の効率性にバラツキが見られ

た。下五島地域を見ると，合併直前の2002
年度には，もっとも非効率な状況の旧福江市

が0.491，もっとも効率的と判断される旧玉

之浦町が0.841となっている。上五島地域で

も同様で，旧上五島町の0.488から旧奈良尾

町の0.793まで，様々な状況であった。だが，

下五島，上五島においても合併後の2004年度

には五島市0.461，新上五島町0.344と効率性

の値は，合併前の旧市町のうちのもっとも非

効率な団体に比べても低下している。

　このように，合併の行われた2002年度も

しくは2003年度以降，壱岐，対馬，五島列

島の市町における行政効率の値が低下した。

その要因としては，次のようなことが考えら

れよう。第１の要因として，インプット側の

変化，すなわち市町の職員数の変化が考えら

れる27）。合併に際して，し尿処理や消防等に

関する一部事務組合を解散したことなどに

より，職員が新市町に引き継がれ，職員総

数は大幅に増加した。実際，壱岐市では323
人（2002年度の旧４町職員合計数）から421
人（2003年度）に，対馬市では609人（2002
年度の旧６町職員合計数）から708人（2003
年度）に，五島市では586人（2003年度の旧

表８　データの基本統計量

平均 標準偏差 最大 最小

人口（人） 26,066 65,126 455,210 868

延観光客数（人） 520,979 1,161,427 7,406,700 804

職員総数（人） 247 529 3,336 22

歳出（人件費除く；実質）（千円） 10,387,961 23,759,605 174,280,594 1,069,686
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１市５町）から679人（2004年度）へ，新上

五島町においても434人（2003年度の旧５町）

から519人（2004年度）へと増加しており，

今回の推計において効率性を低下させる大き

な要因となっている。第２の要因として，ア

ウトプット側の変化があげられる。観光客数

については，年によって増減があり，合併前

後の短期間では増加もしくは減少のいずれの

傾向も見いだしにくいが，住民サービスの指

標として設定した人口に関しては，いずれの

市町でも減少傾向が見られる28）。

　結局，県内の他の地域とくらべた場合で

も，壱岐，対馬，五島の各市町においては合

併による行政効率化の効果がこれまでのとこ

ろ十分にあらわれているとは言いがたい状況

にあるものと推察される。ただし，推計結果

からも明らかなように，近年行政効率の値が

若干上昇してきており，行財政改革の努力や

合併による効率化の効果が多少なりとも見ら

れるようになってきている。壱岐，対馬，五

島は本土から距離のある離島という，きわめ

て不利な条件をもつ地域であり，本土地域な

どに比べると元来行政効率も低く評価される

ものと考えられ，合併の効果もなかなかあら

われにくいようではある。しかし，上述の定

員適正化計画による職員数の削減や，行政組

    　表９　行政効率の推移 （年度）

2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006

郷ノ浦町 0.665 0.656 0.654 壱岐市 0.427 壱岐市 0.440 0.456 0.457

勝本町 0.641 0.589 0.664

芦辺町 0.647 0.653 0.612

石田町 0.706 0.715 0.774

厳原町 0.569 0.521 0.519 対馬市 0.263 対馬市 0.312 0.338 0.312

美津島町 0.516 0.472 0.477

豊玉町 0.591 0.493 0.524

峰町 0.537 0.420 0.480

上県町 0.439 0.400 0.408

上対馬町 0.459 0.399 0.398

福江市 0.547 0.502 0.476 福江市 0.491 五島市 0.461 0.480 0.486

富江町 0.651 0.611 0.670 富江町 0.748

玉之浦町 0.781 0.656 0.879 玉之浦町 0.841

三井楽町 0.662 0.572 0.648 三井楽町 0.606

岐宿町 0.677 0.648 0.651 岐宿町 0.572

奈留町 0.711 0.554 0.663 奈留町 0.718

若松町 0.630 0.574 0.683 若松町 0.763 新上五島町 0.344 0.379 0.433

上五島町 0.571 0.438 0.462 上五島町 0.488

新魚目町 0.598 0.587 0.529 新魚目町 0.550

有川町 0.537 0.499 0.473 有川町 0.520

奈良尾町 0.839 0.685 0.799 奈良尾町 0.793

長崎県全市町村平均 0.778 0.723 0.757 0.795 0.825 0.810 0.827



― 126 ―

宗　像　　　優・本　間　　　聡・宮　野　俊　明

織・事務事業等の整理・合理化などを進めて

いくことで，将来的には従来よりも行政効率

が高まり，住民福祉の向上と地域経済の発展

に結びつくことが期待されている。

６．環境政策の推進を通じた離島振興

　上述のように，壱岐，対馬，五島の各市町

においては，基幹産業である水産業や建設業

の長期低迷傾向が続いている。そして，離島

という条件ゆえに，工場の誘致など，いわゆ

る従来型の産業誘致による産業の振興や雇用

の促進を図ることは，困難であるのが現状で

ある。また，観光産業による地域の振興も，

少なくとも観光客数の推移でみる限り，成功

しているとは言いがたい。そのような中，離

島自治体の活性化を図るために，長期的な展

望として，以下の６つのような環境政策を推

進することによって，「環境にやさしい島づ

くり」を目指すことが考えられる。

すなわち，⑴豊かな自然環境を保全するの

はもちろんのこと，例えば，⑵第４節で確認

したように，漂着ごみも含めた廃棄物対策が

大きな課題となっている離島自治体におい

て，徹底した廃棄物抑制政策やリサイクルを

すすめて「ごみ・ゼロ」を目指すことや，⑶

地球温暖化対策の一環として，二酸化炭素な

ど温室効果ガスの排出を極力抑えて「ゼロ・

エミッション」を試みるため，コジェネレー

ションやソーラー・エネルギー，バイオ・エ

ネルギーなど再生可能エネルギーの利用を，

島内の公共施設をはじめとして全島で促進す

るなど，環境にやさしい社会資本づくりを行

うこと，⑷地域一体となった環境対策を徹底

すると同時に，⑸地域における持続可能な発

展を促進する中心的主体，あるいは環境情報

の発信主体として，役所の「エコ・オフィス」

化を図ること，あわせて⑹環境関連企業の誘

致を図ることである。

そのような取組みの有名な事例として，離

島の自治体ではないため，単純には比較はで

きないものの，ドイツ・フライブルク市があ

げられる。ドイツの「環境首都」として大き

な注目を集めている同市では，徹底した廃棄

物・リサイクル対策や，ソーラー・エネル

ギーをはじめとする再生可能エネルギーの積

極的導入など，地域全体で先駆的な環境政策

を実践することにより，その評価を高め，ド

イツ国内のみならず，全世界的に有名となっ

た。その結果，環境エネルギー関連の産業や

研究所の集積が進み，雇用も促進されてい

る。そして，環境都市の成功例として，毎年

世界各国から数多くの視察者や観光客が訪れ

るなど，観光上の効果もあらわれている29）。

このように，積極的な環境政策の推進に

よって，環境対策，地域振興，雇用，観光な

どの面において成功している自治体を参考に

して，環境政策上のモデル地域，すなわち

「持続可能な島づくり」を目指すのも，一案

と思われる。例えば，周知の通り，政府は，

温室効果ガスの大幅削減など，低炭素社会の

実現に向けて高い目標を掲げて先駆的な取組

を行う都市を「環境モデル都市」として選定

し，その実現を支援することとしている。「環

境モデル都市」への応募があった全国の82件
（89団体）の中から2008年７月，６団体が「環

境モデル都市」に選ばれ，７団体が「環境モ

デル候補都市」とされた。そのうち，九州地

区からは，「環境モデル都市」として北九州

市が，「環境モデル候補都市」として水俣市

が選ばれた。離島の自治体としては，わずか

に宮古島市がモデル候補都市に選定されたに

すぎない30）。そうした中で，離島自治体が，

その地域的特性を生かして積極的に「環境に

やさしい島づくり」を推進することによっ

て，地域の振興が図られることが期待される

のである。

また，近年，環境政策を推進するために，

行政と企業，市民，NPOとの協働の重要性

がうたわれている中で，その点での「モデル」

を目指すことも考えられる。つまり，環境基

本計画の策定など，環境関連の政策過程にお
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いて，自然環境の保護に取り組むNPOやボ

ランティア団体などの「参加」を積極的に取

り入れるなど，「協働」を促進するのである。

また，それのみならず，環境教育や自然体験

型学習など，島内の豊かな自然資源を活用し

た様々な先駆的取組みを行って，いわば環境

上の「社会実験の場」としての離島のあり方

を追求するのである。そうすることで，島全

体が活性化し，新たな産業の育成，雇用の促

進，若者の定着，そして観光客の増加など，

その効果は計り知れないものになると思われ

る。

環境政策の推進や社会実験の場としての試

みにおいて，地理的な問題など離島における

困難性は，不利な要因などではなく，むしろ

離島たる特性を生かした様々な政策を行うこ

とを可能とすると考えられる。

７．おわりに

以上，離島自治体における環境行財政を検

討するために，九州北部，長崎県内の３つの

離島地域を取り上げて分析してきた。その結

果，以下のことが確認された。すなわち，壱

岐市，対馬市，五島市，新上五島町のいずれ

も，水産業を中心とした第一次産業の割合が

大きいこと，人口の減少傾向に歯止めがかか

らないこと，財政基盤が弱いこと，行財政改

革に取り組むために，市町合併や定員管理な

どを行っていること， DEAによる効率性分

析によれば，合併による行政効率化の効果が

十分にあらわれているとは言えないものの，

行財政改革により効率化の効果が見受けられ

るようになっていること，そして，観光産業

の振興により，地域の活性化を図っているこ

とである。また，離島活性化の一案として，

環境政策の推進を通じた地域振興を示した。

なお，環境と観光という施策に取り組む際に

留意すべき問題点として，本稿で十分に検討

する余地はなかったものの，道路等インフラ

整備による自然破壊，ごみ・し尿の発生，上

下水道の整備などがあげられる。

いずれにせよ，国と地方の双方が厳しい財

政事情にある中で，限られた資源制約の下で

地域振興を図りつつ，環境面でも優れる，住

民にとってより良い地域をいかに構築するか

という課題が，今日，地方自治体に課されて

いる。とりわけ離島自治体においては，その

特殊な地理的要因等により，種々の政策・施

策・事業を行う際にも，一層の制約が存在す

る。本研究では，現地調査等を通じて，離島

自治体における環境と地域づくりに関する行

政および住民の取組みを検討し，環境と調和

した地域づくりや地域運営のあり方を模索し

た。これは，今後の地域づくりにおける方向

性と具体的方策等を探る際の一つの手がかり

になるものと思われる。本プロジェクトの研

究をさらに進めることにより，小規模自治体

における地域づくりの指針を示し，社会の発

展に資するものと考えている。

謝辞

本稿を執筆するにあたり，長崎県庁，壱岐

市役所，対馬市役所，五島市役所，新上五島

町役場の関係部署の皆さまから，様々なデー

タや資料，貴重なご教示をいただいた。記し

て感謝の意を表したい。

参考文献

環境省「一般廃棄物処理事業実態調査」各年度版。

菊池裕子（2007）「市町村合併」水谷守男・菊池裕子・

宮野俊明・菊地裕幸『地方財政』勁草書房，第12章。

小島あずさ・眞淳平（2007）『海ゴミ―拡大する地球

環境汚染』中公新書。

佐伯弘次編（2006）『街道の日本史49　壱岐・対馬と

松浦半島』吉川弘文館。

塩津ゆりか・原田禎夫・伊多波良雄（2001）「市町村

合併の実証分析」『会計検査研究』第24号，65-86頁。

鈴 木 聡 士・Peter Nijkamp・Piet Rietveld（2007）
「DEAにおけるDFMモデルを用いた都市行政経営

の効率性改善－日本における政令指定都市への応

用－」日本地域学会第44回年次大会報告論文。

総務省「市町村決算状況調」各年度版。



― 128 ―

宗　像　　　優・本　間　　　聡・宮　野　俊　明

総務省「決算カード」各年度版。

高木彰彦（2005）「離島における町村合併－長崎県壱

岐市と対馬市の事例－」九州大学大学院経済学研

究院政策評価研究会編『政策分析 2004』九州大学

出版会，271-292頁。

高浜伸昭（2006）「大規模団体における市町村合併

のメリットとデメリット」公共選択学会第10回
全国大会報告論文（http://www.otemon.ac.jp/

jpcs2006/program.htm）。

刀根薫（1993）『経営効率性の測定と改善－包絡分析

法DEA による－』日科技連。

内閣府「県民経済計算」各年度版。

長崎県「市町村別観光客数」各年度版。

長崎県「観光統計」各年度版。

長崎県「一般廃棄物の処理状況」各年度版。

長崎県県民生活部統計課（2007）『平成16年度版　長

崎県の市町村民経済計算』（2007年３月）。

長崎県五島地方局（旧・長崎県五島支庁）総務課編『五

島要覧』各年度版。

長崎県地域振興部市町村課編（2007）『長崎県市町村

便覧』（平成18年版），長崎県市町村振興協会。

長崎県対馬支庁（2005）『つしま百科』対馬観光物産

協会。

長崎県廃棄物・リサイクル対策課（2007）「長崎県の

漂流・漂着ごみ対策について」（http://www.env.

go.jp/earth/marine_litter/model/kentou/region/

nagasaki01/ref03.pdf）。
日経産業消費研究所（2004）『全国市区の行政比較調

査』日経産業消費研究所。

日本都市センター編（2008）『平成の大合併　都市要

覧』日本都市センター。

日本離島センター編（2004）『日本の島ガイド シマ

ダス（第２版）』日本離島センター。

本間聡（2008）「離島における環境問題の現状と課題」

九州産業大学経済学会『エコノミクス』第13巻第

１・２号，27-47頁。

宗像優（2008a）「漂着ごみ問題の現状と行政の対

応―長崎県の取組みを事例として―」九州産業大

学経済学会『エコノミクス』第13巻第１・２号，

49-76頁。

宗像優（2008b）「ドイツ・フライブルク市の持続可

能な地域づくり」宇都宮深志・田中充編『自治体

環境行政の最前線』ぎょうせい，第Ⅲ部第２章。

薮田雅弘（2004）『コモンプールの公共政策―環境保

全と地域開発―』新評論。

Banker, R.D., A.Charnes and W. W. Cooper 
（1984）, “Some models for estimating technical 

and scale inefficiency in data envelopment 

analysis ”, Management Science , 30（9）, 

pp.1078-1092.
Coelli, T. J. （1996）, “ A guide to DEAP Version 

2.1: A Data Envelopment Analysis（Computer）

Program,” CEPA Working Papers, Department 

of Econometrics, University of New England, 

No.8/96.
Honma, S. and J.L., Hu （2008）, “ Total-factor 

energy efficiency of regions in Japan”, Energy 
Policy, 36, pp.821-833.

Honma, S. and J.L., Hu （2009）, “Efficient waste 

abatements for regions in Japan”, International 
Journal of Sustainable Development and World 
Ecolory (forthcoming). 

参照URL
壱 岐 市 ホ ー ム ペ ー ジ（http://www.city.iki.

nagasaki.jp）

五 島 市 ホ ー ム ペ ー ジ（http://www.city.goto.

nagasaki.jp）

新 上 五 島 町 ホ ー ム ペ ー ジ（http://official.

shinkamigoto.net）

総務省ホームページ（http://www.soumu.go.jp）

対馬市ホームページ（http://www.city.tsushima.

nagasaki.jp）

内閣官房地域活性化統合事務局ホームページ　

（ http://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/index.

html）

長崎県ホームページ（http://www.pref.nagasaki.

jp）

注

１）なお，本研究プロジェクトでは，本稿で扱う長

崎県内の離島のほかに，福岡県宗像市の大島，鹿

児島県の甑島，屋久島，奄美大島についても，調

査研究を行った。本来ならば，これらすべての研

究結果を報告すべきところではあるが，紙幅の制

約上，本稿では長崎県内の事例を取り上げる。

２）基礎自治体の合併は一般に「市町村合併」とよ

ばれているが，本稿の考察対象である３市１町に

関しては各合併前後に「村」は含まれていない。

そこで，本稿では３市１町の合併について言及す

る場合には「市町合併」と記すことにする。

３）長崎県県民生活部統計課『平成16年度版　長崎

県の市町村民経済計算』（2007年３月），31-33頁。

４）長崎県観光振興推進本部『長崎県観光統計　平

成18年（１月～12月）』，８-13頁。
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５）佐伯編（2006），151-152頁。

６）高木（2005）では，島の面積が比較的小さいこ

とや島全体の地形的な特徴から往来が容易である

ことなどから，合併による島内の統一に反対する

理由が少なかったと分析している。旧石田町では

反対者の数が多く，合併は一度否決されたが，合

併協議会設立の際には４町合併以外の選択肢は考

えられず，合併が極めてスムーズに進んだ。

７）対馬市などでは，合併により市となったことで，

生活保護費等が増加したことも大きい。

８）そのほか，国立療養所（壱岐病院）の移譲等に

より，公的医療機関等の職員数も大幅に増加した。

９）合併以前の指標の値については，『長崎県市町村

便覧』に従い，それぞれの旧市町の単純平均を用

いている。

10）ただし，合併以前の旧市町でみると，福江市

では2002年度，2003年度とも0.32，上五島町では

2002年度0.41，2003年度0.42と，財政力指数が0.3
を上回る団体も一部存在した。

11）ただし，今回の調査では残念ながら１人１日当

たりごみ排出量の自治体間の違いをもたらす要因

までは明らかにできなかった。今後の課題とした

い。

12）図12で，2003年度の福江市の１人当たりごみ処

理費用は前年度から２倍以上の伸びを示している

が，これは大型施設の建設のために多額の建設改

良費が支出されていることが原因である。

13）なお，現在南松浦郡に属しているのは新上五島

町のみである。

14）本間（2008），41-43頁。

15）漂着ごみについては，小島・眞（2007），宗像

（2008a）を参照。

16）長崎県廃棄物・リサイクル対策課（2007）による。

17）ただし，県からの補助金はある。また，報道

（2008年11月16日付読売新聞）によれば，国は2008
年度２次補正予算案に海岸部の漂着ごみの撤去事

業費を計上すると発表した。

18）以下の説明は対馬市役所でのヒアリング調査に

よる。

19）生態系の保全において，地元市町は必ずしも中

心的主体というわけではなく，国・県あるいは地

元のNPOが大きな役割を担っている。生態系の保

全における国・県・市町村・地域住民・NPOの連

携のあり方については，今後の課題としたい。

20）薮田（2004），第６章を参照。

21）例えば，Honma and Hu（2008，2009）はわ

が国の都道府県別にエネルギー効率や環境効率を

DEAによって評価している。

22）DEAの手法に関しては，刀根（1993）やCoelli
（1996）を参照されたい。

23）一見してわかるように，この仮定はかなり強い

仮定である。この点については後述する。

24）塩津ほか（2001）では，DEAによる分析のほか

にマン・ホイットニーのU検定と等価変分によっ

て合併を評価している。

25）高浜（2006）では，自治体の行政サービス度は

日経産業消費研究所（2004）にもとづいている。

26）増減の要因としては，経済情勢の変化やそれに

伴う観光客の動向など，様々なことがらが考えら

れうる。

27）もう１つのインプットである人件費を除く歳出

額については，壱岐・対馬における合併直後（2003
年度）を除き，合併後の新市町では合併前の旧市

町の合計よりも概ね小さくなっている。

28）DEAの実証分析では，規模に関して収穫可変

を仮定したVRSモデルと規模に関して収穫一定

（Constant Returns to Scale）を仮定したCRSモ

デルの比較もしばしば行われる。そこで，参考の

ためにCRSモデルでの計算結果についても触れて

おこう。VRSモデルの効率性（θ＊
VRS）とCRSモ

デルの効率性（θ＊
CRS）を用いて，規模の経済性

（Scale Efficiency;SE）がSE＝θ＊
CRS／θ＊

VRSと

定義される（本文の効率性はθ＊
VRSである）。言

い換えれば，CRSモデルでの効率性はθ＊
CRS＝

θ＊
VRSと×SEと分解することができる。CRSモデ

ルの結果で４市町の規模の効率性をみると，合併

前は概ね0.4から0.6であるのに対して，合併後は

概ね0.9を上回っていた。従って，４市町の行政効

率を行政の生産フロンティアが規模に関して収穫

一定として評価するならば，合併後の非効率性は，

合併による自治体規模が拡大したためではなく自

治体内部における資源（職員，歳出）配分の非効

率性に起因するものであると考えられる。

29）宗像（2008b）。

30）環境モデル都市の選定基準は，①大幅な削減目

標，②先導性・モデル性，③地域適応性，④実現

可能性，⑤持続性である。2008年７月に「環境モ

デル都市」として選定されたのは，大都市：横浜

市，北九州市，地方中心都市：帯広市，富山市，

小規模市町村：下川町（北海道），水俣市の６団体

である。「環境モデル候補都市」として選定された

７団体，すなわち，大都市：京都市，堺市，地方

中心都市：飯田市，豊田市，小規模市町村： 檮原

町（高知県），宮古島市，東京特別区： 千代田区は，

2009年１月に環境モデル都市に追加選定された（内

閣官房地域活性化統合事務局ホームページ）。
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